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○通知書類は電子請求受付システムに掲載されますので、画面から取得してご覧ください。
（郵送ではありません）

〔１〕通知書類の種類

【請求翌月の第１営業日】

・障害福祉サービス費等支払決定増減表 ※請求書記載の金額と明細書の合計金額に差がある場合のみ

（返戻があるときなど）

・返戻等一覧表 ※返戻がある場合のみ

【請求翌月の１０日頃（10日が土日祝の場合 → 前営業日）】

・障害福祉サービス費等支払決定額通知書

・障害福祉サービス費等支払決定額内訳書

・処遇改善（特別）加算総額のお知らせ ※処遇改善加算を算定された場合のみ

・障害福祉サービス費等過誤決定通知書 ※過誤申立をされた場合のみ

※ご注意ください！※

通知書類は取得から３ケ月を経過しますとシステムから削除されます。

パソコン内に保存するほかに、印刷して保管していただくことをおすすめします。

１．通知書類について

へんれい
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〔２〕通知書類の取得方法

◇簡易入力システムから取得する場合

①

②

③ ④

⑤

⑥

取得したい書類に を入れます。
（取得日時が“未受領”の場合は
 が入った状態で表示されます）

通知書類取得をクリックします。
通知書類はデスクトップ等に

保存してください。
保存したファイルの開き方⇒P.8

請求年月「令和１年5月」の送信町の請求情報があります。

令和１年5月

請求年月「令和１年5月」の請求情報が送信待ちです。

請求年月「令和１年5月」の印刷できる請求情報があります。

令和１年5月

令和１年5月

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月3日

令和１年5月3日

令和１年5月2日

令和１年5月2日

令和１年5月4日
令和１年5月4日

令和１年5月5日

令和１年5月8日

令和１年5月1日

令和１年5月10日 10:00

令和１年5月5日

令和１年5月8日
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◇取込送信システムから取得する場合

①
② ③

④

⑤

取得したい書類に を入れます。
（取得日時が“未受領”の場合は
 が入った状態で表示されます）

通知書類取得をクリックします。
通知書類はデスクトップ等に

保存してください。
保存したファイルの開き方⇒P.8

令和１年5月10日 10:00

令和１年5月10日 10:00

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月3日

令和１年5月3日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月1日

令和１年5月8日
令和１年5月8日

令和１年5月

6

◇電子請求受付システム（WEBサイト）から取得する

①

②

電子請求受付システム総合窓口（http://www.e-seikyuu.jp/） にアクセス

代理請求（ユーザIDがHD～始まる）の場合も
「障害者総合支援の請求はこちら」から

ログインします。
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処理対象年月（請求年月）
で絞り込むこともできます

③
④

取得ボタンをクリックします。
通知書類はデスクトップ等に保存してください

保存したファイルの開き方⇒P.8

取得したい書類に を入れます。
（取得日時が“未受領”の場合は
 が入った状態で表示されます）

8

◇デスクトップに保存したファイルを開く

請求システムから取得したアイコン（①）をダブルクリックすると
フォルダ（②）がデスクトップ上に作成されます

①

②
フォルダ（②）をダブルクリックします

③

電子請求受付システム（WEBサイト）から
取得した場合は②から進んでください
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エラーコード エラーメッセージ エラー内容 確認ポイント 対応方法

① EG01・EG02 資格：受給者台帳に
サービス提供年月時
点で有効な受給者の
認定情報が登録され
ていません

該当する受給者証番号が
受給者台帳に登録されて
いない

・受給者証番号に誤りが
ないか
・市町村番号に誤りがな
いか

・入力内容が誤ってい
る⇒修正後、再請求
・誤りがない
⇒市町村に確認し再請
求

② EG03・EG07 資格：受給者台帳に
サービス提供年月時
点で有効な受給者の
支給決定情報が登録
されていません

請求明細書のサービスが
受給者台帳に登録されて
いない

・サービスコードに誤り
はないか

・入力内容が誤ってい
る⇒修正後、再請求
・誤りがない
⇒市町村に確認し再請
求

③ EG13 資格：受給者台帳に
サービス提供年月時
点で有効な受給者の
支給決定情報が登録
されていません

請求明細書のサービスが
受給者台帳に登録されて
いるが、支給決定期間が
切れている

・受給者証の支給決定期
間が切れていないか
・他のサービスに切替っ
ていないか
・契約情報に終了した
サービスを載せていない
か（→P.11参照）

・入力内容が誤ってい
る⇒修正後、再請求
・誤りがない
⇒市町村に確認し再請
求

④ PP19 支給量：実績記録票
に該当するサービス
が請求明細書に存在
していません

①実績記録票のみ返戻等
一覧表に出力：明細書の
提出がない
②明細書と実績記録票が
対で返戻等一覧表に出
力：明細書にエラーがあ
るために実績記録票も連
動してエラーになった

①実績記録票と明細書
を併せて再請求
②明細書のエラーを修
正のうえ、実績記録票
と併せて再請求

◆よくあるエラー

２．照会の多いエラーについて

10

エラーコード エラーメッセージ エラー内容 確認ポイント 対応方法

⑤ EC05 該当の請求情報は既
に受付済、または請
求情報内で重複する
情報が存在していま
す

契約情報に同じサービス
が２行以上記載されてい
る

契約内容報告書（確認リ
スト）に同じサービスが
複数記載されていないか
（→P.11参照）

最新の契約情報だけ記
載し、再請求。
（月途中で契約支給量
が変更になった場合で
も、契約情報には最新
のものだけを記載しま
す）

⑥ EC09 修正、または取消の
対象となる利用者負
担上限額管理結果票
が存在していません

修正対象となる、過去に
請求された上限額管理結
果票がない

上限額管理結果票の返戻
再請求分について、情報
作成区分を「修正」とし
て提出していないか
（→P.12参照）

情報作成区分を「新
規」で再請求

※返戻等一覧表に関する問い合わせ先※

・エラーコードが「S」「T」で始まる場合：市町村の審査による返戻→該当市町村へ

・上記以外のエラーコード：国保連合会の機械審査による返戻→国保連合会へ

6
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⑤EC05 該当の請求情報は既に受付済、または請求情報内で重複する情報が存在しています

※同じサービスが２行記載さ

れていると「重複エラー」に

なります。

月途中で契約支給量が変更に

なった場合は変更後の契約情

報のみを記載してください。

【契約内容報告書】

「◆よくあるエラー」から③、⑤、⑥について解説します

③EG13 資格：受給者台帳にサービス提供年月時点で有効な受給者の支給決定情報が登録されていません

“身体介護の請求なし”でも
返戻になってしまいます

【契約内容報告書】

【請求明細書】

◎受給者台帳上の支給決定：身体介護決定（H30.3.1～H31.4.30；終了）
家事援助決定（H30.3.1～H31.2.28）

※終了したサービスを契約情報に載せてしまうとエラーになります。
サービス月時点で有効なサービスのみ記載してください。

《令和元年５月提供分》

平成30年3月1日

平成30年3月1日

12

⑥EC09 修正、または取消の対象となる利用者負担上限額管理結果票が存在していません

例）コクホタロウ（ハナコ） H31年4月利用分 上限額管理結果票

令和元年５月受付分にて返戻 → 令和元年6月再請求 ⇒ EC09で返戻

【令和元年６月に再請求した上限額管理結果票】

情報作成区分が修正のため
EC09エラーに。
※返戻分の上限額管理結果票を

再請求する場合は
情報作成区分を新規のまま
提出してください。

最初の請求が
返戻になっている

平成 31年 4月分

7



当
月
請
求
分

請求期間内
（１～１０日）

・送信済データを取下げてから
修正データを送信してください。

・事業所のパソコンから取下げ可能です。
・取下げ方法には2種類あります。

⇒P.14「〔１〕請求期間内の取下げ」へ

請求期間外
（１１日～月末）

国保連合会または市町村にご相談ください。

前月までの請求分
（返戻になっていないもの）

市町村に過誤申立を行ってください。
⇒P.19「〔２〕過誤申立（取下げ依頼）について」へ

３．送信済データの取下げについて

○請求データ送信後、誤り等に気付き、修正したデータを送信したい場合、
送信済データの取下げを行う必要があります。

13

○送信済データの取下げは、時期によって対応方法が異なります。
対応方法については下記のとおりです。

14

事
業
所

Ａ

1回目

Ａ’

2回目

返戻

連
合
会

電子請求受付システムデータ受付時の仕様について

①同じ「市町村番号・受給者番号・サービス提供月」のデータを２回送信した場合
→１回目に受付（送信）したデータを正当データとして扱い、当該データにて審査・支払を行います。
→２回目に受付（送信）したデータは重複請求で返戻（エラーコード：EC01）となります。

※２回目のデータが正当(１回目のデータが誤り)である場合、１回目の送信データを取下げしてください。

②市町村番号・サービス提供月が同じで受給者番号が異なるデータを２回送信した場合
→別データのため、複数回に分けてデータ送信していただいて問題ありません。

※但し、 同一の市町村番号・サービス提供月の請求書が２回送信されるため、２回目送信の請求書のみが
重複請求で返戻となります。こちらに関しては、再請求する必要はありません。（明細書データに基づ
き審査支払いを行うため。）

③市町村番号・受給者番号が同じでサービス提供月が異なるデータを２回送信した場合
→別データのため、複数回に分けてデータ送信していただいて問題ありません。

〔１〕請求期間内の取下げ

①の場合のフロー図

8



①-１ 簡易入力システムでの取下げ方法

15

②

①

③ ④

⑥

⑤
取下げたい
データを選択

＜請求状況の表示について＞

・取下げボタン押下後→「取下げ依頼中」

・（「取下げ依頼中」が表示されてから約５分後）

最新情報更新ボタン押下→「取下げ済み」

※ 「取下げ依頼中」の状態でもデータ送信可能

①請求システムから取下げを行う場合

請求年月「令和１年5月」の送信町の請求情報があります。

請求年月を
当月にします

令和１年5月

令和１年5月8日
令和１年5月8日

令和１年5月10日

令和１年5月

請求年月「令和１年5月」の請求情報が送信待ちです。

請求年月「令和１年5月」の印刷できる請求情報があります。

①-２ 取込送信システムでの取下げ方法

16

①

② ③

⑤

④
取下げたい
データを選択

＜請求状況の表示について＞

・取下げボタン押下後→「取下げ依頼中」

・（「取下げ依頼中」が表示されてから約５分後）

最新情報更新ボタン押下→「取下げ済み」

※ 「取下げ依頼中」の状態でもデータ送信可能

請求年月を
当月にします 令和１年5月

令和１年5月10日 10:00

令和１年5月8日令和１年5月8日

9
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②電子請求受付システム（WEBサイト）から取下げを行う場合

電子請求受付システム総合窓口（ http://www.e-seikyuu.jp/）にアクセス

①
②

18

③

④

⑤

処理対象年月＝請求年月。

例えば当月が令和元年９月であれば

処理対象年月＝201９/0９の

詳細ボタンを押下します。

取下げたいデータの
取下げボタンを押下

取下げボタンの
ないデータは
取下げできません

2019/09

2019/09

2019/09/05 10:00

2019/09

2019/09

2019/09

10
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①10,000円で
請求

②10,000円支払

③市町村に過誤申立
（何月に過誤をするのか市町村と調整）

④7,000円で
再請求

⑤▲10,000円
取下げデータ

⑥3,000円返金

Ｎ年6月

Ｎ年７月

Ｎ年８月

Ｎ年９月

Ｎ年1０月

請求誤り
発覚

事業所 国保連合会 市町村受付月

例） A事業所のＮ年5月サービス分にかかる過誤の流れ

Ｎ年９月請求に、
再請求分以外の請求（Ｎ年８月サービス分等）
があれば、全体の金額から取下げ分を差し引き
します。

○支払済の請求データ、あるいは支払予定の請求データを取下げる場合は「過誤」という処理になります。

※下記例のように現在、請求・審査・支払処理は、明細書データ単位で処理がされます。
市町村への過誤申立により、過去の明細書データに対し減額分のみが調整されることにはなりませんので、
必ず修正データを再請求する必要があります。

〔２〕過誤申立（取下げ依頼）について

◆過誤についての注意点

②利用者負担上限額管理結果票は 過誤申立をしても取下げされません。

①過誤申立データの送信時期について必ず市町村と調整を取ってください。

過誤申立の際には、「何月に連合会へ過誤申立データの送信をするのか」市町村へ確認していただき、
該当月の１～１０日に当月請求分と過誤申立分を送信してください。

※過誤申立を行ったデータの再請求がない場合
当月請求分のみの金額から過去、支払済の金額を取下げし相殺するため、事業所への支払額が大幅に少な
くなる可能性があります。

※事業所への支払金額より過誤金額が上回った場合
請求月翌月、事業所より国保連合会へマイナス分の金額を振込みしていただくことになります。
振込方法等については、国保連合会よりご連絡します。

利用者負担上限額管理結果票を修正する場合は、「情報作成区分」を「修正」としてデータ作成し請求して
ください。

※上限額管理事業所が他事業所で、自事業所の利用者負担額が変更となる場合は、上限額管理事業所より当
該結果票を送信していただく必要があります。

▼簡易入力システム・利用者負担上限額管理結果入力画面

20
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４．「請求事務ハンドブック」の掲載について

○サービス提供事業所等向けパンフレット（小冊子）「請求事務ハンドブック」が
電子請求受付システム（WEBサイト）の「お知らせ一覧」に掲載されています。

電子請求受付システム総合窓口 障害者総合支援の請求はこちら お知らせ一覧
 2019/04/26 請求時にご活用いただける「請求事務ハンドブック」の改版について

掲載場所

請求情報の作成や
上限額管理、よくある質問などが

記載された約30ページの小冊子です

22

５．「請求関連資料」の掲載について

○本年度より電子請求受付システムのトップメニューに「請求関連資料」が追加されました。
この機能を活用することで、請求事務に必要となる資料を参照することができます。

電子請求受付システム総合窓口（ http://www.e-seikyuu.jp/）にアクセス

①
②
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「ファイルまたはリンク」欄にあ
る資料のリンクをクリックするこ
とで参照できます。

該当サービスをクリックすると
右図が出てきます。

サービスごとに報酬算定構造や
サービスコード表等を参照するこ
とができます。

24

「請求関連資料」からお勧め資料をご案内します。

○サービス実績記録票記載例

「サービス実績記録票記載例」のリンクを
クリックすると右図のように各サービスの
実績記録票記載例が参照できます。
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○サービスコード表

該当サービスをクリックすると
右図が出てきます。

26

「サービスコード表【ＰＤＦ】」のリンク
をクリックすると右図のように各サービス
のサービスコード表が参照できます。

14
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※「障害福祉サービス費等の請求について」
の掲載場所
本会ホームページトップページ
→介護福祉関係の皆様
→障害福祉サービス事業所向け
→障害福祉サービス費等の請求について

ここでは、お問い合わせの多い「市町村番号一覧表」および「地域区分表」の掲載場所につきまして、
ご案内いたします。

６．「市町村番号一覧表」および「地域区分表」の掲載について

○本会ホームページ「障害福祉サービス費等の請求について」より

当該リンクをクリックする
と右図が参照できます。

28

○電子請求受付システム「お知らせ一覧」より

電子請求受付システム総合窓口（ http://www.e-seikyuu.jp/）にアクセス

①
②

15
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赤枠をクリックすると右図
の画面へ推移します。

30

赤枠をクリックすると右図
が参照できます。
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令和３年度 愛知県障害者施設歯科検診事業について 

 

愛知県福祉局福祉部障害福祉課 
  

17



２障福第２９７８号

令 和 ３ 年 ３ 月 １ 日

各障害福祉関係施設管理者 様

愛知県福祉局福祉部障害福祉課長

（ 公 印 省 略 ）

令和３年度 愛知県障がい者施設歯科健診事業について（ 通知）

日頃は、 本件の障害福祉の向上にご協力いただき、 御礼申し上げます。

このたび障害児・ 者施設の利用者の方々 の歯科健診等を下記のとおり行うことと

なりました。

つきましては歯科健診等の実施を希望される場合は、別添申込書に必要事項を記

入のうえ、令和３ 年４月１４日（ 水） までにファクシミ リで障害福祉課までお申し

込みく ださい。

記

１ 実施者

一般社団法人愛知県歯科医師会

２ 目的

歯科疾患の予防、歯科疾病の早期発見及び歯科健康教育の推進を図り、障害児

者の健康維持に努めること。

３ 対象

（ １） 障害者支援施設及び障害児入所施設の利用者

※ 障害者通所事業所、グループホーム及び障害児通所支援の利用者は対象に含

まれません。

※ 計画段階で受診予定者が少数の場合は近隣の施設と調整のうえ、１０名以上

で申し込んでく ださい。（ 県では調整しません。）。

４ 実施内容

（ １） 歯科健診及び歯科衛生指導（ 個別・ 集団）

（ ２） フッ化物塗布によるむし歯予防

（ ３） 施設職員に対する歯科健康教育講話

５ 実施方法

愛知県歯科医師会が健診スタッフを施設等に派遣し実施する。

６ 実施日時等

（ １） 実施期間 令和３年６月から１２月まで

（ ２） 実施曜日 原則木曜日

（ ３） 日 数 １日

（ ４） 健 診 料 無料

７ 派遣内容等の問い合わせ先

一般社団法人愛知県歯科医師会

電 話 ０５２－９６２－９１０６

メール j i gyo@ai shi . or. j p

担 当 地域生活支援グループ（ 小坂）

電 話 ０５２－９５４－６２９２（ ﾀ゙ ｲﾔﾙｲﾝ）

Ｆ ＡＸ ０５２－９５４－６９２０
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愛知県福祉局福祉部障害福祉課 行 

FAX ０５２-９５４-６９２０ 

 

令和３年度（２０２１年度）愛知県障がい者施設歯科健診事業申込書 

  

令和３年    月     日 

                           施設名 

                           施設長                   印 

下記のとおり、申込みます。 

記 

施 設 名 
 

施設種別 

（必ずご記入下さい） 

 

 

入所施設のみ 

住 所 

〒   － 

 

電話 （     ）    ― FAX （     ）    ― 

施 設 長 名 
 

担 当 者 名 
 

実 施 内 容 

該当する箇所の□に 

 点を入れて下さい 

 

歯科健診対象者 

□身体障がい者 □知的障がい者 □精神障がい者 

  

 

実施希望年月日 

第一希望：令和     年     月     日（   ） 

第二希望：令和     年     月     日（   ） 

第三希望：令和     年     月     日（   ） 

  ※6 月～12 月の間にお願いします。 

受診予定者        人 

職 員 数                        人 （健診対象にはなりません） 

※近隣の施設と調整し 10 名以上での申し込みをする事業所については、歯科健診等の実施

場所となる事業所の情報を記載してください。ただし、受診予定者欄は合計の人数を記載

してください。 

※希望者のみ提出 
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指定障がい福祉サービス事業所等実地指導における 

指摘事項について 

 

豊田市福祉部総務監査課 

 
  

20



令和２年度 指定障がい福祉サービス事業者等の指導監査について 

 

 

１ 指導監査の概要 

（１）目的 

指定障がい福祉サービス事業者等が法令、通知等を遵守し、適正な事業運営を実施している
か否かを明らかにし、当該事業者等の適正かつ円滑な事業運営を確保すること。 

 

（２）対象 

  ア 指定障がい福祉サービス事業者 

  イ 指定障がい者支援施設の設置者 

  ウ 指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者、指定障がい児相談支援事業者 

  エ 指定障がい児通所支援事業者（令和元年度から中核市に権限移譲） 

  オ 指定地域生活支援事業者 

 

（３）実施方法 

区分 実施方法 対象事業所 実施課 

指導 

集団指導 
一定の場所における
講習の方式 

全事業所（年１回程度） 
障がい福祉課 

（総務監査課） 

実地指導 

事業所・施設等におい
て面接、書類確認等に
より実施 

入所施設 概ね 2 年毎 

事業所  概ね３年毎 
総務監査課 

監査 

事業所・施設等におい
て面接、書類確認等に
より実施 

指導の結果監査が必要な場合 

支援内容や給付費の請求内容
が不適切な疑いのある場合 

総務監査課 

（障がい福祉課） 

  ※その他、業務管理体制の確認検査を実地又は書面にて実施することがあります。 
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２ 指定障がい福祉サービス事業者等の実地指導実施状況について 

  今年度は新型コロナウイルス感染症の影響下にありながらも、実地指導に御対応いただきまし
て、誠にありがとうございました。 

サービス種類 事業所数 
（R2.4.1 時点） 

実施数 
（R3.2.28 時点） 実施率（％） 

障
が
い
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
・
児
童
福
祉
法 

居宅介護 ４９ １５ ３０．６％ 

重度訪問介護 ４５ １４ ３１．１％ 

同行援護 １０ ７ ７０．０％ 

行動援護 ３ ０ ０．０％ 

療養介護 ０   

生活介護（基準該当含む） ３１ １１ ３５．５％ 

短期入所（共生型含む） １４ ６ ４２．９％ 

重度障がい者等包括支援 ０   

自立訓練（機能訓練） ０   

自立訓練（生活訓練） ２ １ ５０．０％ 

就労移行支援 １０ ０ ０．０％ 

就労継続支援Ａ型 ８ ４ ５０．０％ 

就労継続支援Ｂ型 ２１ ４ １９．０％ 

就労定着支援 １ 0 0％ 

自立生活援助 ０   

共同生活援助 １６ ７ ４３．８％ 

施設入所支援 ４ ２ ５０．０％ 

地域移行支援 ２ ０ ０．０％ 

地域定着支援 ２ ０ ０．０％ 

計画相談支援 ２７ ７ ２５．９％ 

障がい児相談支援 ２１ ５ ２３．８％ 

児童発達支援 １９ ２ １０．５％ 

放課後等デイサービス ４０ １３ ３２．５％ 

保育所等訪問支援 ２ ０ ０．０％ 

計 ３２７ ９８ ３０．０％ 

 
  

※事業所数は、計上した時点で休止中の事業所を除く 
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サービス種類 事業所数 
（R2.4.1 時点） 

実施数 
（R3.2.28 時点） 実施率（％） 

豊
田
市
地
域
生
活
支
援
事
業 

移動支援 ３６ ７ １９．４％ 

身体障がい児者移動入浴 ４ ０ ０．０％ 

身体障がい児者自立支援 ５ ２ ４０．０％ 

地域活動支援センターⅢ型 ２ １ ５０．０％ 

地域生活支援デイサービス ２０ ７ ３５．０％ 

デイサービス型地域活動支援事業 ３ １ ３３．３％ 

日中短期入所 １７ ５ ２９．４％ 

計 ８７ ２３ ２６．４％ 

 
 
 

３ 実地指導における主な指摘事項一覧      ※令和２年 4 月 令和３年 2 月実施分 

（１）共通事項 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

人員
基準 
 
勤務
体制 

１ 
勤務表について、勤務時間、常勤・非常勤の別、
兼務関係、職務の内容を明らかにしたものを作
成すること。 

事業所として適切な人員配置ができ
ているか自己点検できる形式である
ことが望ましいです。 

2 
勤務表について、月末の営業日に関する勤務時
間も記載すること。 

実際の事業所における勤務体制の管
理においては、当該暦月の全体で管
理する必要があります。体制の届出
とは異なることに注意してくださ
い。 

3 
兼務職員について、それぞれの勤務時間を明確
にすること。（合算が可能な職種を除く） 

異なる職種を兼務する場合は、それ
ぞれの勤務時間を明確にし、基準上
の配置が不足していないか確認して
ください。 
また、常勤換算を行う際も、職種ご
とに計算が必要です。 

4 常勤の生活支援員等を 1 人以上配置すること。 

生活支援員の部分は、サービスごと
に異なります。（世話人、職業指導員、
児童指導員等） 
常勤の定義については、下記４を確
認してください。 

 
 

※事業所数は、計上した時点で休止中の事業所を除く 
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区分 No. 指摘事項の概要 補足 

 5 

常勤換算時に計算する勤務延べ時間数につい
ては、従業者 1 人につき、当該障がい福祉サー
ビス事業所において、常勤の従業者が勤務すべ
き時間数が上限であることに留意すること。 

残業や休日出勤で超過勤務をして常
勤の従業者が勤務すべき時間数を超
えた場合は、超過分の時間数は勤務
延べ時間数に含むことができませ
ん。 

運営 
規程 
 
契約 
書類
等 

6 

運営規程及び重要事項説明書について、実態に
即して修正すること。（従業者の員数、兼務状
況、営業日・営業時間、通常の事業の実施地域
等） 

事業所運営の内容を変更した場合
は、これらの書類の記載内容の見直
しを行ってください。また、運営規
程又は重要事項説明書を修正すると
きは、もう一方の記載内容の修正が
必要か確認してください。 
 
運営規程の記載内容が実態と乖離し
たまま、何年も使用されている事例
が見られます。運営規程については、
１年に１回程度、記載内容が実態と
合っているか確認してください。な
お、変更するときは、豊田市障がい
福祉課への届出をお願いします。 

7 
運営規程に定める利用料金について、実態に即
して修正すること。 

8 重要事項説明書と運営規程の整合を図ること。 

9 
提供するサービスの第三者評価の実施状況に
ついて、利用者等に文書を交付して説明を行
い、同意を得ること。 

最も指摘事項として多い内容です。
第三者評価を実施していない場合
は、実施していない旨を記載します。
実施している場合は、直近の実施日、
実施した評価機関、評価結果の開示
状況を記載する必要があります。 

10 
事故発生時の対応について、重要事項説明書に
記載する等、利用者に対し文書を交付して説明
を行い、同意を得ること。 

事故発生時の対応については、文書
の交付による説明が必要なため、利
用者に渡す重要事項説明書や契約書
等に記載しておくことが望ましいで
す。 
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区分 No. 指摘事項の概要 補足 

運営 
規程 
 
契約 
書類
等 

11 
個人情報利用に関する同意について、利用者家
族の個人情報を他事業者と共有する必要があ
る場合は、利用者家族からも同意を得ること。 

事前の同意なく利用者家族の個人情
報を使用すると、連携先から利用者
家族へ連絡する必要が生じた際に、
家族側からは知らない事業所から連
絡を受けることになるため、トラブ
ルになるおそれがあります。 
事前に利用者家族に説明し、同意を
得てから個人情報を使用してくださ
い。 

12 
広告に記載されている営業時間について、現在
の営業時間に合わせて修正すること。 

運営規程や重要事項説明書を修正し
た際は、パンフレット等の広告の記
載内容も確認してください。 

個別 
支援 
計画 

13 

個別支援計画について、利用者（又は保護者及
び障がい児）に対して説明し、文書により同意
を得、利用者等（保護者等）へ交付しなければ
ならないことに留意すること。 

サービス提供の根拠となる個別支援
計画については、必ずその内容を利
用者（又はその家族）に説明してく
ださい。 

14 
指導・訓練等を実施する際にその内容が個別支
援計画に位置付けられていない事例が見受け
られたため、位置付けるよう留意すること。 

個別支援計画にはサービス提供の内
容を位置付ける必要があります。 
サービス提供の内容に変更の必要が
生じた際には、新しい計画に必要な
記載内容の漏れがないように注意し
てください。 15 

個別支援計画について、実施状況の把握をした
内容に応じて、計画の更新を行うことに留意す
ること。 

その
他の 
運営
基準 

16 

定員を超過して利用者の受入を行っている日
が見られたため、適正な受入数とすること。（新
型コロナウイルス感染症の影響による受入数
の増加は除く） 

事業所の設定した定員を超えて受け
入れることは、サービスの質の低下
を招くおそれがあることから、原則
として、認められていません。 
例外的に、適切なサービス提供が確
保されていることを前提として、や
むを得ない事情がある場合におい
て、一定の範囲内で認められること
になります。 

 
 
 
 

25



 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

その
他の 
運営
基準 

17 
職員及び職員であった者が、正当な理由なく業
務上知り得た秘密を漏らすことがないように
必要な措置を講じること。 

守秘義務の遵守のため、事業所とし
て対応してください。また、退職後
の守秘義務についても何らかの形で
位置付けが必要です。 
（例）入職時や退職時に守秘義務に
係る誓約書を作成する。 

18 

法定代理受領により、市から給付費の支給を受
けた場合は、支給決定障がい者又は通所給付決
定保護者に対し、当該費用の額を通知するこ
と。 

請求の内容について確認を受けるこ
とに加えて、請求した給付費が適正
に支給されたことについて利用者又
は保護者に通知する必要がありま
す。 
通知の方法は任意です。 
なお、実際に適正な支給を受けたこ
とを通知する趣旨のため、事業所と
して支給が確認できた日以降に通知
を行ってください。 

19 
市への報告を要する事故について、報告の漏れ
がある事例が見られたため、適切に対応するこ
と。 

報告を要する事故の種類について
は、市ホームページに掲載している
「障がい福祉サービス事業者等にお
ける事故発生時の報告の取扱い」を
確認してください。 

20 
工賃の支払いについて、実際の支給額と書類上
の支給額が異なるケースが見られたため、適切
に計算を行うこと。 

生活介護や就労系サービスにおいて
工賃の支払いを行う際は、その金額
の根拠を整理した上で、適正に計上
するよう注意してください。 

報酬 

21 
欠席時対応加算について、相談援助の内容（引
き続きサービスの利用を促す等）を記録するこ
と。 

欠席時対応加算の記録様式は任意で
すが、欠席の連絡を受けた日、利用
者（障がい児）の状況、相談援助の
内容を記録する必要があります。 

22 

福祉専門職員配置等加算Ⅰについて、直接処遇
職員として常勤で配置される従業者のうち、社
会福祉士等の該当する資格を有する従業者の
割合が 100 分の 35 以上とすること。 

サービス種別ごとに対象の職種が異
なるのでご注意ください。 
職員配置を変更した場合に、一定の
割合が確保できているか確認してく
ださい。 
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区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 23 

福祉専門職員配置等加算Ⅲについて、職業指導
員等として配置されている従業者のうち常勤
者の割合が 100 分の 75 以上又は、職業指導員
等として常勤で配置されている従業者のうち 3
年以上従事している者の割合が 100 分の 30 以
上とすること。 

サービス種別ごとに対象の職種が異
なるのでご注意ください。 
職員配置を変更した場合に、一定の
割合が確保できているか確認してく
ださい。 

 

 

（２）居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

個別
支援
計画 

1 

個別支援計画について、目標を達成するための
具体的なサービス内容、担当する従業者の氏名
及び資格種別、所要時間について記載するこ
と。 

資格種別の記載は居宅介護のみ該当
します。従業者の資格種別に応じて、
提供するサービス内容に対し、報酬
の単位数が変化します。事前に計画
へ位置付け、利用者へ説明する必要
があります。 

その
他の
運営
基準 

2 
サービス提供記録には、実際にサービス提供に
要した時間を記録すること。 

訪問の内容を記録する際には、実際
のサービス提供時間を記載してくだ
さい。 
実際のサービス提供に要する時間
が、個別支援計画と乖離する状態が
続くようであれば、サービス内容の
見直しを検討することになります。 

報酬 3 
緊急時対応加算について、利用者又は家族から
要請を受けた時間を記録すること。 

緊急時対応加算は、通常サービス提
供が予定されていない時間帯に、利
用者又は家族の要請に応じて、緊急
のサービス提供を行ったことを評価
する加算です。 
要請を受けた時間は、加算の算定の
根拠となる情報です。また、いつ要
請を受けたのかについては、後で初
動対応の検証を行う際に必要な情報
であるため、確実に記録をしてくだ
さい。 
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区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 4 
事業所の所在する建物と同一建物に居住する
利用者への居宅介護等の提供については、同一
建物減算の対象となることに留意すること。 

同じ建物の中に居住する利用者につ
いては、異なる建物に居住する利用
者に比べて、訪問にかかる負担が少
ないことを考慮した減算制度です。 
グループホームや有料老人ホームに
併設の事業所は、入居者にサービス
提供を行う際に適用があるので注意
してください。 

 

 

（３）生活介護 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 1 
常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）について、常勤
換算方法で２以上配置しなければならないこ
とに留意すること。 

看護職員の方が他の職種と兼務して
いる場合は、それぞれ勤務時間を区
別しなければばらないことに注意し
てください。 

 

 

（４）短期入所 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 1 
短期利用加算について、サービス利用開始時か
ら１年間につき３０日を限度として算定する
ことに留意すること。 

平成２９年度報酬改定から、短期利
用加算には年間３０日という上限が
設定されています。 
なお、起算日については、その利用
者が利用を開始した日とし、加算の
算定日数は１年ごとに更新されま
す。 

 

 

（５）自立訓練（生活訓練） 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 1 
自主訓練（生活訓練）計画について、少なくと
も 3 月に 1 回以上計画を見直して実施するこ
と。 

自立訓練（生活訓練）は期間を定め
て実施するサービスであることか
ら、他のサービスと比較して計画の
見直しの間隔が短いことに注意して
ください。 
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（６）共同生活援助 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

人員
基準 
 
勤務
体制 

1 
世話人及び生活支援員について、それぞれの人
員配置基準を満たしていることについて確認
すること。 

世話人と生活支援員でそれぞれ配置
基準が設けられています。実際の職
務内容を区分した上で、勤務時間を
管理してください。 

個別
支援
計画 

2 

共同生活援助サービス費Ⅳを算定する体験的
な入居を行う利用者について、継続的な利用に
移行するための課題、目標、体験期間及び留意
事項を共同生活援助計画に位置付けて体験的
な入居を実施することに留意すること。 

体験入居期間であれば、体験入居の
ための内容を位置付けた個別支援計
画を作成する必要があります。 

報酬 

3 

夜間支援等体制加算（Ⅰ）について、一部の利
用者の夜間支援の内容について共同生活援助
計画への位置づけのないケースが見られたた
め留意すること。 

夜間支援の内容も、他の時間帯のサ
ービス提供の内容と同様に、利用者
ごとに個別支援計画に位置付けが必
要です。 

4 

入院時支援特別加算について、共同生活援助事
業所と同一敷地内に併設する病院又は診療所
への入院は加算の対象とならないことに留意
すること。 

⾧期間の入院が必要な利用者につい
て、入院中の日常生活上の支援及び
退院後の円滑な生活移行のための連
絡調整を実施したことを評価する加
算です。 
同一敷地内に併設されている場合、
元々の利用者の日常生活の拠点とほ
とんど同じ場所に入院先が位置する
ことになるため、当該加算の対象外
とされています。 

5 
⾧期入院時支援特別加算について、特段の事情
により病院等を訪問して支援を実施できなか
った場合は、その事情の内容を記録すること。 

訪問して支援を実施した場合は、支
援内容の記録を実施しますが、利用
者の事情により訪問ができなかった
場合においても、利用者の状況に関
する情報として、その事情を記録し
ておく必要があります。 

6 
医療連携体制加算Ⅴについて、重度化した場合
の対応に係る指針について、実態に合わせて修
正すること。 

医療連携体制に関する事業運用の見
直しを行った際は、指針の記載内容
を変更する必要がないか確認してく
ださい。 
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（７）施設入所支援 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 1 
入院・外泊時加算Ⅰについて、算定の誤りが見
受けられたので、自主点検のうえ適切に対応す
ること。 

入院・外泊の初日と最終日は算定し
ないことに注意してください。また、
入院・外泊の翌日から８日を超える
と、加算Ⅱの算定となることに注意
してください。 

 

 

（８）児童発達支援、放課後等デイサービス 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

人員
基準 
 
勤務
体制 

1 
人員について、サービス提供時間帯を通じて児
童指導員又は障がい福祉サービス経験者を 2以
上配置すること。 

営業日ごとに必要数の配置が必要で
す。詳細は「放課後等デイサービス
の人員基準について」を確認してく
ださい。 
※令和３年４月１日より配置基準の
改正があります。 

報酬 

2 
家庭連携加算、事業所内相談支援加算を算定す
る際は、あらかじめ通所支援計画に位置付け、
保護者の同意を得ること。 

いずれも支援内容として計画へ位置
付け、保護者の同意を得ておく必要
があります。 
その他の加算についても、同意が必
要なものがあるので、注意してくだ
さい。（食事提供体制加算等） 

3 
関係機関連携加算について、通所支援計画に関
係機関との連携の具体的な方法等を記載する
こと。 

保育所、小学校等の関係機関との連
携体制の構築及び支援方法等の共有
を趣旨とする加算です。 
なお、障がい児相談支援事業所や、
他の障がい児通所支援事業所との連
携は、サービス提供の中で事業所が
努めるべき事項として指定基準に位
置付けがあり、関係機関連携加算の
対象外です。 
 
関係機関との連絡調整を踏まえ、連
携の具体的な方法を記載する必要が
あります。 

4 
関係機関連携加算（Ⅰ）は、障がい児が通う保
育所や小学校等と連携した場合にのみ算定で
きることに留意すること。 
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（９）計画相談支援、障がい児相談支援 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

計画 

1 
サービス等利用計画について、各事業所からの
意見を記録すること。 

計画相談支援及び障がい児相談支援
においては、これらの記録の保存が
義務付けられています。計画の根拠
になる内容のため、適切に保存して
ください。 
なお、記録の保存については、紙面
に限らず、電子媒体でも可能ですが、
⾧期保存が可能な方法で実施してく
ださい。 

2 
アセスメント及びサービス担当者会議につい
て、実施した内容の記録を行い、５年間保存す
ること。 

その
他の
運営
基準 

3 
相談支援専門員の有する資格及び経験年数を
掲示すること。 

利用申込者のサービスの選択に資す
ると認められる重要事項として、事
業所内で閲覧できるように備えてお
く必要があります。 

報酬 

4 

入院時情報連携加算について、情報提供を行っ
た日時、場所、内容、提供手段（面談や FAX 等）
の記録を作成し、5 年間保存することに留意す
ること。 

いずれの加算も情報提供の実施につ
いて「いつ、どこで、何を、どのよ
うに」という観点で記録を行います。 
このうち、特に情報提供の手段の記
録が漏れる事例が多くみられますの
で注意してください。 5 

居宅介護支援事業所等連携加算について、情報
提供の手段（面談、電話、FAX 等）も記録する
ことに留意すること。 

 

 

（１０）地域生活支援事業 

区分 No. 指摘事項の概要 補足 

報酬 1 
食事給付について、対象となる利用者の支援計
画において、食事の提供の位置付けを行うこと
に留意すること。 

生活介護等の法定サービスの食事提
供体制加算と同様の趣旨です。 
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４ 特に注意すべき点 

（１）【共通】指定基準上「常勤」とされる職員とは、ある指定障がい福祉サービス事業所等におけ
る勤務時間数が、当該事業所における常勤の職員が勤務すべき時間数に達している職員（時
短勤務の例外あり）を指します。次の点についてご注意ください。 

   ・常勤、非常勤の区分は事業所ごとに判断する。 

・雇用契約上の呼称にかかわらず、その職員の勤務時間数が何時間であるかで判断する。  

   ・併設事業所において同時並行的に行われることが差し支えない職務の場合、それぞれの事
業における勤務時間数を合計して判断する。 

   ・常勤の職員が勤務すべき時間数は、当該事業所における労働条件（勤務時間数、休日数等）
により設定する。 

 

   （例）A 事業所 常勤職員の勤務時間数 １日８時間、週４０時間 

      B 事業所 常勤職員の勤務時間数 １日７時間、週３５時間 

      いずれも土曜日、日曜日が休業日とする。 

      ※この例では１週間分を表記していますが、実際は加算の算定や人員欠如減算の関係
から、１か月（暦月）ごとに考えます。 

 

   ＜A と B の業務が併設かつ同時並行的な場合＞ 
職員 勤務先 月 火 水 木 金 土 日 合計 区分 

① A のみ ８ ８ ８ ８ ８   ４０ A について常勤専従 

② A のみ ７ ７ ７ ７ ７   ３５ A について非常勤専従 

③ B のみ ７ ７ ７ ７ ７   ３５ B について常勤専従 

④ B のみ ５ ５ ５ ５ ５   ２５ B について非常勤専従 

⑤ 
A ４ ４ ４ ４ ４   ２０ A について常勤兼務 
B ４ ４ ４ ４ ４   ２０ B について常勤兼務 

⑥ 
A ３ ３ ３ ３ ３   １５ A について非常勤兼務 
B ３ ３ ３ ３ ３   １５ B について非常勤兼務 

⑦ 
A ３ ３ ３ ３ ３   １５ A について非常勤兼務 

B ４ ４ ４ ４ ４   ２０ B について常勤兼務 
・職員⑤について、合計の勤務時間数が４０時間のため、A と B のいずれの事業所において

も常勤要件を満たす。 
・職員⑥について、合計の勤務時間数が３０時間のため、A と B のいずれの事業所において

も常勤要件を満たさない。 
・職員⑦について、合計の勤務時間数が３５時間のため、A 事業所においては常勤要件を満

たさないが、B 事業所においては常勤要件を満たす。 
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   ＜A と B の業務が併設かつ同時並行的でない場合＞ 
職員 勤務先 月 火 水 木 金 土 日 合計 区分 

① A のみ ８ ８ ８ ８ ８   ４０ A について常勤専従 

② A のみ ７ ７ ７ ７ ７   ３５ A について非常勤専従 

③ B のみ ７ ７ ７ ７ ７   ３５ B について常勤専従 

④ B のみ ５ ５ ５ ５ ５   ２５ B について非常勤専従 

⑤ 
A ４ ４ ４ ４ ４   ２０ A について非常勤専従 
B ４ ４ ４ ４ ４   ２０ B について非常勤専従 

   ・職員⑤について、A と B の勤務時間は別々に管理することになり、A と B のいずれの事業
所においても常勤要件を満たさない。また、同時並行的な業務でない以上、一方の事業所
の勤務中にもう一方の業務を行うことはないため、それぞれ非常勤専従職員として扱う。 

 

（２）【共通】個別支援計画の作成・更新が適切にされていない事例が複数見られました。個別支援
計画未作成減算に該当する場合がありますので、必ず個別支援計画を作成した上でサービス
提供を行うようにしてください。 

 

（３）【共通】作成した個別支援計画については、利用者等（保護者等）への説明、同意の取得及び
利用者等への交付が必要です。利用者等への説明がないままサービス提供がされている事例
が見られました。こちらも個別支援計画未作成減算に該当する場合がありますので、必ず説
明を行い、同意を得るようにしてください。 

   説明及び同意の取得方法については、対面での口頭説明以外の方法（電話や書面の郵送等）
でも可能ですが、事業所として説明を行い、同意を得たことがわかるよう記録してください。  

   なお、書面の郵送で説明等の手続きをした際に、計画を１部しか送付しておらず、同意の署
名後に利用者等が控えを取得せずに事業所に返送してしまうことで、結果的に利用者等への
計画の交付がされなかった事例が複数見られましたので、注意してください。 
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指定放課後等デイサービスに関する留意事項について 

 

豊田市福祉部総務監査課 
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指定放課後等デイサービスに関する留意事項について 
（主として重症心身障がい児を通わせる事業所を除く） 

 
 
※根拠法令等の記載方法について 

名称 略称の記載 
児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関
する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号） 

指定通所支援基準 

 
１ はじめに 
  令和３年４月１日施行の指定基準改正を踏まえ、人員基準を中心に、改めて当市における省令

の解釈を整理するものです。令和３年度以降の事業運営の参考としてください。 
   
 
２ 直接処遇職員（児童指導員等）の人員基準について 
（１）児童指導員等の配置について 
   指定通所支援基準第６６条第１項第１号中、「指定放課後等デイサービスの単位ごとに（①）

その提供を行う時間帯を通じて（②）」の解釈については、次のとおりとなります。 
 
   ①ある営業日の１つの単位（午前・午後で２単位に分かれている場合は、それぞれの単位）ご

とに、②サービス提供時間中、常時配置されていること。 
 
 
（２）営業日ごとに置く従業者の数について 

指定通所支援基準第６６条第１項第１号、第２項から第３項（令和３年度改正前は第２項）よ
り、児童指導員、保育士、看護職員、機能訓練担当職員（※）の合計数を障がい児の数に応じて
必要な数を配置しなければなりません。 

※令和３年３月３１日時点で指定を受けている事業所は、令和５年３月３１日までは、障がい
福祉サービス経験者も配置可能な従業者に含まれます。 

 
   基準に定める「障がい児の数」とは、単位ごとの実利用人数をいいます。 

また、「合計数」とは、その時間帯に配置されていた実人数をいいます。 
   （例）サービス提供時間 14 00 18 00、その日の利用人数が１０人の場合、サービス提

供時間の 4 時間は常に 2 人以上が勤務していなければなりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【指定通所支援基準抜粋（令和３年４月１日施行の内容。以下同じ）】 
第６６条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放課後等デイサービス事業 
者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定放課後等デイサービス事業所」という。）に 
置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 
一 児童指導員又は保育士（略） 指定放課後等デイサービスの単位ごとにその提供を行う時間
帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に当たる児童指導員又は保育士の合計数
が、イ又はロに掲げる障害児の数の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める数以上 
 イ 障害児の数が１０までのもの ２以上 

ロ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超えて５又はその端数を増
すごとに１を加えて得た数以上 
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（３）常勤職員の配置について 
   指定通所支援基準第６６条第６項（令和３年度改正前は第５項）より、上記（１）（２）の職

員のうち、1 人以上は常勤の者である必要があります。 
   ※1 各週における営業日が、常勤職員の出勤日数を上回る事業所の場合 
     原則として営業日ごとに常勤職員の配置が必要ですが、常勤職員の出勤日数を上回る営

業日については、非常勤職員のみで必要な数を配置することが可能です。 
 
   ※2 常勤職員の出張・休暇等の取り扱いについて 
     常勤職員の暦月で 1 か月を超えない出張・休暇等については、常勤職員として勤務のあ

ったものとして常勤換算の勤務延べ時間数に含むことができますが、その日の配置されて
いた実人数の中には含むことができません。当該営業日については、他の職員（非常勤職員
も可）で必要な数を配置することが可能です。 

     
   なお、※1、※2 のいずれの場合においても、サービス提供時間中に配置すべき職員の人数は

変わらないことに注意が必要です。 
 
 
 
 
 
 
（４）児童指導員又は保育士の割合について 
   指定通所支援基準第６６条第７項（令和３年度改正前は第６項）より、上記（２）の合計数の

うち、半数以上は児童指導員又は保育士とする必要があります。 
   あくまで（２）の合計数の半数であるため、その営業日の職員全体の半数ではありません。 
   

 （例）・利用人数１０人までの場合 
     サービス提供時間を通じて必要な配置数 2 人  

→ このうち最低でも児童指導員又は保育士が 1 人必要 
     ・利用人数１２人の場合 
      サービス提供時間を通じて必要な配置数 3 人  

→ このうち最低でも児童指導員又は保育士が 2 人必要 
 

 
 
 
 
 
（５）配置の例 
   （１） （４）を踏まえ、基本報酬の算定に必要な児童指導員等の配置について、以下の条件

に基づき、配置の例を記載します。 
   （例）次の条件の場合 
   ・常勤職員の勤務時間数 週４０時間（１日あたり８時間） 
   ・サービス提供日    月 土曜日（日曜日は休業） 
               以下の例では、祝日はないものとします。 
   ・サービス提供時間   授業終了後 14 00 18 00 学校休業日 12 00 18 00 
   ・職員の状況      直接処遇職員として 4 人を雇用 

参照 指定通所支援基準第 66 条第６項 
「第１項第１号の児童指導員又は保育士のうち、一人以上は、常勤でなければならない。」 
その他、平成１９年１２月１９日付厚生労働省 Q＆A 問 6 参照 

参照 指定通所支援基準第６６条第７項 
「第３項の規定により機能訓練担当職員等の数を含める場合における第１項第１号の児童指導員又
は保育士の合計数の半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならない。」 
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  以下、単位数の記載のない数字は、職員の勤務時間数を示しています。 
 

パターン① 適正な配置（通常） 
 月 火 水 木 金 土 日 

利用人数 １０人 １２人 １０人 １０人 １０人 １０人 ０人 
必要配置数 ２人 ３人 ２人 ２人 ２人 ２人 ０人 

児童指導員 A 常勤 ８ ８ ８ ８ ８  休業日 
保育士 B 非常勤  ６  ６  ６ 休業日 
児童指導員 C 非常勤 ６  ６   ６ 休業日 
保育士 D 非常勤  ４   ４ ４ 休業日 

基準の適合 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
※いずれの営業日も、休憩を取得する場合は、サービス提供時間外に取得するか、他の職員との

交代が必要。休憩は労働基準法の定め及び各事業所の労働条件に従って取得。 
※営業日が週６日であるため、常勤職員の配置がない日を月 土曜日までのいずれかで設定が

可能だが、非常勤職員で配置を満たす必要がある。この事例では土曜日について、非常勤職員
の交代勤務制で対応している。 

  ※なお、定員が１０名の事業所の場合は、火曜日について定員超過の状態であるため、定員を超
過した受け入れに正当な理由がない場合は、運営基準違反となる。 

 
 
  パターン② 適正な配置（非常勤職員の交代あり、常勤職員の有給取得あり） 

 月 火 水 木 金 土 日 
利用人数 １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 ０人 

必要配置数 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ０人 
児童指導員 A 常勤 ８ 有 ８ ８ ８  休業日 
保育士 B 非常勤  ６ １ ２  ６ 休業日 
児童指導員 C 非常勤 ６  ３   ６ 休業日 
保育士 D 非常勤  ４  ２ ４ ４ 休業日 

基準の適合 ○ ○ ○ ○ ○ ○  
  ※火曜日について、B と D の 2 人がサービス提供時間を通じて配置されている。 

水曜日は B と C が、木曜日は B と D が、サービス提供時間中に勤務時間の重複なく配置され
ている場合（交代勤務の場合）に適切な配置となる。 

 
 

パターン③ 配置数が不足している（人数が不足。上記（２）に反する状態） 
 月 火 水 木 金 土 日 

利用人数 １０人 １２人 １０人 １０人 １０人 １０人 0 人 
必要配置数 ２人 ３人 ２人 ２人 ２人 ２人 0 人 

児童指導員 A 常勤 ８ ８ ８ ８ ８  休業日 
保育士 B 非常勤  ６  ２  ６ 休業日 
児童指導員 C 非常勤 ６  ６   ６ 休業日 
保育士 D 非常勤     ４ ４ 休業日 

基準の適合 ○ × ○ × ○ ○  
  ※火曜日について、配置数が１人不足している。 

木曜日について、B の退勤後、残り時間の配置で１人不足している。 
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パターン④ 配置数が不足している（代替職員がいない。上記（２）に反する状態） 
 月 火 水 木 金 土 日 

利用人数 １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 ０人 
必要配置数 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ０人 

児童指導員 A 常勤 ８ 有 ８ ８ ８  休業日 
保育士 B 非常勤  ６ １ ２  6.5 休業日 
児童指導員 C 非常勤 ６  ３   ６ 休業日 
保育士 D 非常勤    ２ ４  休業日 

基準の適合 ○ × ○ ○ ○ △  
  ※火曜日について、実人数としては、事業所内にいる B のみであり、1 人不足している。 
   土曜日について、３人目の職員がいない。B と C のいずれかが送迎等を行う場合等は、勤務

時間が６時間を超える。労働基準法において、６時間を超える労働時間の場合は、勤務の途中
で休憩を取得させる必要があるが、休憩を取得のための交代要員がいない。 

 
 

パターン⑤ 児童指導員又は保育士の割合が不足（上記（４）に反する状態） 
 月 火 水 木 金 土 日 

利用人数 １０人 １０人 １０人 １０人 １２人 １０人 ０人 
必要配置数 ２人 ２人 ２人 ２人 ３人 ２人 ０人 

児童指導員 A 常勤 ８ ８ ８ 有 ８  休業日 
保育士 B 非常勤  ６ ６   ６ 休業日 
機能訓練 C 非常勤 ６   ６ ６ ６ 休業日 
機能訓練 D 非常勤    ４ ４ ４ 休業日 

基準の適合 ○ ○ ○ × × ○  
  ※木曜日について、機能訓練担当職員のみの配置となっている。 
   金曜日について、3 人の配置数のうち、児童指導員が 1 人のみであり、半数に達していない。 
 
 

パターン⑥ 常勤職員がいない（上記（３）に反する状態） 
 月 火 水 木 金 土 日 

利用人数 １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 ０人 
必要配置数 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ０人 

児童指導員 A 非常勤 8  6  6  休業日 
保育士 B 非常勤  6  6  6 休業日 
児童指導員 C 非常勤 6  6   6 休業日 
保育士 D 非常勤    4 4 4 休業日 

基準の適合 × × × × × ×  
  ※A D のいずれも非常勤職員 
   常勤・非常勤の区別方法は「令和２年度 指定障がい福祉サービス事業者等の指導監査につ

いて」を確認してください。 
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３ 人員基準と各種加配加算の関係について 
 
  ※根拠法令等の記載方法について 

名称 略称の記載 
児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用
の額の算定に関する基準（平成 24 年厚生労働省告示第 122 号） 

指定通所支援算定基準 

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用
の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成 24 年 3 月 30 日障発 0330 第 16 号） 

指定通所支援留意事項 

 
 
（１）職員の加配の考え方について 
   指定通所支援算定基準又は指定通所支援留意事項の中に、「放課後等デイサービス給付費の算

定に必要となる従業者の員数に加え」という表記があるものは、加算要件に該当する職員を加
配することによって算定できる加算です。 

   「放課後等デイサービス給付費の算定に必要となる従業者の員数（①）に加え（②）」の解釈
については、次のとおりです。 

 
①指定通所支援基準第６６条に規定された児童指導員、保育士、看護職員、機能訓練担当職員

の合計数（上記２（１） （４）を参照）に上乗せで、②加配分の職員が配置されていること。 
 
  したがって、①基本報酬の算定に必要な職員と②加算に応じた加配職員の勤務時間を区別する

必要があります。 
  ②が常勤換算での配置を要件とする場合、①は日ごとに、人数を基礎とした管理（上記２（１）

及び（２）を参照）であることに対し、②は月の勤務時間数を基礎とした管理となることから、通
常の職員配置とは別の計算を行うことになります。 

 
 
（２）加配分の勤務時間数に係る計算方法 
   ある営業日において、職種ごとに以下のア、イの時間数を計算します。これを当月の全営業日

分算出し、合計した数が加配分の勤務時間数となります。 
 
   ア ①に属する職員の勤務時間数のうち、加配分として計上する時間数 
     ・報酬算定に必要な職員として、最低限配置されなければならない勤務時間数を計算。 

※このとき、常勤の児童指導員又は保育士のうち１名については、そのすべての勤務
時間数を最低限配置されなければならない勤務時間数として数えます。 

※対象者が複数人いる場合は、誰を選択するかは任意です。 
     ・①の職員の勤務時間数から、最低限配置されなければならない勤務時間数を除く。 
 
   イ ②に属する職員の勤務時間数 
     ②の職員の勤務時間数を合計する。 
     ※このとき、②の職員として位置付けていても、当該営業日において①の基本報酬の算

定に必要な職員として配置された場合は、その時間数は計算に含めることができませ
ん。 

 
   各営業日のア＋イの時間数の合計＝加配分の勤務時間数 
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（３）配置の例 
 事業所の条件は上記２（５）と同様とします。 

 月 火 水 木 金 土 日 計 
利用人数 １０人 １２人 １０人 １０人 １０人 １０人 0 人  

必要配置数 ２人 ３人 ２人 ２人 ２人 ２人 0 人  
①基本報酬の算定に必要な配置数  

児童指導員 A 常勤 ８ 
(-8) 

８ 
(-8) 

８ 
(-8) 

８ 
(-8) 

８ 
(-8) 

 休業
日 

４０ 
(-40) 

保育士 B 非常勤  ６ 
(-4) 

６ 
 

６ 
 

６ 
(-4) 

６ 
(-6) 

休業
日 

３０ 
(-14) 

児童指導員 C 非常勤 ４ 
(-4) 

 ４ 
(-4) 

４ 
(-4) 

 ４ 
(-4) 

休業
日 

１６ 
(-16) 

児童指導員 D 非常勤 6     ４ 
(-2) 

休業
日 

１０ 
(-2) 

基準の適合 ○ × ○ ○ ○ ○   
 ①のうち加配分として計上できる時間数（ア） 

保育士  2 ６ ６ ２   １６ 
児童指導員 6     ２  ８ 

   ②上記以外の職員の勤務時間数（イ）  
児童指導員 E 常勤 8 ８ 

(-4) 
 ８ 有 ８ 休業

日 
３２ 
(-4) 

機能訓練 F 非常勤   ４  ４  休業
日 

８ 

児童指導員 ８ ４  ８ ８ ８  ３６ 
機能訓練担当職員   ４  ４   ８ 

              加配分の勤務時間数（ア＋イの時間数） 
保育士  ２ ６ ６ ２   １６ 

児童指導員 １４ 4  ８ ８ １０  ４４ 
機能訓練担当職員   ４  ４   ８ 

※()内に表記の時間数は、勤務時間数のうち基本報酬の算定に必要な配置として除く時間数。 
  
   この例の１週間の加配時間数（ア＋イ）については次のとおり。なお、実際に常勤換算を行う

場合は、１か月（暦月）全体の合計数から計算する必要があります。 
   ア 保育士１６時間、児童指導員８時間  

イ 児童指導員３６時間、機能訓練担当職員８時間 
    ⇒ア＋イ 保育士１６時間、児童指導員４４時間、機能訓練担当職員８時間 
 
   ポイント 

・火曜日について、①の職員のみでは基本報酬の算定に必要な職員数を満たしておらず、②に
属する児童指導員を代わりに配置する必要があるため、児童指導員 E の勤務時間数からサ
ービス提供時間に配置されていた時間数を除く。 

   ・月曜日の児童指導員 C、D 及び水曜日・木曜日の保育士 B、児童指導員 C については、そ
れぞれの営業日について、誰を報酬算定に必要な職員数とするかは任意。 

   ・常勤職員の児童指導員 E について、有給休暇の取得日の勤務時間数を加配分の勤務時間数
に算入できる。 
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社会福祉法人・施設の指導監査における指摘事項について 

 

豊田市福祉部総務監査課 
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令和２年度 社会福祉法人・施設の指導監査における指摘事項について 
 

１ 監査実施状況 
社会福祉法人 １７法人中５法人 
社会福祉施設 ６７施設中６７施設（老人福祉２９施設、児童福祉３４施設、障がい福祉 4 施設） 

 

２ 指摘件数と主な指摘事項 
  社会福祉法人・施設監査において指摘した事項のうち、障がい福祉事業所にも関連がある

事項は以下の通りです。「補足」には関連する条文や関係機関への届出について記載をして
います。事業所運営において参考にしてください。 

※□は自己点検時にご活用ください。 
①社会福祉法人運営 

件数 内 容 補 足   
４件 理事・監事及び評議員の選任手続きにおいて、暴力団等の反

社会的勢力に属する者でないこと、決議について特別の利害
関係を有する者が加わっていないかを確認すること。 

指摘内容は社会福祉法人
の運営に関することです
が、各事業所においても
法令遵守の上、適切に運
営していただきますよう
お願いいたします。 

□ 

１件 決算関係書類等について、定時評議員会の日の２週間前の日
から備え置くことに留意すること（理事会から評議員会の日
まで中１４日備え置く）。 

□ 

１件 理事会の招集について、１週間前（中７日間）までに招集行
為がされていない事例が見受けられたため、留意すること。 

□ 

②資産管理 
１０件 経理規程に基づき、固定資産の保全状況及び異動状況につい

て現物管理を行い、固定資産管理台帳を作成し、会計責任者
へ提出するとともに、理事⾧へ報告すること。 

□ 

③会計経理（法人・施設） 
５件 現金・切手等の保管について、鍵の掛かる場所等で適切に管

理すること。 
□ 

２件 支払い事務について、支払担当者と確認担当者を分ける等、
確認体制を整えること。 

□ 

２件 旅費の算定根拠を明らかにすること。 □ 
④施設運営 

１件 こども園の施設運営の重要事項に、緊急時における対応方
法、非常災害対策、虐待防止のための措置に関する事項の記
載がなかったため、追加すること。 

これらの事項は、障がい
福祉サービスにおいては
運営規程に掲載が必要で
す。留意してください。 

□ 

１件 消防計画（消防規程）を変更したときは、消防署に届け出る
ことに留意すること。 

消防計画を定めている場
合は留意してください。 

□ 

１件 消防設備について、専門業者による法定点検を年２回実施す
ること。 

 
□ 
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⑤職員処遇 
件数 内 容 補 足   
7 件 所定労働時間を超えて労働させていることがある場合、又は

休日に労働させる場合は、労働組合又は労働者の過半数を代
表する者との書面による協定（36 協定）を締結し、労働基
準監督署へ届け出ること。 

【労基法第 36 条】 
36 協定は届出日以降に有
効となります。協定期間
前に届け出てください。 

□ 

３件 就業規則及びこれに属する規程（給与規程等）について、変
更した際は労働者の過半数を代表する者の意見を添えて労
働基準監督署へ届出を行うこと。 

【労基法第 89・90 条】 
就業規則の策定は 10 人
以上の労働者を雇用する
場合義務付けられていま
す。効力を生ずるために
は、労働基準監督署へ届
出が必要です。 

□ 

５件 常時５０人以上の労働者を使用する状況が継続する場合は、
１年に１回ストレスチェックを実施し、その結果を労働者に
通知すること。 

【労働安全衛生法第 66
条の 10】 
「常時 50 人以上」とは雇
用契約（短期間を除く）
を締結している人数が 50
人を超える場合を指しま
す。 

□ 

４件 短時間労働者との労働契約の締結にあたっては、文書の交付
により明示が義務付けられている事項を労働条件通知書等
に記載すること。 

【労基法第 15 条】 
【パートタイム・有期雇
用労働法第 6 条】 
労働契約の期間、就業す
る場所等のほか、 
昇給、退職手当、賞与の
有無及び短時間労働者の
雇用管理の改善等に関す
る事項に係る相談窓口 
の明示が義務付けられて
います。 

□ 

３件 有期労働契約締結に際し、契約期間満了後における更新をす
る場合、しない場合の判断基準を明示すること。 

【有期労働契約の締結、
更新及び雇止めに関する
基準第 1 条】 

□ 

１２件 育児休業の申出については、書面又はそれに準ずる方法によ
るものとし、申出を受けた際は以下の事項を書面又はそれに
準ずる方法により周知すること。 
・育児休業の申出を受けた旨 
・育児休業の開始予定日及び休業終了予定日 
・休業申出を拒む場合はその旨及びその理由 

【育児・介護休業法第 5・
6 条】 
「書面又はそれに準ずる
方法」とは、FAX・メール
等文面により確認できる
方法を言います。 

□ 
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令和３年度 各種書類の提出について 

 

豊田市福祉部障がい福祉課 
  

44



令和３年度 各種書類の提出について 

 

１ はじめに 
 

・令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定により、令和３年４月から豊田市の地域区分が

「五級地」から「四級地」に変更となりますので、加算の届出時や請求時にはご注意くださ

い。地域区分を誤って請求すると、全件エラーとなってしまいます。 

 

・４月は、多数の質問やお問合せをいただき、即時にお応えできない状況となることが予想

されますので、極力メール又はＦＡＸでのお問合せにご協力お願いします。なお、電話での

お問合せが必要な場合は、極力午前９時から１２時までの間にお願いします。また、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止のため、窓口では書類の内容については確認しかねますのでご

承知おきください。 

 

・申請書類等の押印及び原本証明は原則不要としますが、実務経験証明書は押印が必要です。 

 

・届出書の日付は空欄とせず、必ず提出日を記入してください。また、書類作成担当者名及

び連絡先が付箋等でわかるようにしてください。 

 

・提出する書類は、原則Ａ４サイズとし、「提出書類一覧」などの掲載順に並べてホチキス

どめせずにご提出ください（ただし、「運営規程」など単一の書類で複数ページにわたるも

のについては、左側を２箇所ホチキスどめしてください。）。 

 

・重複する書類であっても兼用せず、届出書類ごとにそれぞれ添付してください。 

例）生活介護事業所Ａと就労移行支援事業所Ｂで兼務する職員がおり、両事業所で福祉専門

職員配置等加算を算定する場合は、両事業所の加算届にそれぞれ必要となる資格証又は実務

経験証明書（共に写し可）を添付してください。 

 

・郵送で提出する場合は、宛先は「〒471-8501 豊田市西町3-60 豊田市障がい福祉課 総

務担当」と明記してください。事業所控えが必要な場合は、副本と返信用封筒（要切手貼付）

を同封してください（確認後に受領印を押印して返送します。）。 

 

・押印廃止等により、一部様式が変更されています。また、報酬改定により様式が変更にな

る届出書については、現時点では厚生労働省から新様式が示されていませんが、３月末～４

月初旬に豊田市ホームページに掲載します。届出様式は、必ず最新の様式をダウンロードし

て使用してください 

 

・例年、書類の記載誤り・漏れ、必要書類の不足等が散見されますので、提出前に内容をよ

く確認し、ご提出ください。 
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２ 新型コロナウイルスについて 

 

（１）人員基準等の臨時的な取扱いについて 

厚生労働省通知に基づき、新型コロナウイルス等に係る人員基準等の臨時的な取扱いを適

用する場合は、理由書（任意様式）に具体的な内容（対象となる人員基準や加算、職員、要

件を満たせない理由等）を記載し、加算届や変更届に添付してください。 

 

（理由書の記載例） 

・非常勤の生活支援員Ａが新型コロナウイルスに感染し、出勤停止となったため、人員基準

を満たせていないが、令和３年５月中に解消できる見込みである。 

・基礎疾患のある児童指導員Ｂが、新型コロナウイルスの感染拡大を理由に令和３年３月で

退職したため、令和元年１０月から算定していた児童指導員等加配加算の算定要件を満たせ

ていないが、職員を募集し、算定要件を満たすことができるよう努めている。 

 

（厚生労働省関係通知） 

・「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて」（これまで第９報まで発出） 

・「新型コロナウイルス感染症防止のための障害児通所支援に係るＱ＆Ａについて」（これ

までその２まで発出） 

・「新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について」（これまで

第７報まで発出） 

 

（２）市への報告について 

 事業所の職員や利用者等の関係者が新型コロナウイルスのＰＣＲ検査を受ける場合や、臨

時休業及びサービス提供時間の短縮等を行う場合は、必ず事前にご報告をお願いします。 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス等事業者向け情報（新型コロナウイルス感染症関係） ※ページ番号：1037060 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1037060.html 

 

３ 令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定について 

  

・令和３年４月１日より施行される、令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定の改定内容

につきましては、「令和３年度報酬改定について」の資料や、厚生労働省のホームページ等

でご確認ください。 
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【厚生労働省ホームページ】 

ホーム ＞ 政策について ＞ 審議会・研究会等 ＞ 障害保健福祉部が実施する検討会等 ＞ 

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム ＞ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の概

要   ※ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16573.html 

 

＜令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容＞  

１ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質の高い相談支援を提

供するための報酬体系の見直し等 

２ 効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細かな対応 

３ 医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進 

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進 

５ 感染症や災害への対応力の強化等 

６ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス提供を行うための報酬等の

見直し 

 

※ 改定率 ＋０．５６％（うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評

価＋０．０５％）※ 新型コロナウイルス対応のための特例的な評価として、令和３年４～

９月までの間、基本報酬に＋０．１％上乗せすることとしており、満年度の改定率に換算す

ると＋０．０５％となります。 

 

４ 加算の届出について 

 

・加算届は、毎月１５日締め切りで翌月サービス提供分から適用となりますが、４月サービ

ス提供分については、特例措置として４月１５日までに提出いただければ遡って適用します。

また、基本報酬等の前年度実績に基づく項目がありますので、原則すべての事業所に提出

していただく必要があります。 

 昨年度は、届出内容に変更がない事業所の提出を不要としましたが、今年度は報酬改定に

よる変更等があるため、提出対象事業所は必ず提出するようお願いします。 

 

（１） 提出対象事業所 

ア 障がい福祉サービス事業所 

イ 障がい者支援施設 

ウ 一般・特定・障がい児相談支援事業所 

エ 障がい児通所支援事業所 

 

※特定事業所加算を算定しない訪問系サービス事業所（居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、重度障がい者等包括支援）は提出不要とします。 
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（２）届出に必要な書類   

書類名 留意事項 

ア 給付費等算定に

係る体制等に関する

届出書 

※提出対象事業所のア

～ウは「介護給付費等算

定に係る体制等に関す

る届出書」、エは「障が

い児通所給付費算定に

係る体制等に関する届

出書」 

・裏面は以下のとおり記載してください。 

●異動等の区分→加算等に変更があれば「２変更」に「〇」、変更

がなければ記載不要 

●異動年月日→令和３年４月１日 

●異動項目→新たな加算の算定、取り下げ、区分変更等あれば、当

該加算名称を記載 

●変更前・後→加算等について変更がある場合、その変更内容を記

載   

※例 「変更前：福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）」、「変更後：福祉

専門職員配置等加算（Ⅰ）」 

イ 給付費等算定に

係る体制等状況一覧

表（別紙 1） 

・「地域区分」は、「五級地」から「四級地」に必ず変更してくださ

い。 

・「その他該当する体制等」は、変更がない場合でも、算定する加

算等の有無等についてすべての項目に必ず○を記載してください。 

・「適用開始日」は、令和３年４月１日から新たに算定（変更）する

加算は「R3.4.1」、既に算定している加算は「算定開始（変更）日」

を記入し、算定しない加算は記入しないでください。 

ウ 従業者の勤務の

体制及び勤務形態一

覧表（別紙 2､2-2､

2-3）及び組織体制図

（参考様式 12） 

※令和 3年 4月分で作成 

・共同生活援助事業所は別紙 2-2、障がい児通所支援事業所は別紙

2-3 の様式で作成してください。 

・兼務職員がいる場合は、「他の事業所の名称及び職名」「他事業

所での合計勤務時間数」を忘れずに記入してください。 

・記載漏れが非常に多いため、記載が必要な欄を備考でよくご確認

ください。 

・組織体制図は、法人内の事業所間での職員の兼務状況等を確認す

るための書類ですので、事業所名と職種だけでなく職員名の記載が

必要です。 

エ 取得加算に必要

な届出書 

・算定する全ての加算の届出書の提出が必要です。 

・生活介護は「平均障がい支援区分の算出（別紙 31）」、共同生活援

助（外部サービス利用型を除く）は「共同生活援助に係る体制（別

紙 15）」、就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型、就労定着支援、児

童発達支援、放課後等デイサービスはそれぞれの基本報酬区分に関

する届出書の提出が必要です。 

・報酬改定により様式が変更になる届出書があります。現時点では

厚生労働省から新様式が示されていませんが、３月末～４月初旬に

豊田市ホームページに掲載しますので、必ず新様式でご提出くださ

い。 
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オ 取得加算に必要

な証明書等添付書類

の写し 

※実務経験証明書、資格

証、研修修了証、卒業証

書、食事提供加算に係る

業務委託契約書、特別支

援加算に係る特別支援

計画、延長支援加算に係

る個別支援計画など 

・既に提出している場合でも、確認のため再度ご提出ください（サ

ービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）に変更がない場合、

経歴書、実務経験証明書、資格証、研修修了証等の提出は不要です。

資格等が必要な直接処遇職員等については、配置する全職員分ご提

出ください。）。 

・特別支援加算に係る特別支援計画、延長支援加算に係る個別支援

計画については、加算を既に算定している場合であっても、対象者

を追加する場合は、当該障がい児の支援計画を添付してください。 

・福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）を取得する場合は、対象職員の実

務経験証明書をご提出ください。 

・育児・介護休業法による短時間勤務制度や休業等の対象となる常

勤職員がいる場合は、そのことが証明できる資料をご提出ください。 

※エ及びオは、豊田市ホームページに掲載されている「加算の届出に必要な書類一覧」でご

確認ください（必要書類の添付漏れがないようご注意ください。）。 

 

（３）提出期限 

  令和３年４月１５日（木）午後５時まで（郵送の場合は必着） 

 ※提出期限を過ぎると、最短で６月以降の算定となりますのでご注意ください。 

 

（４）その他留意事項 

・算定の状況について変更があった場合は、その都度加算届の提出が必要となります。 

・算定単位数が増加する場合は、毎月 15 日までに提出された場合は翌月から、16 日以降

に提出された場合については、翌々月から算定を開始することとなります。ただし、平均

利用者数の変更により生じる届出（基本報酬区分、夜間支援等体制加算など）は、例外的

に変更月の月末日まで受け付けます。 

・算定単位数が減少する場合は、速やかにその旨の届出を行うとともに、加算等が算定さ

れなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないでください。 

・令和３年５月から新たな加算を算定する場合も、令和３年４月１５日（木）午後５時が

提出期限となります。４月分と５月分の２件の加算届を同時に提出する場合は、それぞれ

独立した届出を作成してください。 

・今回、提出不要なヘルパー事業所に関しては、次回加算の算定や変更を行う際に「地域

区分」を「四級地」に変更してください。 

・就労系サービスにおける令和３年度の報酬算定に係る実績の算出については、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を踏まえ、令和元年度又は令和２年度の実績を用いないことも可

能（就労継続支援は平成30年度実績を用いることも可能）とします。対象年度がわかるよ

うに届出書に示してください。 

・「人員配置・加算・減算等に係る留意事項について」の資料も必ずご確認ください。 
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＜就労系サービスにおける令和３年度の報酬算定に係る実績の算出＞ 

［就労移行支援］ 

次のいずれか２カ年度間の実績で評価 

（Ⅰ）令和元年度及び令和２年度  （Ⅱ）平成30年度及び令和元年度 

 

［就労定着支援］ 

次のいずれかの期間の実績で評価 

（Ⅰ）平成30年度、令和元年度及び令和２年度（３年間） 

（Ⅱ）平成30年度及び令和元年度（２年間） 

 

［就労継続支援Ａ型］ 

スコア方式の項目のうち、「１日の平均労働時間」については、次のいずれかの年度の

実績で評価 

（Ⅰ）平成30年度  （Ⅱ）令和元年度  （Ⅲ）令和２年度 

※ 「生産活動収支の状況」については、前年度を「令和元年度」に置き換えた実績で

評価することも可（その場合、前々年度は「平成30年度」を用いる） 

※ それ以外の項目は、令和２年度実績で評価 

 

［就労継続支援Ｂ型］※平均工賃月額に応じた報酬体系の場合 

次のいずれかの年度の実績で評価 

（Ⅰ）平成30年度  （Ⅱ）令和元年度  （Ⅲ）令和２年度 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >加算等の届出について ※ページ

番号：1003271 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/100327

1.html 

 

５ 福祉・介護職員処遇改善加算等の届出について 

 

・福祉・介護職員処遇改善加算等は年度ごとの届出となっており、令和２年度に当該加算を

算定している事業所においても、今回加算届の提出がなければ、令和３年度の当該加算の算

定は認められませんので、ご注意ください。 

 

（１）届出に必要な書類 

  ア 別紙様式 2-1 計画書_総括表 

イ 別紙様式 2-2 個表_処遇 
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ウ 別紙様式 2-3 個表_特定（※特定加算を算定する場合のみ） 

エ 別紙様式 2-4 職員分類の変更特例に係る報告（※職員分類の変更特例を適用する

職員がいる場合のみ） 

 

※報酬改定により様式が変更となります。現時点では厚生労働省から新様式が示されていま

せんが、３月末～４月初旬に豊田市ホームページに掲載しますので、必ず新様式でご提出く

ださい（旧様式では受理できません。）。 

 

※計画書及び実績報告書の内容を証明する資料（労働基準法に規定する就業規則、労働保険

に加入していることが確認できる書類）の添付は不要ですが、豊田市から求めがあった場合

は速やかにご提示ください。 

 

（２）提出期限 

  令和３年４月１５日（木）午後５時まで（郵送の場合は必着） 

 ※提出期限を過ぎると、最短で６月以降の算定となりますのでご注意ください。 

 

（３）その他留意事項 

・「福祉・介護職員等特定処遇改善加算の概要及び計画書のポイント等について（別紙１）」

も参考にご確認ください（特定処遇改善加算の配分ルール等、一部変更があります。）。 

・賃金改善実施期間は原則４月（年度の途中で加算を取得する場合、当該加算を取得した月）

から翌年の３月までの１年間ですが、６月からの１年間として取扱うことも可能です。 

・令和２年度実績報告書の提出期限は令和３年７月末日です（６月頃に別途通知します。）。 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >福祉・介護職員の処遇改善に関す

る加算について ※ページ番号：1003272 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/100327

2.html 

 

６ 指定申請の手続きについて 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、相談や書類確認は窓口では行っておりません

ので、申請手続きは以下の流れで進めてください。 

  

順番 内容 方法 期限 

１ 図面相談 原則メール 事業開始予定月の３か月前の末日 

２ 指定申請書類の提出 持参又は郵送 事業開始予定月の前々月の１５日 

３ 指定申請書類の補正 持参又は郵送 事業開始予定月の前々月の末日 
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・図面及び指定申請書類の確認結果は、後日電話又はメールでお伝えします。事業開始予定

月の前々月の末日までに補正が完了しない場合、事業開始予定月が遅れることとなりますの

で、余裕をもって申請手続きを行ってください。 

 

・内装工事や備品の搬入が完了し、事業を開始できる体制が整っていなければ、指定申請書

類は受理できませんのでご承知おきください。 

 

・建築基準法や消防法等の他法令における必要な要件は当課では判断できませんので、それ

ぞれの所管部署に別途ご確認ください。また、指定申請時に「地域連携・他法令に関する調

書（参考様式 16）」を提出いただきますので、確認日、確認部署、担当者名等を控えておい

てください。 

 

・指定審査期間中に配置予定の職員が配置できなくなった場合は速やかに報告してください。

変更内容や報告日によっては、指定申請を一旦取り下げ、事業開始月を遅らせていただく場

合があります（指定申請時の配置予定職員が、審査期間中や事業開始数日後に配置されなく

なった場合、意図的なものと判断されると虚偽申請となる可能性があります。そのような事

態にならないよう、十分ご注意ください。）。 

 

・指定申請に必要な書類及び様式が一部変更となっておりますので、豊田市ホームページで

ご確認ください（チェックリストの提出は必須です。）。 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >指定申請の手続きについて ※ペ

ージ番号：1003273 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/100327

3.html 

 

７ 変更等の手続きについて 

 

・変更届は、変更日から 10 日以内にご提出ください。ただし、事業所の移転等を行う場合

は、新規申請と同様、事業を予定している建物が設備基準を満たしていることを確認する必

要がありますので、移転前に必ず図面相談を行ってください。 

 

・職員の異動・退職等により従業員数が変動する場合でも、年間を通じて人員の配置基準を

満たしているならば、人員変動の都度、運営規程の見直し及び変更届の提出を求めないこと

としますが、運営規程と実態の乖離が長期化することのないよう、定期的に（少なくとも年

に１回）は、実際の職員配置と運営規程に差異が無いか確認し、運営規程の変更が必要な場
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合は、適切に更新して、変更届を提出してください。 

 

・複数の事業所を運営する法人で、法人に関する事項（主たる事務所の所在地、代表者の氏

名及び住所等）に変更があったときは、「事業所一覧表」を添付し、変更届出書は１部のみ

の提出でよいこととします（変更届出書の事業所番号・名称・所在地は、「事業所一覧表の

とおり」と記載してください。）。 

 

・変更内容が、「生活介護、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の定員増」、「施設入所

支援の定員増」、「施設障がい福祉サービスの種類の変更」、「児童発達支援、放課後等デイサ

ービスの定員増」の場合は、変更申請を行い、承認を受ける必要があります。変更申請書類

の提出期限は、変更開始予定月の前々月の１５日です。 

 

・変更届及び変更申請に必要な書類は、豊田市ホームページに掲載されている「変更届（申

請）に必要な書類一覧」でご確認ください（必要書類の添付漏れがないようご注意ください。）。 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >変更等の手続きについて ※ペー

ジ番号：1003276 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/10032

76.html 

 

８ 廃止・休止・再開の届出について 

 

・事業の廃止・休止に係る届出は、廃止・休止の日の１か月前までに届け出てください。廃

止・休止後も引き続きサービスの提供を希望する利用者に対しては、他の事業者その他関係

者との連絡調整その他の便宜の提供を行っていただく必要がありますので、そのことが確認

できる資料も併せてご提出ください。 

 

・休止する場合、原則６か月以内に再開が見込まれない場合は、廃止届を提出してください。

再度、指定を受けることは可能です。 

 

・事業の再開に係る届出は、指定基準を満たしていることを確認するため、届出をする前に

必ずご相談ください。当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が休止前と異なる場

合には、従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表を添付してください。 
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【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >休止・廃止・再開の届出について 

※ページ番号：1003277 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/10032

77.html 

 

９ 就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型に係る届出について 

・就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所は、以下の事項を市町村等へ報告する必要

があります。 

 

（１）前年度における就職した利用者数等の報告 

対象 就労移行支援 

根拠 指定障がい福祉サービス基準第 183 条 

方法等 

①方法：「就職状況報告書」を障がい福祉課総務担当へ提出 

②時期：４月１５日（木）（必着） 

※「就職状況報告書」様式は豊田市ホームページに掲載 

 

（２）工賃の目標水準（当該年度）及び工賃の平均額（前年度）の報告（市） 

対象 就労継続支援 B型 

根拠 指定障がい福祉サービス基準第 201 条第 4項 

方法等 

①方法：「工賃実績報告（月額・時間額）」を市障がい福祉課計画担当へ提出 

②時期：随時（別途メールにて依頼） 

※「工賃実績報告（月額・時間額）」様式は別途メール送付 

 

（３）工賃の目標水準（当該年度）及び工賃の平均額（前年度）の通知（利用者） 

対象 就労継続支援 B型 

根拠 指定障がい福祉サービス基準第 201 条第 4項 

方法等 

①方法：工賃の目標水準（当該年度）及び工賃の平均額（前年度）を、利用

者に通知（様式自由） 

②時期：毎年度 

 

（４）施設外就労実績の報告 

対象 施設外就労を実施している事業所 

根拠 就労支援事業留意事項 5（2）④オ 

方法等 

①方法：「施設外就労実施報告書」を市障がい福祉課自立担当へ提出 

②時期：施設外就労を実施した月の給付費請求時 

※「施設外就労実施報告書」様式は豊田市ホームページに掲載 
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【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >加算等の届出について ※ページ

番号：1003271 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/100327

1.html 

 

１０ 業務管理体制の届出について 

 

・すべての指定障がい福祉サービス事業者、指定障がい者支援施設の設置者、指定相談支援

事業者、指定障がい児通所支援事業者、指定障がい児入所施設及び指定障がい児相談支援事

業者は法人単位で、根拠条文ごとに、関係行政機関に届出が必要です。 

 

・届出先は表のように、国、愛知県、豊田市のいずれかとなります。提出先が分からない場

合は、お問い合わせください。 

 事業所等の展開状況 届出先関係行政機関 届出先住所・電話番号 

① 

事業所等が２以上の

都道府県に所在する

事業者 

厚生労働省(社会・援

護局障害保健福祉部

企画課監査指導室) 

〒100－8916 

東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省社会・援護局 障害保健

福祉部企画課(監査指導室) 

TEL03－5253－1111(内線 3009) 

② 

事業所等が豊田市の

みに所在する事業者

（障がい児入所支援

施設を除く） 

豊田市福祉部障がい

福祉課 

〒471-8501  

豊田市西町3-60  

豊田市役所障がい福祉課  

TEL0565-34-6751  

③ ①②以外の事業者 

愛知県健康福祉部障

害福祉課 

※豊田市は届出先で

はありません 

〒460－8501 

名古屋市中区三の丸３－１－２ 

愛知県健康福祉部障害福祉課(事業

所・地域生活支援Ｇ) 

TEL052-954-6317 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >業務管理体制の届出について  

※ページ番号：1004118 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/100411

8.html 
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１１ 利用日数に係る特例の適用を受ける日中活動サービス等に係る届出について 

 

・生活介護、自立訓練（宿泊型を除く）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所で、

１人の障がい者が各月に日中活動サービスを利用できる日数は、各月の日数から８日を控除

した日数（以下「原則の日数）という。）を限度としますが、事業運営上の理由から原則の

日数を超える支援が必要となる場合は、あらかじめ豊田市に届け出ることにより、当該事業

者が特定する３か月以上１年以内の期間において、利用日数の合計が原則の日数の総和の範

囲内であれば、原則の日数を超えて利用することができます。 

この特例の適用を受ける場合には、対象期間の前月末日までに届出書を豊田市に提出する

必要があります。 

 

（１）届出に必要な書類 

  ア 利用日数に係る特例の適用を受ける日中活動サービス等に係る（変更）届出書 

イ 年間スケジュール表など年間を通じた事業計画がわかる資料 

ウ 利用日数に係る特例を受ける場合の利用日数管理票 

 

（２）提出期限（４月から特例の対象期間とする場合） 

  令和３年３月３１日（水）午後５時まで（郵送の場合は必着） 

 

（３）その他留意事項 

・適応を受けるためには、事業運営上の理由が明確である必要があります。 

◎ 生産活動の請負発注元の営業形態に合わせる必要があるため 

  × 利用者の都合で「土曜日も利用したい」という希望があったため 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >利用日数に係る特例の適用を受け

る日中活動サービス等に係る届出について ※ページ番号：1004119 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/100411

9.html 

 

１２ 障がい福祉サービス等情報公表制度について 

 

・障がい福祉サービス事業者等は障がい福祉サービス情報を年１回以上、指定権者に報告す

る必要があります。 

また、事業所等の所在地、決算資料など公表している障がい福祉サービス情報に変更が生

じた都度、報告しなければなりません。 
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（１）報告方法 

インターネット上で、障がい福祉サービス等情報公表システムの報告用ページから報告し

てください。 

※パスワードを忘れた場合は、パスワードリセット画面でパスワードの初期化を行う事がで

きます。 

 

（２）システムの操作方法について 

操作方法については、障がい福祉サービス等情報公表システム操作説明書（事業者用）を

参照してください。 

 

（３）報告時期について 

基準日を報告年度の４月１日とし、報告の期間を報告年度の５月初旬から７月末日までと

します。 

 

（４）注意事項 

・報告する際は内容変更の後、「一時保存」及び「承認申請」をしないと、公表内容が変更

されません。 

・報告はサービスごとに行う必要があります。１つの事業所で複数のサービスを実施してい 

る場合は、サービスごとに報告してください。 

・事業者は年に１回以上報告する必要がありますので、前年度報告済みであっても、当該年

度分として報告してください。 

・未だに障がい福祉サービス等情報公表システムへの報告を一度も行っていない事業者が見

受けられます。速やかな報告に努めてください。 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >事業所ガイド調査票・障がい福祉

サービス等情報公表制度・BCP（事業継続計画）について ※ページ番号：1042152 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/104215

2.html 

 

１３ ＢＣＰ（事業継続計画）について 

 

・ＢＣＰ（Business Continuity Plan＝事業継続計画）とは、災害など緊急事態が発生した

ときに被る損害を最小限に抑えつつ中核業務を継続させ、早急に復旧させるために、平時か

ら行う活動や、緊急時の行動をまとめた計画です。 

 福祉事業所にとってＢＣＰは、利用者の安全確保と安否確認、事業所の経営安定、福祉避

難所の早期開設などのために必要であり、また、令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定
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で、策定が義務付けられました（経過措置期間は令和６年３月末。）。 

 豊田市では、福祉事業所におけるＢＣＰの意義と策定方法を紹介し、豊田市内の事業所に

おけるＢＣＰ策定率の向上を目的に、ＢＣＰ策定支援オンラインセミナーを行っていますの

で、以下のサイトより視聴いただき策定をお願いします。 

 

オンライン教材「大規模災害に備えた事業継続計画（ＢＣＰ）の策定」 

https://www.aju-cil.com/others/bcp.html 

パスワード「bcp_toyota」 

 

 

【豊田市ホームページ】 

トップページ >事業者向け情報 >手続き・届出 >障がい福祉サービス事業 >障がい福祉サー

ビス事業等の指定申請、変更、加算等の手続きについて >事業所ガイド調査票・障がい福祉

サービス等情報公表制度・BCP（事業継続計画）について ※ページ番号：1042152 

http://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/tetsuzuki/hukushiservice/1019958/104215

2.html 

 

１４ その他留意事項  
 

・豊田市からのお知らせは、法人の代表メールアドレス宛て（※）にメールでお送りしてお

ります。新型コロナウイルス関係や補助金に関する重要なお知らせもありますので、メール

を受信した法人から各事業所に情報を展開していただくようお願いします。 

 

※原則、障がい福祉サービス等情報公表システム登録用メールアドレスが登録されています。

変更を希望する場合は申し出てください。なお、１法人で複数のメールアドレスを登録する

ことは行っておりませんので、ご承知おきください。 
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算の
概要及び計画書のポイント等について

２０２１年● ● 
厚 労働省 社会・援護局

障害保健福祉部 障害福祉課

別紙１
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加算区分の確認

福祉・介護職員等特定処遇改善加算を算定するためには

特定処遇改善加算の算定要件の確認

現 の処遇改善加算Ⅰ Ⅲのいずれかを算定していること
職場環境要件について、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」、
「その他」の区分で、それぞれ１つ以上取り組んでいること

情報公表システム等において、取り組んでいる職場環境等要件の
内容を等公表していること（公表予定含む）

1

２

３

勤続10年以上の介護福祉 等がいなくても算定可能

● 特定処遇改善加算の加算区分は、ⅠとⅡの２区分
● 配置等要件、その他全ての要件を満たした場合、区分Ⅰを算定可能。

配置等要件 福祉専 職員配置等加算（居宅介護、重度訪問介護、
同 援護、 動援護にあたっては特定事業所加算）を算定していること。

※ 重度障害者等包括 援、施設 所 援、短期 所、居宅訪問型児童発達 援、保育
所等訪問支援にあたっては、配置等要件がないため、加算区分は一つとなる

処遇改善計画書の作成する単位の決定

● 複数の事業所を有する場合は、処遇改善計画書と同じ単位で実
績報告書を作成することを念頭に、計画書の作成単位を決める。

特定処遇改善加算の 込額の計算

賃上げのルールの決定

● 加算率に基本サービス費を乗じる形で計算

基本サービス費
（現 の処遇改善加
算分を除く）

×
各サービスの
特定処遇改善
加算の加算率

＝
各事業所の特定
処遇改善加算に
よる収入

事業所ごとの勤続10年以上の介護福祉 等の数に応
じて加算されるのではない

１ 賃上げを う職員の範囲を決める

経験・技能のある障害福祉人材を定義した上で、全ての職員を
「A 経験・技能のある障害福祉人材」、「B:他の障害福祉人材」、

「C その他の職種」に分ける。

1

● Aを定義する際のルール
10年より短い勤続年数でも可。他法 での勤続年数もカウント可能

どの職員範囲（１、２又は３）で、賃上げするかを決める。２
１）経験・技能のある障害福祉人材（Aのみ）
２）障害福祉人材全体（A＋B）
３）職員全体（A＋B＋C)

加算額を全てAに配分することも可能。BやCに配分することも可能。

２ 賃上げ額と方法を決める（配分ルール）

Aのうち１ 以上は、 額８万円の賃 増 は年収440万円
までの賃 増が必要。

1

Aの中に既に年収440万円の がいる場合は新たに設定する必要はない。
小規模な事業所等は、この条件を満たさなくてもよい。

グループ（A、B、C）の平均賃 改善額について、
AはBより高く、CはBの２分の１以下

２

各グループ内の  ひとりの賃上げは、 律でもメリハリをつけても可。

５

３

２

1 ４

1
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１ 特定処遇改善加算の算定要件の確認

現 の福祉・介護職員処遇改善加算
（Ⅰ） （Ⅲ）のいずれかを算定して
いること

福祉・介護職員処遇改善加算の職場
環境等要件に関し、複数の取組を っ
ていること

情報公表システム等において、取り組ん
でいる職場環境等要件の内容等を公表
していること（公表予定含む）

※ 処遇改善加算の算定と同時に、特定処遇改善
加算の届出を い、算定される場合を含む

勤続10年以上の介護福祉 等がいなくても算定可能

職場環境等要件に関し、複数の取組を っていること

資質の向上

労働環境・
処遇の改善

その他

それぞれの区分について
１以上の取組が必要

※ 既に取組を っている場合、新たな取組を うことまでは
求めていない。

● 以下の内容について、障害福祉サービス情報公表制度
を活用し、公表していること
・ 処遇改善に関する加算の算定状況
・ 賃 以外の処遇改善に関する具体的な取組内容

● 原則は、情報公表システムでの公表だが、事業所のホー
ムページがある場合は、そのホームページでの公表もOK

２

３
要件

要件

要件

1

２

2
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２ 加算区分の確認

特定処遇改善加算の区分は、ⅠとⅡの２区分。
Ⅰは、「配置等要件、現 加算要件、職場環境等要件及び える化要件」の全てを満たす
場合、算定可能。

月額3.7万円相当 月額2.7万円相当 月額1.5万円相当

特定加算（Ⅰ） 特定加算（Ⅱ）

加算(Ⅰ) 加算(Ⅱ) 加算(Ⅲ)

区分（Ⅰ）は、「配置等要件、現 加算要件、職場
環境等要件及び える化要件」の全てを満たす場合、
算定可能。

●配置等要件

福祉専 職員配置等加算（居宅介護、重度訪問介護、同 援
護、 動援護にあたっては特定事業所加算）を算定していること。
※ 重度障害者等包括 援、施設 所 援、短期 所、居宅訪問型児童発達支援、
保育所等訪問支援にあたっては、配置等要件がないため、加算区分は一つ（区分なし）
となる

現 の加算区分

留意点 年度途中での変更の届出

● 配置等要件に関する適合状況に変更があり、該当する加算
区分に変更が じる場合には、届出が必要

● 喀痰吸引を必要とする利 者割合についての要件などを満た
せないことで、特定事業所加算を算定できない状況が、３ヶ
月を超えて常態化した場合は届出が必要

3
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２ 加算区分の確認 ―（参考）加算率

サービス区分 加算率

就労定着支援、   活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支
援（移 ）、地域相談支援（定着） ０％

２．加算算定非対象サービス

１．加算算定対象サービス

サービス区分
福祉専門職員配置等加算等の

算定状況に応じた加算率
区分（Ⅰ） 区分（Ⅱ）

居宅介護、重度訪問介護、同 援護、 動援護 ７．０％ ５．５％

重度障害者等包括 援 ６．１％

生活介護 １．４％ １．３％

施設入所支援、短期入所 ２．１％

療養介護 ２．１％ １．９％

  訓練（機能訓練、生活訓練） ４．０％ ３．６％

就労移 支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） １．７％ １．５％

共同生活援助 １．９％ １．６％

児童発達 援、医療型児童発達 援、放課後等デイサービス １．３％ １．０％

居宅訪問型児童発達 援、保育所等訪問 援 １．１％

障害児 所施設（福祉型、医療型 ） ４．３％ ３．９％

障害者 援施設が う 活介護 １．７％

障害者 援施設が う  訓練（機能訓練、生活訓練） ２．６％

障害者 援施設が う就労移  援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） １．８％

4
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３ 特定処遇改善加算の 込額の計算

重度訪問

配置等要件を満たしているか 

満たしている
福祉専 職員等加算（居宅介護、重度訪問介護、同 援護、 動援護にあ
たっては特定事業所加算）を算定していること。

※ 重度障害等包括 援、施設 所 援、短期 所、居宅訪問型児童発達
支援、保育所等訪問支援にあたっては配置等要件がないため、区分は一つ

満たしていない

特定処遇改善加算（Ⅰ）の算定 特定処遇改善加算（Ⅱ）の算定

特定処遇改善加算（Ⅰ）の算定額の計算

基本サービス費
（現 の処遇改善加
算分を除く）

×
各サービスの
加算区分(Ⅰ)
の加算率

＝
各事業所の
区分(Ⅰ)によ
る収入

特定処遇改善加算（Ⅱ）の算定額の計算

※各サービスの加算率はP.4を参照

特定処遇改善加算の算定額に相当する賃 改善の実施特
定
処
遇
改
善
加
算
の
算
定
額

● 特定処遇改善加算は、事業所毎の勤続10年以上の介護福祉 等の数に
応じて配分されるものではない

● 配分ルールはＰ.7、8の考え方で決める

賃
上
げ
の
実
施

基本サービス費
（現 の処遇改善加
算分を除く）

×
各サービスの
加算区分(Ⅱ)
の加算率

＝
各事業所の
区分(Ⅱ)によ
る収入

5
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４ 処遇改善計画書の作成する単位の決定（複数事業所を有する場合）

処遇改善計画書と同じ単位で実績報告を うことを念頭に、計画書の作成（申請）単位を決める。
● 特定処遇改善加算の配分ルール（Ｐ.７、８）について、複数事業所を 括で取り扱うときには、以下に留意。

１．経験・技能のある障害福祉 材における「 額8万円」の改善 は「役職者を除く全産業平均 準（年収440万円）」の設定・確保
→ （法人等の）申請単位で１人ではなく、一括して申請する事業所の数に応じた設定が必要

（設定することが困難な事業所が含まれる場合は、その合理的説明を うことにより、設定 数から除くことが可能）

２． 平均の賃 改善額について、
・ A 経験・技能のある障害福祉人材は、B 他の障害福祉 材より くすること
・ C その他の職種（役職者を除く全産業平均 準（年収440万円）以上の者は賃 改善の対象外）は、B 他の障害福祉 材の２

分の１を上回らないこと
→ （法人等の）申請単位の全体を一つの単位として取り扱うことが可能。

● 算定区分が（Ⅰ）、（Ⅱ）で異なる場合であっても、 括の申請は可能

● 一括申請が可能な事業所の範囲（オレンジ部分）

加算取得事業所 加算未取得
事業所

特定処遇
改善加算

非対象サービス
医療
介護
保育特定処遇改善加算対象サービス

障害福祉サービス等

例 法人が４事業所分を一括して申請する場合

１．経験・技能のある障害福祉人材における「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均水準
（年収440万円）」の設定・確保
→ 法人内で各事業所１人分として、合計４名の設定・確保

２． 法人の職員全体で、
Ａ:経験・技能のある障害福祉人材、Ｂ:他の障害福祉人材、Ｃ:その他の職種を設定し、処遇改善額を設定

6
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５ 賃上げのルールの決定

１ 賃上げを う職員の範囲を決める

１．経験・技能のある障害福祉人材を定義した上で、全ての職員を「A 経験・技能のある障害福祉人材」、
「Ｂ 他の障害福祉 材」、「C その他の職種」に分ける。

２．どの職員範囲で配分するか決める。

（定義する際のルール）

・勤続10年以上の職員を基本
・介護福祉士等に該当すること
・勤続年数は、他の法 や医療機関等での

経験等も通算可能
・事業所の能 評価や等級システムを活 

するなど、10年以上の勤続年数がなくても
業務や技能等を勘案し対象とできる

（定義する際のルール）

・「A 経験・技能のある障害福祉人材」
に該当しない障害福祉人材

※ Aに該当しない福祉・介護職員、 理
指導担当職員（公認 理師含む）、
サービス管理責任者、児童発達 援管
理責任者、サービス提供責任者

Ｂ 他の障害福祉人材A 経験・技能のある障害福祉人材

（定義する際のルール）

・障害福祉人材以外の職員

Ｃ その他の職種

● 加算額を全てAに配分することも可能。BやCに配分することも可能。（全ての職員をA、B、Cに分ける）

● 介護福祉 等の要件 福祉・介護職員のうち介護福祉 、社会福祉 、精神保健福祉  は保育 のいずれかの資格を保有する者、

 理指導担当職員（公認 理師含む）、サービス管理責任者、児童発達 援管理責任者、サービス提供責任者

いずれの範囲も選択可能

● 労使でよく話し合い、設定することが重要。
● Ａは、介護福祉士等に該当する者がいない場合や、比較的新しい事業所で研修・実務経験の蓄積等に一定期間

を有するなど、職員間における経験・技能に明らかな差がない場合にまで、設定を求めるものではない。（設定しない場
合は、処遇改善計画書及び実績報告書に具体的な理由を記載する。）

● Ａでは介護福祉 等に該当することを求めるが、10年より短い勤続年数でも可。他の法 での経験もカウント可能。
※ 上記のうち、特に職種により分類している部分について、職員分類の変更特例の適 を わずに、分類ルールに沿わない職員分類で届出を

 っている不適切な事例が散 されるため注意が必要。 7
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５ 賃上げのルールの決定

２ 賃上げ額と方法を決める

「A 経験・技能のある障害福祉人材」のうち１人以上は、
 額８万円の賃上げ は年収440万円までの賃 増が必要

月額８万円の賃上げ

・ 賃 改善実施期間における平均賃上げ額が 額８万円となる必要
・ 現 の福祉・介護職員処遇改善の賃 改善分とは別に判断する
・ 法定福利費等の増加分を含めて判断可能。

賃上げ年収440万円までの賃 引き上げ

・ 440万円を判断するに当たっては、手当等を含めて判断することが可能。
・ 賃 年額440万円が原則。年度途中から加算を算定している場合、12ヶ 間加算を算定していれば、年収440万円

以上と 込まれる場合について、要件を満たすものとして差し えない。
・ 現に年収440万円の者がいる場合は、要件を満たすものとして差し えない。
・ 社会保険料等の事業主負担その他の法定福利費等は含まずに判断。

例外的な取扱い

・ 以下の場合などは、 額８万円の賃上げ は年収440万円までの賃 増の条件を満たさなくてもよい。
 小規模事業所で加算額全体が少額である場合
 職員全体の賃  準が低い事業所などで、直ちに  の賃 を引き上げることが困難な場合
 ８万円等の賃 改善を うに当たり、これまで以上に事業所内の階層、役職やそのための能 ・処遇を明確化する

ことが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに、一定期間を要する場合
8
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５ 賃上げのルールの決定

２ 賃上げ額と方法を決める

グループ（A、B、C）の平均賃上げ額について、「Aは、 Bより高く」、「Cは、 Bの２分の１以下」

経
験
・
技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

B
他の障害福祉

人材

A

平
均
賃
上
げ
額

平
均
賃
上
げ
額

平
均
賃
上
げ
額

C
その他の職種

平均賃上げ額が
A ＞ B

平均賃上げ額が
A ＞ B、 １  0.5以下

B
他の障害福祉

人材

経
験
・
技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

A

経
験
・
技
能

の
あ
る
障
害

福
祉
人
材

A

一人ひとりの改善額は、
 律でもメリハリをつけ
ることも可能

留意点 平均賃上げ額の計算

● 原則、常勤換算方法による人数算出が必要。
一方、その他の職種については、実人数による算出も可能であ
り、労使でよく話し合い、設定することが重要

● 全ての職員をA、B、Cのいずれかに区分するため、賃 改善を
 わない職員についても職員の範囲（平均額計算の分 ）
に含めることとなる

● 賃 改善後の賃 が年額440万円を上回る場合は対象外
※ 440万円の基準の判断にあたり
・手当等を含めて判断
・非常勤職員の場合は、常勤換算方法で計算し判断

● 平均賃 額について、CがBより低い場合、平均賃上げ額を、
基本の１ 0.5ではなくBと同等の 準（１ １）とするこ
とが可能

9
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５ 賃上げのルールの決定

３ 配分対象における職員分類の変更特例

経験若しくは技能等を鑑みて、通常の職員分類では適正な評価ができない職員の特性を考慮し、一定のルー
ルのもと、法 ・事業所の裁量で職員分類の変更を うことができる。

● 変更特例を適 する場合、特例の種別、該当職員の職種、特性、 数についてできる限る具体的な報告が必要。
● 通知で しているのは例 であり、限定されているわけではない。
● 特例の趣旨に沿わない計画（全職員の分類変更を う等）については、詳細な理由の説明を求める。
● 変更特例を適 するにあたっては、経験・技能等を鑑みて、通常の職員分類では正当な評価ができない職員がいる

かどうかを考慮し、労使でよく話し合うことが重要。

その他の職種

「経験・技能のある障害福祉人材」に分類することができる。

他の障害福祉人材

研修等で専門的な技能を身につけた
勤続10年以上の職員

個別の障害福祉サービス等の類型ごとに
必要となる専門的な技能によりサービスの質

の向上に寄与している職員

裁量

「他の障害福祉人材」に分類することができる。

他の障害福祉人材

裁量

経験・技能のある障害福祉人材

※ 賃 改善前の年収が440万円を上回る職員は変更不可

10
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前年１ 12月の報酬総額等を確認

処遇改善計画書の様式を入手

● 算定要件を満たしていることを確認した上で、各都道府県、政令指
定都市、中核市のホームページ等に掲載されている処遇改善計画書を
  （令和２年度より様式がExcelとなっている）

● 次年度の処遇改善加算の申請は、原則、２ 末 までのため、処遇
改善計画書に  する前年度の賃 総額及び処遇改善加算等の額は、
前年１ 12月分の実績となっている。

● 報酬総額及び処遇改善加算等の額について、国 健康保険団体連
合会から通知される以下の資料を確認しておく。
・ 障害福祉サービス費等支払決定額内訳書
・ 福祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ

賃 改善計画の  （処遇改善加算）
（処遇改善加算と特定処遇改善加算を併せて申請する場合）

● ④処遇改善加算の賃 の総額（前年度、改善後）には、職員
グループを分けた後の「経験・技能のある障害福祉人材（Ａ）」と
「他の障害福祉 材（Ｂ）」の合計額を  する。

様式の基本情報  シートの  
賃 改善計画の  （特定処遇改善加算）

令和２年度の様式では、平均単位数と１単位の単価を
  する形式であったが、平均額を  する形式に変更

6
３

２

1

5

障害福祉サービス等処遇改善計画書の作り方について（主なポイント）

● 提出先自治体名（指定権者）、法人名などの基本情報及び加算対
象事業所に関する情報を  する。

● １ 当たりの障害福祉サービス等報酬総額は、原則、前年１ 12月
分の 払決定額内訳書に基づき報酬総額の平均額を  する。

● １ 当たりの処遇改善加算等の総額は、原則、前年１ 12月分の
処遇改善加算等総額のお知らせに基づき加算総額の平均額を  する。

● 上記の対応ができない新規事業所などは、想定される利 者数や取得
予定の加算などから標準的な額として 込まれる額を  する。

※ 掲載状況については、各自治体の障害福祉担当部署へお問い合わせください。

● 前年度の処遇改善加算の総額及び特定処遇改善加算の総額を
  する。なお、特定処遇改善加算の総額は「その他の職種
（Ｃ）」に 払われた額を除いた額を  する。

● 前年度に処遇改善加算等以外に事業所で独 の賃 改善を実
施している場合は、その額を  する。（A、Bの職員に係る額）

※ 処遇改善加算の対象職種に変更は無く、便宜的な対応である。

※ 処遇改善加算のⅣ及びⅤ並びに処遇改善特別加算は、廃止予定であるため、
令和２年度からの継続（１年限り）以外の新規申請はできません。

● ⑤賃 改善の 込額の各項 について、賃上げを う職員の範囲
に関わらず、事業所・法 内の全ての職員の賃 額等を  する。
※ 独 の賃 改善額も全ての職員に係る額を  する。

● ⑥のⅰ ⅳを  し、当該項 の右の印刷範囲外に、配分 率
を  する項 があるので、配分ルールに沿って設定する。

様式の施設・事業所別個表の  

● 各加算の事業所ごとに「新規・継続の別」、「加算の区分」、「算定
対象 」を  する。

4

その他7
● 各加算により賃 改善を う賃 項 及び 法並びに独 の賃

 改善の内容・算定根拠を  する。

● 各キャリアパス要件、職場環境等要件、 える化要件及び届出に
係る根拠資料について該当項 を選択・  する。 11
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加算率の変更

福祉・介護職員等特定処遇改善加算を算定するためには

加算区分（Ⅳ）、（Ⅴ）、特別加算廃止

● 令和３年３ 31日をもって処遇改善加算の区分（Ⅳ）、（Ⅴ）
及び処遇改善特別加算は廃止となる。

● 加算率の算定 法の 直しに伴い、令和３年度から加算率が変更さ
れる。（短期 所については、新たに短期 所としての加算率を設定す
る。）

● 障害者 援施設が う 中活動系サービスに係る例外的取扱いにつ
いては、加算率の変更による影響を緩和する観点から、今回の報酬改定
においては、加算率を 直した上で継続する。

配分ルールの変更（特定処遇改善加算）

● 特定処遇改善加算の事業所における配分方法について、これまで、
平均賃 改善額について、「経験・技能のある障害福祉 材
（Ａ）」は「他の障害福祉人材（Ｂ）」の２倍以上とする取扱いを
平均賃 改善額について、「経験・技能のある障害福祉 材
（Ａ）」は「他の障害福祉 材（Ｂ）」を上回ることとする。に変更
する。

職場環境等要件の内容等の変更

職員分類の変更特例（特定処遇改善加算）５

３

２

1 ４

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における処遇改善加算等の主な変更点

● 職場環境等要件について、各事業者による職場環境改善の取組をより
実効性が いものとする観点から、内容の 直しを う予定。（令和３
年２ 12日現在は検討中）

● 職場環境等要件に基づく取組の実施について、原則、当該年度におけ
る取組の実施を求めることとする。
※ 当該年度に実施できない合理的理由がある場合は、例外的に前年度の取

組実績をもって、要件を充たすものと認めて差し支えないこととする。

※ 経過措置として、令和３年３ から引き続き令和３年度も当該加算を取得す
る事業所においては、令和４年３ 31日まで、従前通り算定可能

● 特定処遇改善加算における職員分類の変更特例の例 に以下を
追記する。

ａ 通常の分類では「他の障害福祉人材」に分類される職員であって、研
修等で専 的な技能を につけた勤続10年以上の職員（例）
・ 相談 援従事者研修修了者
・ 社会福祉主事
・ 教員免許保有者

ｂ 通常の分類では「その他の職種」に分類される職員であって、個別の
障害福祉サービス等の類型ごとに必要となる専門的な技能によりサー
ビスの質の向上に寄与している職員（例）
・ サービス管理責任者研修修了者
・ 産業カウンセラー資格保有者

● なお、従前と同様だが、当該例 は適 の可否を決める限定列挙
ではないため、各事業所等において、経験・技能等を鑑みて、通常の
職員分類では適正な評価ができない職員がいるかどうかを考慮し、職
員分類の変更特例を適 するかどうか判断することとなる。

※ 厚 労働省・ 治体において、経過措置期間中に、処遇改善加算の区分
（Ⅲ）以上の取得を促進するために周知徹底を図る。

12

71



人員配置・加算・減算等に係る留意事項について 

 

豊田市福祉部障がい福祉課 
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人員配置・加算・減算等に係る留意事項について 

 

１ 常勤の定義及び常勤換算の方法について 
 

（１）「常勤の勤務すべき時間数」について 

・当該法人又は事業所で定めた「就業規則」が根拠となります。従業者が10人未満のため就

業規則の作成義務がない場合でも、障がい者総合支援法及び児童福祉法上、常勤換算を算定

するための根拠として必要であるため、常勤者の勤務日、勤務時間等に関する就業規則に準

じた定めを作成する必要があります。 

 

・労働基準法上、１週間に勤務すべき時間数の下限はありませんが、障がい者総合支援法及

び児童福祉法の定義に従い、３２時間以下で定めた場合は「非常勤」という扱いとなります。 

 

・常勤の勤務すべき時間数について、職種により就業時間が異なることは認められますが、

就業規則等で定められていることが必要です。 

 

（２）常勤・非常勤、専従・兼務の考え方 

例）勤務時間が１日あたり８時間（週 40 時間）と就業規則で定められている場合 

用語の定義と 

４つの勤務形態の例 

専従（専ら従事する・専

ら提供に当たる） 
兼務 

当該事業所に勤務する時

間帯において、その職種以

外の職務に従事しないこ

と 

当該事業所に勤務する時間

帯において、その職種以外

の職務に同時並行的に従事

すること 

常

勤 

当該事業所における勤

務時間が、「当該事業所

において定められてい

る常勤の従業者が勤務

すべき時間数」に達し

ていること 

①常勤かつ専従 

１日あたり８時間（週 40

時間）勤務している者が、

その時間帯において、その

職種以外の業務に従事し

ない場合 

②常勤かつ兼務 

１日あたり８時間（週 40 時

間）勤務している者が、そ

の時間帯において、その職

種に従事するほかに、他の

業務にも従事する場合 

非

常

勤 

当該事業所における勤

務時間が、「当該事業所

において定められてい

る常勤の従業者が勤務

すべき時間数」に達し

ていないこと 

③非常勤かつ専従 

１日あたり４時間（週 20

時間）勤務している者が、

その時間帯において、その

職種以外の業務に従事し

ない場合 

④非常勤かつ兼務 

１日あたり４時間（週 40 時

間）勤務している者が、そ

の時間帯において、その職

種に従事するほかに、他の

業務にも従事する場合 
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（３）常勤換算の方法 

   当該事業所の従業者の勤務延べ時間数を、当該事業所において常勤の従業者が勤務す

べき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）

で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する（小

数点第２位を切り捨てること。）。 

   この場合の勤務延べ時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤

務時間の延べ時間数であること。 

 

 （例）１日～３１日の常勤の従業者が勤務すべき時間数が 176 時間の場合 

    ⇒ （直接処遇職員の勤務延べ時間数） ÷ 176 ＝ 常勤換算数 

 

（４）有給休暇について 

  ・「常勤」職員  ・・・ 暦月を超えない範囲で、出勤していたものとして計上可。 

  ・「非常勤」職員 ・・・ 出勤としての計上は不可のため、月ごとに必要な常勤換算

数を満たすよう、職員を配置する必要がある。 

 

（５）育児・介護休業法における所定労働時間の短縮措置等の取扱い（令和 3年 4月 1日か

ら） 

 

ア 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を

利用する場合に加えて、介護の短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時間以上

の勤務で「常勤」として扱うことを認める。 

 

イ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度

等を利用する場合、週30時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うこ

とを認める。 

 

ウ 人員基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業

や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤

換算することで、人員基準を満たすことを認める。 

 

エ ウの場合において、常勤職員の割合を要件とする福祉専門職員配置等加算等の加算

について、産前産後休業や育児・介護休業等を取得した当該職員についても常勤職員

の割合に含めることを認める。 

 

２ 職員の兼務について 
 

・適正なサービス提供のために、職員の兼務には制限があります。特に、管理者、サービス

管理責任者（児童発達支援管理責任者）及び相談支援専門員にはサービス提供に支障がない

74



ことが求められます。 

 

（１） 管理者の兼務について 

管理者は原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものです。ただし、以下の場

合であって、当該指定事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることがで

きるものとします（ア～ウのいずれか）。 

 

ア 当該指定事業所のサービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）又は従業者として

の職務に従事する場合（※１） 

 

イ 当該指定事業所以外の他の指定障がい福祉サービス事業所又は指定障がい者支援施

設等の従業者としての職務に従事する場合であって、特に当該指定事業所の管理業務に

支障がないと認められる場合（※１、２） 

 

ウ 当該指定事業所以外の他の指定障がい福祉サービス事業所又は指定障がい者支援施設

等の管理者としての職務に従事する場合であって、特に当該指定事業所の管理業務に支

障がないと認められる場合（※２、３） 

 

※１：管理者以外の職種と兼務する場合には、管理者としての勤務時間として、常勤の勤

務する時間の半数以上は確保すること。 

例）「月・水・金＝管理業務のみ、火・木＝生活支援員のみ」は認められない。月～金

のそれぞれの日において、１日の従事時間の半分以上は管理業務に従事すること。 

 

※２：居宅介護等訪問系事業及び障がい児通所支援事業については、同一敷地内又は道路

を隔てて隣接する事業所に限る。 

 

※３：管理者のみの兼務においては、最大３つの事業所で移動時間３０分以内に限る。 

 

【例】 

◎ 障がい福祉サービス事業所Ａの管理者と生活支援員の兼務（※１） 

× 障がい福祉サービス事業所Ａの管理者とサービス管理責任者と生活支援員の３つの兼務 

◎ 障がい福祉サービス事業所Ａの管理者と事業所Ｂの管理者の兼務（※２、３） 

× 障がい福祉サービス事業所Ａの管理者と事業所Ｂの管理者・サービス管理責任者の兼務 

× 障がい福祉サービス事業所Ａの管理者と事業所Ｂの管理者・生活支援員の兼務 

 

（２）サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者除く※１）の兼務について       

サービス管理責任者（共同生活援助事業所の場合を除く）は原則として当該事業所・当

該職種について常勤かつ専従でなければなりません。ただし、以下の場合であって、当該
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事業所の業務遂行に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとする（ア～

ケのいずれか）。 

 

ア 当該事業所の管理者 

 

イ 利用者数３０人の範囲内において、複数の共同生活援助事業所におけるサービス管理

責任者を兼ねること 

 

ウ 利用者数６０人相当の範囲内（※２）において、生活介護等日中活動系の障がい福祉

サービス事業所のサービス管理責任者と、宿泊型自立訓練事業所若しくは共同生活援助

事業所に置くべきサービス管理責任者を兼ねること 

 

エ 共同生活援助事業所のサービス管理責任者の場合、当該事業所の管理者・生活支援員・

世話人・夜間支援従事者の最大３つまで（ただし、世話人と生活支援員の両方を兼務す

ることは不可。） 

 

オ 大規模な障がい福祉サービス事業所等において専従かつ常勤のサービス管理責任者１

人に加えて配置すべきサービス管理責任者の場合は、常勤性を求めないこととし、当該

事業所の他の職種又は他の事業所における従業者と兼務することは可能（※３） 

 

カ 就労定着支援事業所のサービス管理責任者と、当該就労定着支援事業所と一体的に運

営する事業所（就労移行支援事業所等）のサービス管理責任者 

 

キ 自立生活援助事業所のサービス管理責任者と、当該事業所と併設する指定障がい福祉

サービス事業所又は指定障がい者支援施設等の管理者又はサービス管理責任者 

 

ク 自立生活援助事業所のサービス管理責任者と、当該事業所と併設する相談支援事業所

の従業者 

 

ケ 自立生活援助事業所のサービス管理責任者と、当該事業所の地域生活支援員 

 

※１：児童発達支援管理責任者は、当該事業所の管理者又は訪問支援員とのみ兼務が可能

である。 

 

※２：日中活動系サービス及び宿泊型自立訓練は、利用者数が６０人以下の場合にサービ

ス管理責任者１人の配置をもって要件を満たすが、共同生活援助は利用者数が３０人以

下の場合にサービス管理責任者１人の配置をもって要件を満たす。 

よって、共同生活援助と生活介護のサービス管理責任者を兼務する場合については、
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共同生活援助の利用者１人は生活介護の利用者２人分と見なして基準を判断する。 

⇒生活介護の利用者３０名、共同生活援助の利用者２０名の場合 

誤）３０名 ＋ ２０名 ＝５０名（６０名の範囲内） 

正）３０名 ＋ ２０名 × ２ ＝７０名（６０名の範囲を超える） 

 

※３：日中活動系サービスは利用者数が６０人を超えて４０又はその端数を増すごとに１

人を加えて得た数以上の配置を要件とするため、２人目以降については、常勤性は求め

ないが、常勤換算で利用者数に相当する勤務時間数の配分を求める。 

例）利用者数８０名であればサービス管理責任者が常勤換算で１．５人以上いること。 

 

【例】 

◎ 事業所Ａの管理者とサービス管理責任者の兼務 

× 事業所Ａのサービス管理責任者と事業所Ｂの管理者の兼務 

◎ 事業所Ａ（日中活動系）のサービス管理責任者と事業所Ｂ（共同生活援助）のサービ

ス管理責任者の兼務（※２） 

◎ 事業所Ａの２人目のサービス管理責任者と事業所Ｂ生活支援員の兼務 

 

（３） 相談支援専門員の兼務について 

一般相談支援、特定相談支援及び障がい児相談支援事業所に置くべき相談支援専門員

は、「原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事させて

はならない」と規定されています。 

ただし、相談支援の業務に支障がない場合においては、「相談支援専門員を当該相談

支援事業所の他の業務又は他の事業所・施設等の業務に従事させることができる」とも

規定されており、このうち、他の事業所・施設等の業務の兼務について、一般相談支援

及び障がい福祉サービスの指定事務等において、以下の方針に基づいて相談支援専門員

の兼務の可否を判断しています。 

 

【方針】 

（１）から（５）の全てを満たす場合には、相談支援専門員※１を併設する事業所・施

設等※２の業務（サービス管理責任者・サービス提供責任者を除く）を兼務させることが

できる。 

 

（１）現に同一相談支援事業所の管理者を兼務していないこと 

 

（２）兼務するに当たり、相談支援専門員の勤務時間が相談支援事業所におけるサービス提

供時間の過半数となっていること 

 

（３）兼務先の勤務時間は、当該法人が就業規則等で定める勤務時間から相談支援専門員の
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勤務時間を差し引いた時間であること 

 

（４）兼務により、相談支援事業所のサービス提供時間帯において相談支援専門員が不在と

なる時間帯は、管理者が必ず配置されていること 

 

（５）兼務先は、当該相談支援専門員が相談支援業務の突発的事態に対応することがあって

も、当該事業所・施設等の人員配置基準等に支障が生じないよう勤務体制を確保してい

ること 

 

※なお、相談支援専門員が担当する利用者が利用する障がい福祉サービス事業所等の業務

と兼務する場合は、当該事業所等との中立性の確保や、当該事業所等と異なる視点での検

討が欠如しかねないことから、次に掲げる場合を除き、当該利用者が利用する障がい福祉

サービス事業所等の業務と兼務しない相談支援専門員が継続サービス利用支援を実施す

ること。 

① 身近な地域に特定相談支援事業者がない場合 

 

② 支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者のうち、

当該支給決定等から概ね３ヶ月以内の場合（サービス利用支援とその直後の継続サービ

ス利用支援は一体的な業務であること、また、指定特定相談支援事業者の変更に当たっ

ては利用者が別の事業者と契約を締結し直すことが必要となるため、一定期間を猶予す

る。） 

 

③ その他市町村がやむを得ないと認める場合 

 

※１ 相談支援専門員 

指定地域移行支援事業は「指定地域移行支援従事者」と、指定地域定着支援事業は「指

定地域定着支援従事者」と読み替える。 

 

※２ 併設する事業所・施設等 

併設する事業所・施設等とは、同一の建物内に事業所がある場合のほか、同一敷地内、

隣接又は近接する敷地（業務に支障なく兼務できると認められる範囲をいう。）に事業所

がある場合を含む。なお、併設する事業所・施設等が別法人である場合には、物理的に同

一敷地内であっても、併設しているとはみなされない。 

 

３ 前年度の平均利用者数の計算方法について 
 

（１）通常の算定方法 

前年度（４月～３月）における利用者延べ数÷前年度（４月～３月）の開所日数 
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（２）事業開始後６か月未満までの間 

定員の９０％ 

 

（３）事業開始後７か月目から１年未満の間 

直近６か月における利用者延べ数÷６か月間の開所日数 

※ 「直近６か月」ですので、例えば６月開始の事業所では、１２月では６月～１１月の

６か月間、翌年１月は７月～１２月の６か月間、というように直近６か月の期間が毎月ず

れていきますので、毎月算出が必要です。 

 

（４）事業開始後１年経過後から年度末までの間 

直近１２か月における利用者延べ数÷１２か月間の開所日数 

※ （３）と同様、年度末までの間、毎月直近１２か月の算出が必要です。 

 

（５）年度途中で定員を増加した場合 

定員増加をしてから６か月未満の間は、定員増加以前の実績＋定員増分の９０％ 

 

（６）年度途中で定員を減少した場合 

  定員減少をしてから３か月間は、定員減少以前のまま。減少後の実績が３月以上６月未

満の場合は、直近３か月間の実績により算出。 

 

※共同生活援助事業所で、住居ごとに設置時期が異なる場合は、利用者数を算出するための

実績の期間がそれぞれ異なることがありますのでご注意ください。 

 

４ 生活介護事業所の看護職員の配置について 

・生活介護事業所の人員配置基準として、看護職員の配置については、「生活介護の単位ご

とに１人以上」とされており、常時（毎日）など必要な配置時間数については言及されてい

ません。 

しかし、生活介護事業所の利用者には、医療従事者である看護職員の知識や経験に基づく

支援が必要であり、例えば週１回数時間程度の僅少な配置では、サービス提供に支障をきた

すことが想定されます。 

そのため、日常的に利用者の健康状態を把握することができる適切な時間数（勤務形態）

の配置を行ってください。 

 

５ 共同生活援助事業所における人員配置及び夜間支援等体制加算について 

・共同生活援助事業所のサービス管理責任者については、利用者の支援に支障がない場合は、

当該事業所の管理者、生活支援員、世話人、夜間支援従事者の最大３つまでの兼務を可能と

します（ただし、世話人と生活支援員の両方を兼務することは不可。）。 
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・サービス管理責任者については、常勤換算方法により、必要な員数の配置が求められるも

のではありませんが、業務を適切に遂行する観点から、必要な勤務時間が確保されている必

要があります。利用者数が３０人以下の場合にサービス管理責任者１人の配置をもって要件

を満たすため、最低限必要な勤務時間数は、以下の方法で計算してください。 

 

【例】 

・常勤の従業者が勤務すべき時間数：１６０時間 

・前年度の平均利用者数：５人 

・サービス管理責任者が管理者及び世話人と兼務 

 

〇管理者：１６０時間÷２＝８０時間 ※常勤の従業者が勤務すべき時間数の半数以上 

〇サビ管：１６０時間×５人÷３０人≒２７時間（小数点第１位切り上げ） 

※常勤の従業者が勤務すべき時間数×前年度の平均利用者数÷３０ 

〇世話人：１６０時間－８０時間－２７時間＝５３時間 

 

・夜間支援時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの間は最低限含み、事業所ごとに設定

する）に配置する夜間支援従事者の配置時間は、常勤換算に算定することができませんので

ご注意ください。 

 

・夜間支援等体制加算（Ⅰ）を算定する場合、夜勤職員が住居内で休憩を取得することは認

められていますが、最低でも夜間支援時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの間は最低

限含み、事業所ごとに設定する）の半分以上を労働時間とすることに留意するよう、令和元

年度事業所説明会資料にてお示ししております。 

 当該取扱いの経過措置期間は、令和３年３月３１日までであり、当該経過期間を過ぎても

改善されない場合は加算算定を認めないこととしますので、ご承知おきください。 

 なお、令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定により新設される夜間支援等体制加算

（Ⅳ）も同様の取り扱いとする予定です。 

 

・夜間支援対象利用者の数は、共同生活住居に入居している利用者数の総数とし、当該利用

者数の総数は、現に入居している利用者の数ではなく、「前年度の平均利用者数」の計算方

法に準じて算定するものとします。 

この計算の過程において、小数点以下の端数が生じる場合については、小数点第１位を四

捨五入するものとします。 

 

＜従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表【共同生活援助】作成時の注意点＞ 

・「基準上の必要職員数」は、世話人と生活支援員それぞれ分けて記入してください。 

・「入居者の区分別人数」及び「夜間支援時間帯」の記入漏れが散見しますので、必ず記入

してください。 
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・人員配置を計算する際の「平均利用者数（入居者の区分別人数）」は小数点第２位を切り

上げますが、夜間支援等体制加算の「夜間支援の対象者数」は小数点第１位を四捨五入しま

すので、間違えないようご注意ください。 

※「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（共同生活援助事業所）の記載例（別紙１）」

も参考にご確認ください。 

 

６ 障がい児通所支援事業所における人員配置等について 

・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表【児童福祉法】」を作成する際は、「職種」欄

及び「資格等」欄は以下のとおり記載してください。 

 

職種 「職種」欄 「資格等」欄 

保育士 保育士 保育士 

児童指導員 児童指導員 高校教諭、学士（心理学）、高卒＋児童福祉経験者 等 

機能訓練担当職員 機能訓練担当職員 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 等 

看護職員 看護職員 看護師、准看護師、保健師、助産師 

障がい福祉サービ

ス経験者 

指導員（障がい福

祉経験者） 
障がい福祉経験者 

訪問支援員 訪問支援員 （空欄） 

その他の従業者 指導員 （空欄） 

 

・児童指導員（児童福祉事業経験者）と指導員（障がい福祉サービス経験者）を混同しない

ようご注意ください。 

 

・障がい福祉サービス事業や地域生活支援事業の実務経験は、「児童指導員」の実務経験に

算入できません。 

 

・障がい児通所支援事業や地域生活支援事業の実務経験は、「障がい福祉サービス経験者」

の実務経験に算入できません。 

 

・児童指導員等加配加算では児童指導員等に含まれる「強度行動障がい支援者養成研修修了

者」は、人員基準における「児童指導員」の任用要件を満たすものではありませんので、ご

注意ください。 

 

※「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（障がい児通所支援事業所）の記載例（別紙２）」

も参考にご確認ください。 

 

【令和３年度報酬改定による主な変更点】 

・人員基準から「障がい福祉サービス経験者」を廃止し、保育士・児童指導員のみに見直す
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こととなります（令和３年３月３１日時点で指定を受けている事業所については、令和５年

３月３１日まで経過措置期間あり。）。 

・児童指導員等加配加算Ⅱが廃止となり、「専門的支援加算」が新設されます。 

 

７ 福祉専門職員配置等加算について 
 

 

・「生活支援員等」に含まれる職種はサービスごとに異なりますので、届出書の備考をよく

ご確認ください。 

 

・以下の厚生労働省Ｑ＆Ａ及び「福祉専門職員配置等加算に関する届出書の記載例（別紙３）」

も参考にご確認ください。 

 

【H21.4.30 平成 21 年度障がい福祉サービス報酬改定に関する Q&A vol3 問 1-1】 

Ｑ 

福祉専門職員配置等加算について同一法人内の複数事業所の業務を兼務し、勤務した

時間数の合計が常勤の時間数に達している従業者については、福祉専門職員配置等加算

はどのように算定するのか。 

 

例１ 生活支援員としての 1 週間の勤務形態が、就労移行支援事業所で 30 時間、就

労継続支援 B型事業所で 10 時間の場合 

 

例２ 生活支援員としての 1 週間の勤務形態が、就労移行支援事業所で 20 時間、就

労継続支援 B型事業所で 20 時間の場合 

 

例３ 1 週間の勤務形態が、就労移行支援事業所で 30 時間、生活支援員として勤務

し、共同生活介護事業所で 10 時間、サービス管理責任者として勤務している場

合  

 

Ａ 

１ 福祉専門職員配置等加算の算定要件としては、 

 ① 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） 

   直接処遇職員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉

士又は精神保健福祉士である従業者の割合が 25%以上 

  

② 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ） 

  ア 直接処遇職員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業

者の割合が 75%以上 
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  イ 直接処遇職員として常勤で配置されている従業者のうち、3年以上従事してい

る従業者の割合が 30%以上 

  

 があるところである。 

 

 ２ このうち①及び②のイについては、原則として、当該事業所において雇用される

常勤の直接処遇職員の実際の人数に着目して評価するものである。複数事業所を兼務

する常勤の直接処遇職員については、1週間の勤務時間の 2分の 1を超えて当該事業

所の直接処遇職員として従事する場合に、常勤の直接処遇職員（1人）として評価さ

れたい。 

  

３ また、②のアにおいては、「常勤の直接処遇職員として勤務している従業者の合計

勤務時間数（分子）」÷「直接処遇職員として勤務している従業者の合計勤務時間数

（分母）」が 75%以上の場合に、当該加算の算定対象となるものである。 

 

 ４  

例１：①及び②のイにおいて評価する場合は、就労移行支援事業所の常勤の生活支援員

（1人）として扱うこと又は②のアにおいて評価する場合は、就労移行支援事業所

及び就労継続支援 B型事業所の双方において、勤務時間数を分子、分母に算入する

ことが可能である。 

  

例２：①及び②のイにおいて評価する場合は、就労移行支援事業所又は就労継続支援 B

型事業所のいずれか一つの事業所において常勤の生活支援員（1人）として取り扱

うこと又は②のアにおいて評価する場合は、就労移行支援事業所及び就労継続支援

B型事業所の双方において、勤務時間数を分子、分母に算入することが可能である。 

 

 例３：①及び②のイにおいて評価する場合には、就労移行支援事業所の常勤の生活支

援員（1人）として扱うこと又は②のアにおいて評価する場合は、就労移行支援事

業所において、勤務時間数を分子、分母に算入することが可能である。  

 

【H21.4.30 平成 21 年度障がい福祉サービス報酬改定に関する Q&A vol3 問 1-2】 

Ｑ 

同一法人内であれば、異なるサービスの事業所(施設)における勤続年数や異なる業種

(直接処遇職種)における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の

継承時にも通算できるのか。また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士で

ある場合にも通算できるのか。  
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 Ａ 

同一法人内であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種(直接処遇

を行う職種に限る。) における勤続年数については通算することができる。また、事業

所の合併又は別法人による事業の継承の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更

がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数

を通算することができる。 

ただし、いわゆるグループ法人については、通算はできない。 

 

８ 人員欠如減算等について 
 

・人員欠如に該当する場合、以下の通り基本報酬が減算されます。事業所においては、毎月

人員基準を満たしているかどうか確認することが重要です。 

 

（１）サービス提供職員欠如減算 

減算適用開始月（※）から所定単位数の30％を減算し、減算適用が3月目に至った場合、

所定単位数の50％を減算します。 

 

※減算適用開始月 

・人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合はその翌月 

・人員基準上必要とされる員数から１割の範囲内で減少した場合はその翌々月 

・常勤又は専従など、員数以外の要件を満たしていない場合はその翌々月 

 

（２）サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）欠如減算 

サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）が欠如した月の翌々月から所定単位数の

30％を減算し、減算適用が5月目に至った場合、所定単位数の50％を減算します。 

 

（３）個別支援計画未作成減算 

個別支援計画未作成月から所定単位数の30％を減算します。なお、減算の対象については、

サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）の不在以前に作成した計画については、計

画を見直すまでの間（計画の見直しは少なくとも６月に１回以上必要）は減算の対象にはな

らないが、サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）の不在以降の利用者に対しては

漏れなく減算対象となります。 

さらに、減算適用が3月目に至った場合、所定単位数の50％を減算します。 

 

※サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）欠如減算及び個別支援計画未作成減算は、 

減算となる単位数が大きい方についてのみ減算を適用します。 
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９ 自己評価結果等未公表減算について 

 

・児童発達支援事業者においては平成３０年４月から、放課後等デイサービス事業者におい

ては平成２９年４月から、ガイドラインに基づいた自己評価を実施し、その結果及び改善内

容を１年に１回以上、インターネットのホームページ等を活用して公表することが義務づけ

られています。自己評価結果等の公表及び豊田市への公表場所の届出がない場合、通所給付

費が15％減算となります。 

新規に指定を受けた事業所については、指定日から１年間は減算の適用はありませんが、

指定後１年経過後も公表しない場合、通所給付費が15％減算となります。 

令和３年度の届出期限については以下のとおりとします。以下の評価手順を参考に公表し

てください。 

 

・令和２年４月１日以前に指定を受けた事業所…令和３年３月３１日（水） 

・令和２年５月１日以降に指定を受けた事業所……指定日から１年以内 

 

１ 評価手順（参考） 

(1) 職員による自己評価 

事業所の職員が「事業者向け自己評価表」を用いて、事業所の支援の評価を行う。その際、

「はい」「いいえ」にチェックするだけでなく、各項目について「工夫している点」「課題

や改善すべき点」等について自己評価する。 

 

(2) 保護者等による評価 

事業者から保護者等に対して、「保護者等向け評価表」を配布してアンケート調査を行う。

保護者等から回答をとりまとめ、「ご意見」欄の記述も含め集計する。 

 

(3) 事業所全体による自己評価 

事業所の職員による自己評価及び保護者等による事業所評価の結果を踏まえ、職員全員で

討議し、項目ごとに評価を行う。特に、「課題や改善すべき点」について、認識をすり合わ

せ職員間で認識が共有された課題や改善すべき点について検討を行い、速やかに改善の対応

を図る、若しくは、改善目標を立てる。なお、討議の結果は書面に記録し、職員間で共有す

る。 

討議に際しては、保護者等に対するアンケート調査結果を十分に踏まえ、支援の提供者の

認識と保護者等の認識のずれを客観的に分析する。 

 

(4) 自己評価結果の公表 

事業所全体による自己評価に基づき、「事業所における自己評価結果（公表）」と「保護

者等からの事業所評価の集計結果（公表）」をインターネットのホームページ等を活用して

公表する。 
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(5) 豊田市への報告 

ＷＡＭ ＮＥＴの障がい福祉サービス等情報公表システムに公表場所（ＵＲＬ等）を登録

する（この登録をもって豊田市への報告とします。）。 

※ 登録するURL は、事業所トップページでなく、評価表が掲載されているページとしてく

ださい。 

 

(6) 支援の改善 

課題や改善すべき点の検討結果を踏まえ、速やかに改善の対応を図る、若しくは、立てら

れた改善目標に沿って、支援を改善していく。 

 

(7) 留意事項 

事業所における自己評価は、保護者等による事業所評価を踏まえて行うものであり、保護

者等へのアンケート調査が必要になります。 

また、事業所内掲示や利用者への結果送付のみでなく、上記１(5)のとおり障がい福祉サ

ービス等情報公表システムへの掲載(豊田市の承認)が必要です。 

 

２ 自己評価結果等未実施減算 

以下のような場合、届出がされていない月から当該状態が解消されるに至った月まで、利

用児全員について減算適用となります。 

・URLの届出がない場合。 

・URLが所定の場所に記載されていない場合。 

・URLの記載はあるが、評価表が張り付けられていない場合。 

・評価表が掲載されているページのURLでない場合（トップページ等） 

・URLのリンクが切れている場合、誤ったURLが届出られている場合。 

※年度初めは正しく届出できていても、年度途中でリンク切れとなる事案が生じています。

月に１回以上は事業所にて公表状況を確認してください。 

・インターネット上の公表を実施していない場合（例：事業所に掲示、保護者に配布等） 

・保護者からの事業所評価は公表されているが、自己評価の公表がない場合。 

・年に一度以上の公表がされていない場合 

※年に一度の公表が分かるように公表日を記載してください。 

 

３ その他 

令和３年度障がい福祉サービス等報酬改定により、就労継続支援Ａ型事業者は１年に１回

以上、事業所ごとの運営状況について自ら評価を行い、事業所のホームページ等を通じて、

その結果をインターネットの利用その他の方法により公表しなければならないこととなり

ます。 

スコア方式による評価内容が未公表の場合、所定単位数の15％を減算することとなります

ので、ご承知おきください。 
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＜福祉専門職員配置等加算に関する届出書の記載例＞

※旧様式の記載例のため、様式が変わった場合は新様式で作成ください。

別紙３
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地域生活支援事業報酬について 

 

豊田市福祉部障がい福祉課 
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令和３年度豊田市地域生活支援事業報酬について 
 

１．改定日                                    

 令和３年４月１日（令和３年４月サービス提供分から適用） 

２．地域生活支援事業の単位数単価                         

 １単位＝１０円（改定なし）        

３．報酬を改定するサービス                            

・日中短期入所 ・地域生活支援デイサービス ・地域活動支援センターⅢ型  

・デイ型地域生活支援事業  

４．報酬改定の内容について                            

○基本報酬単位数の変更 

  地域生活支援事業の日中活動系サービスの報酬単価については、現行の生活介護の単
価を基準に算出していますが、１度の改定で実施すると影響が大きいため、平成３１年
度より令和３年度までの３年をかけて現行の生活介護の単価に合わせていきます。 

【基本報酬単価】 

（１）日中一時支援（日中短期入所・地域デイ）・地域活動支援センター事業Ⅲ型 

Ｈ３１ 現行（Ｒ２） 改定後（Ｒ３） 

５１８単位 ５０８単位 ４９６単位 

 

（２）デイ型地域生活支援事業 

  Ｈ３１ 現行（Ｒ２） 改定後（Ｒ３） 

基本 
事業５年目まで ６３２単位 ６２５単位 ６１７単位 

事業６年目 ５１８単位 ５０８単位 ４９６単位 

重度 
事業５年目まで ９８１単位 ９７５単位 ９６９単位 

事業６年目 ７０１単位 ６９５単位 ６８７単位 

 【加算】 

 （１）食事・送迎加算について 

   日中一時支援の基本報酬単価と同様に３年かけて平成３０年度の生活介護の送迎
加算・食事加算に合わせます。 

 【食事加算】              【送迎加算】 

Ｈ３１ 現行（Ｒ２） 改定後（Ｒ３） 

３８単位 ３４単位 ３０単位 

  

（２）入浴加算について（変更なし）５０単位 

介護保険における通所介護の入浴介助加算を準用。 

（３）その他加算について（変更なし） 

  重度支援加算については、平成２９年度に見直しを行ったため据置とします。また上
限管理加算についても、現行の単価が法定給付の単価と同一のため変更はありません。 

Ｈ３１ 現行（Ｒ２） 改定後（Ｒ３） 

４３単位 ３２単位 ２１単位 
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５．その他連絡事項                                 

（１）地域生活支援事業の請求書等の提出期限について 
 毎月１０日を提出期限としています。郵送で提出される場合は１０日必着でお願いしま
す。期限を過ぎて提出（到着）された場合は、当月に審査を行うのが困難になるため翌月
の審査（翌々月の支払い）となる場合もあります。ご注意ください。 
（例１）１０日が土曜日→９日（金）期限（必着） （例２）１０日が日曜日→８日（金）期限（必着） 

５月、１月については連休等があるため、地域生活支援事業の請求書等の提出期限につ
いては下記のとおりとします。請求日は１日 １０日までの日付で記載してください。 

利用月 提出期限 
令和３年４月分 令和３年５月１１日（火） 

令和３年１２月分 令和４年１月１１日（火） 

 実績記録票の様式が押印廃止により変更されています。変更後の様式はホームページに
掲載してありますので、よろしくお願いします。 

（２）受給者証について 
更新月翌月の障がい支援区分や負担上限月額の誤りが多々見受けられるため、受給者証

の更新時には必ず原本の確認を行ってください。 

（３）国保連合会請求における警告等について 
 国保連合会請求に関して、下記のような警告等が審査の際に散見されます。 

①A 事業所で欠席時対応加算を算定している日に、Ｂ事業所を利用していた。 
②Ａ事業所とＢ事業所の実績が重複している。 
 ①に関しては障がい児通所支援系の事業所に多く見られます。欠席時対応加算を算定さ
れる場合は、同一日に他事業所の利用について確認をお願いします。また、正しいサービ
ス提供日時を実績記録票に入力しないと②の警告が発生しますので、正しい実績での入力
をお願いします。 

③明細書に該当する上限管理結果票が届いていない。 
④総費用額が上限額管理結果票と明細書で不一致。 
 上限管理を行った場合は、上限管理結果票も忘れずに国保連合会へ送信してください。
また、上限管理結果票と実際の請求が一致していない場合がありますので、確認のうえ請
求をお願いします。 

⑤請求明細書の「契約支給量」が受給者台帳の「決定支給量」を超えている。 
⑥請求明細書のサービス提供量が「契約支給量」を超えている。 
 受給者と契約を行った場合、契約内容報告書のご提出をお願いしていますが、国保連合
会への請求の際も正しい契約支給量を入力してください。正しい状態ではない場合、⑤⑥
の警告が出ます。 

★一部の事業所において、一度返戻した請求について修正を行わずそのまま再請求を行っている
ケースが見受けられます。不明な点は請求担当へお問い合わせのうえ、修正・再請求を行ってく
ださい。 
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とよた市 後  の養成について

令和２年度は１９名が実務講座まで受講し、修了
しました。うち、１７名がバンク(※)登録予定です。

判断能力が不十分な方に寄り添い
心の声に耳を傾けながら後見人等
として活動する市民のこと。
本人だけでは難しい福祉制度等の
手続きや支払いを行い、その人が
その人らしく暮らせるよう、生活
を守ります。

とよた市 後  とは

（↑講座の様子）

令和２年度講座の報告

令和３年度の講座について（予定）

【受講要件】申込時に以下の条件を満たし、
市 後  となることを希望する者（今年度と同様）

①社会福祉活動に理解と熱意があり、他の関係機関と共働し
後 活動が 障なく えること

②豊田市在住・在勤であること
③満２５歳以上であること
④原則、研修の全日程に参加可能であること

（↓修了式の様子）

※バンク…とよた市民後見人バンク

とよた市 後  の養成について

「成年後見制度をわかりやすくみんなに伝えたい 」との
思いから、後見制度の普及啓発に寸劇で協力してくれる
『後見一座』がバンク登録者のなかから立ち上がりました。

【活動実績】
・令和２年度とよた市民後見人養成講座9日目のｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ
・ひだまりサロン(高齢者サロン)での広報活動
・自治区での福祉講演会（新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染防止のため延期）

審判日 事 案 概 要
１ 7/21 老人保健施設に入所中の認知症高齢女性。女性の市民後見人が着任
２ 8/28 障がい者施設に入所中の知的障がいのある40代女性。女性の市民後見人が着任

３ 11/25 老人保健施設に入所中の認知症高齢男性。男性の市民後見人が着任
※③の成年被後見人が12月5日に死亡したため終了となった。

４ 11/27 障がい者ＧＨに入所中の知的障がいのある20代女性。女性の市民後見人が着任

５ 1/15 老人保健施設に入所中の認知症高齢男性。男性の市民後見人が着任

申立準備中 老人保健施設に入所中の認知症高齢女性

申立準備中 障がい者施設に入所中の知的障がいのある60代男性

バンク登録者の活躍

バンク登録者数(令和２年度末予定)・・・３４名（市民後見人としての受任状況は以下の通り）
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とよた市 後  の養成について

言葉に込められた『５つの視点』

・・・本人の意思と利益の尊重

・・・市民としての生活の実現

・・・公正な支援

・・・後見人としての自覚

・・・生活等の変化への気づき

とよた市民後見人の活動理念
『本人に寄り添い、心の声に耳を傾ける』 （名刺イメージ）

とよた市民後見人のロゴマークができました 

職業訓練校(天白区)の
課題作成の一環として
御協力いただきました 

【参考】令和２年度豊 市成年後  援センター実績について（概要）

<広報業務>
出前講座や関係機関向け研修会を通じ、成年後見制度及びセンター機能の普及啓発を行った。

・新型コロナウイルス感染拡大防止策の徹底を図りながら、出前講座を１０回開催した。
・センターにつなげる目安作成を意識した地域包括支援センター職員向け研修を開催した。

<相談業務>
後見制度に関する相談支援を行うほか、適切な支援機関に相談をつなげた。

・成年後見制度の対象外であるケースについても関係機関と協議し、適切な支援制度に繋げた。
・身寄りのない方からの相談件数が多い傾向にあり、「今後の生活が心配」という相談が増えている。

<利用促進業務>
行政・専門職・関係機関と連携し、権利擁護が必要な方が成年後見制度につながるよう体制整備を行った。

・関係機関からの相談時には、情報収集や本人との面談などで連携した素早い対応を意識して行った。
・受任調整会議では５９件の調整を行い、必要に応じて家庭裁判所との調整を行った。

<後見人支援業務>
親族後見人や専門職後見人が相談しやすい環境を整えた。

・専門職相談会では１０件の相談実績があった。相談後も継続して後見人支援ができる体制を整えた。
・専門職との勉強会を通して、専門職からも相談が入りやすい関係の構築に努めた。

<法人後見業務>
社会福祉協議会として複合的な問題を抱える世帯、頻回な支援が必要な方等の法人受任を行った。

・新たに６名の法人後見を開始。現在は４０名の方を受任し、支援している。
・うち、４名については市民後見人と複数で受任している。

※すべて令和２年４月 １２月末までの実績
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【参考】令和２年度豊 市成年後  援センター実績について（数値）

<広報業務> 令和元年度実績値 令和２年度目標値 R２年度実績値（12月末）

出前講座（回） ３８ ２０ １０

市民講座（回） ０ １ ０

専門職との勉強会（回） １４ １２ ９

<相談業務> 令和元年度実績値 令和２年度目標値 令和２年度実績値（12月末）

相談支援 ２３６件・延べ３，２２５回 ２５０件 １７３件・延べ２，４９６回

内訳
区分 認知 知的 精神 他

――――――
認知 知的 精神 他

対象者（名） １２５ １４ ３８ ５９ １００ ２３ １８ ３２

<利用促進業務> 令和元年度実績値 令和２年度目標値 令和２年度実績値（12月末）

申立支援（名） １０７ １００ ８７

定例会（回） １２ １２ ９

<後見人支援業務> 令和元年度実績値 令和２年度目標値 令和２年度実績値（12月末）

後見人支援（件） ７３ ―――――― ６３

チーム会議の開催（回） ５３ ７０ ５７

専門職相談会相談件数（件） ―――――― ―――――― １０

<法人後見業務> 令和元年度実績値 令和２年度目標値 令和２年度実績値（12月末）

受任件数（名） ３９（延べ４８） ５０ ４０（延べ５７）
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①
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体
制

を
円

滑
に

構
築

で
き

る
よ

う
な

仕
組

み
づ

く
り

を
創

設
す

る
こ

と
が

必
要

。

重
層

的
支

援
体

制
推

進
（

整
備

）
事

業
に

つ
い

て

「
重

層
的

支
援

体
制

整
備

事
業

」
の

新
設

※
豊

田
市

に
お

い
て

は
、

先
進

的
に

国
の

モ
デ

ル
事

業
を

進
め

て
き

た
背

景
か

ら
、

「
整

備
事

業
」

で
は

な
く

「
推

進
事

業
」

と
呼

ぶ
。
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3

若
年

者
支

援

教
育

保
健

・
医

療
保

健
・

医
療

消
費

者
相

談

就
労

支
援

居
住

支
援

居
場

所

多
分

野
協

働
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

農
業

観
光

ま
ち

づ
く

り

環
境

地
方

創
生

つ
な

が
り

や
参

加
の

支
援

。
狭

間
の

ニ
ー

ズ
に

も
対

応
す

る
参

加
支

援
を

強
化

参
加

支
援

事
業

新

重
層

的
支

援
会

議

・
住

民
同

士
が

出
会

い
参

加
す

る
こ

と
の

で
き

る
場

や
居

場
所

づ
く

り
・

支
え

合
う

関
係

性
を

広
げ

、
交

流
や

活
躍

の
で

き
る

場
を

生
み

出
す

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
機

能

地
域

づ
く

り
事

業

（
仮

称
）

参
加

支
援

協
議

会
の

発
足

継
続

的
な

伴
走

に
よ

る
支

援

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

等
を

通
じ

た
継

続
的

支
援

事
業

新

地
域

住
 

世
代

や
属

性
を

超
え

た
相

談
を

受
け

止
め

、
必

要
な

支
援

機
関

に
つ

な
ぐ

包
括

的
相

談
支

援
事

業

中
核

の
機

能
を

担
い

、
相

談
支

援
関

係
者

へ
連

携
・

つ
な

ぎ

多
機

関
協

働
事

業
新

障
が

い
者

障
が

い
者

相
談

支
援

事
業

所

市
役

所
相

談
窓

口

社
会

福
祉

協
議

会
社

会
福

祉
協

議
会

多
文

化
共

生
多

文
化

共
生

重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
全

体
イ

メ
ー

ジ

豊
田

市
独

自

支
援

プ
ラ

ン
作

成

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

（
仮

称
）

重
層

的
支

援
会

議
定

例
会

の
発

 

豊
田

市
独

自
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重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
に

お
け

る
「包

括
的

相
談

支
援

事
業

」

4

○
属

性
や

世
代

を
問

わ
ず

包
括

的
に

相
談

を
受

け
止

め
る

○
支

援
機

関
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

で
対

応
す

る
○

複
雑

化
・

複
合

化
し

た
課

題
に

つ
い

て
は

適
切

に
多

機
関

協
働

事
業

に
つ

な
ぐ

基
本

事
項

・地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

等
に

お
け

る
相

談
支

援
・障

害
者

等
、

障
害

児
の

保
護

者
又

は
障

害
者

等
の

介
護

を
行

う
者

へ
の

相
談

支
援

・利
用

者
支

援
事

業
の

実
施

機
関

に
お

け
る

相
談

支
援

・生
活

困
窮

者
へ

の
自

立
相

談
支

援

○
相

談
を

担
う

業
務

（
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
、

障
が

い
者

相
談

支
援

事
業

所
、

子
ど

も
家

庭
課

、
子

育
て

支
援

セ
ン

タ
ー

等
、

社
会

福
祉

協
議

会
等

）
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で

同
様

に
、

主
た

る
支

援
対

象
者

以
外

か
ら

の
相

談
で

あ
っ

て
も

、
し

っ
か

り
受

け
止

め
、

適
切

に
支

援
機

関
へ

つ
な

ぐ
。

○
主

た
る

支
援

対
象

者
以

外
の

相
談

も
受

け
止

め
、

適
切

に
支

援
機

関
へ

つ
な

ぐ
た

め
、

自
身

の
属

す
る

分
野

以
外

の
支

援
に

つ
い

て
も

広
く

学
ぶ

機
会

を
創

出
す

る
。

対
応

方
針

子
ど

も
若

者
生

活
困

窮
障

が
い

者
高

齢
者

福
祉

総
合

相
談

課
生

活
福

祉
課

保
育

課
子

ど
も

家
庭

課
次

世
代

育
成

課
地

域
保

健
課

障
が

い
福

祉
課

保
健

支
援

課
高

齢
福

祉
課

地
域

保
健

課

社
会

福
祉

協
議

会

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
等

豊
田

若
者

サ
ポ

ー
ト

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

障
が

い
者

相
談

支
援

委
託

事
業

所
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー

住
民

の
相

談
を

受
け

止
め

る
窓

口
つ

な
ぐ

福
祉

総
合

相
談

課

福
祉

の
相

談
窓

口

生
活

全
般

住
民

民
生

委
員

つ
な

ぐ
つ

な
ぐ

つ
な

ぐ
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重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
に

お
け

る
「ア

ウ
ト

リ
ー

チ
等

を
通

じ
た

継
続

的
支

援
事

業
」

5

○
支

援
を

必
要

と
す

る
人

を
早

期
に

発
見

す
る

た
め

に
、

関
係

機
関

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

か
ら

相
談

者
を

発
見

す
る

○
支

援
を

必
要

と
す

る
人

に
支

援
を

届
け

る
た

め
に

、
自

宅
訪

問
な

ど
の

支
援

を
行

う
（

本
人

と
の

関
係

づ
く

り
）

基
本

事
項

○
関

係
機

関
や

地
域

か
ら

情
報

が
入

っ
た

場
合

、
支

援
機

関
は

情
報

収
集

及
び

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
実

施
し

、
対

象
者

を
訪

問
す

る
な

ど
受

け
身

で
は

な
く

、
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
に

よ
る

積
極

的
な

行
動

を
取

る
。

○
特

に
、

高
齢

者
は

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

、
障

が
い

者
は

障
が

い
者

相
談

支
援

事
業

所
、

子
ど

も
は

子
ど

も
家

庭
課

、
生

活
困

窮
は

社
協

Ｃ
Ｓ

Ｗ
、

全
体

の
フ

ォ
ロ

ー
を

福
祉

総
合

相
談

課
と

い
う

よ
う

に
対

象
別

で
主

体
と

な
る

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

機
能

を
持

つ
機

関
を

確
保

す
る

。

対
応

方
針

潜
在

的
な

ニ
ー

ズ
を

抱
え

る
人

子
ど

も
家

庭
課

障
が

い
者

相
談

支
援

委
託

事
業

所

社
会

福
祉

協
議

会
Ｃ

Ｓ
Ｗ

福
祉

総
合

相
談

課

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

民
生

・
児

童
委

員

地
域

住
民

関
係

機
関

情
報

提
供

情
報

収
集

ア
セ

ス
メ

ン
ト

自
宅

訪
問

な
ど

の
働

き
か

け

○
支

援
プ

ラ
ン

の
作

成
○

支
援

会
議

の
実

施

複
合

の
場

合
は

多
機

関
協

働
事

業
を

経
て

重
層

的
支

援
会

議

・
入

手
し

た
情

報
に

応
じ

て
本

人
と

関
係

性
の

構
築

に
向

け
た

働
き

か
け

・
プ

ラ
ン

を
作

成

・
同

意
が

得
ら

れ
る

こ
と

が
想

定
し

難
い

た
め

、
支

援
会

議
で

情
報

共
有

・
関

係
性

が
構

築
さ

れ
、

同
意

が
得

ら
れ

た
ら

重
層

的
支

援
会

議
に

諮
り

、
支

援
プ

ラ
ン

の
決

定

・
主

た
る

支
援

者
が

プ
ラ

ン
に

沿
っ

て
支

援

同
意

が
得

ら
れ

た
場

合

支
援

会
議

な
ど
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重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
に

お
け

る
「多

機
関

協
働

事
業

」

6

○
複

合
的

な
課

題
を

有
し

て
お

り
、

支
援

関
係

機
関

に
よ

る
役

割
分

担
や

支
援

の
方

向
性

を
整

理
す

る
役

割
○

重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
の

中
核

を
担

う
事

業

基
本

事
項

○
令

和
２

年
度

ま
で

包
括

化
推

進
員

は
福

祉
総

合
相

談
課

と
社

協
Ｃ

Ｓ
Ｗ

の
２

者
で

あ
っ

た
が

、
高

齢
福

祉
課

、
障

が
い

福
祉

課
、

生
活

福
祉

課
、

次
世

代
育

成
課

、
子

ど
も

家
庭

課
、

保
育

課
、

地
域

保
健

課
、

保
健

支
援

課
の

計
１

０
者

に
拡

大
し

、
そ

れ
ぞ

れ
が

支
援

機
関

を
巻

き
込

ん
だ

支
援

を
実

施
で

き
る

よ
う

進
化

す
る

。
○

福
祉

総
合

相
談

課
を

多
機

関
調

整
管

理
者

と
し

、
そ

の
他

を
多

機
関

調
整

推
進

員
と

位
置

付
け

、
多

機
関

協
働

事
業

者
の

相
談

先
や

と
り

ま
と

め
を

福
祉

総
合

相
談

課
と

す
る

。

対
応

方
針

複
合

的
な

課
題

を
抱

え
る

人 子
ど

も
家

庭
課

障
が

い
者

相
談

支
援

委
託

事
業

所

社
会

福
祉

協
議

会
Ｃ

Ｓ
Ｗ

福
祉

総
合

相
談

課

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

○
支

援
に

つ
い

て
関

係
機

関
を

集
め

て
検

討
○

支
援

プ
ラ

ン
の

決
定

・
共

有
○

参
加

支
援

事
業

の
利

用
の

有
無

重
層

的
支

援
会

議
（

ケ
ー

ス
会

議
）

・
複

合
的

な
課

題
を

有
し

て
い

た
り

、
支

援
の

役
割

分
担

を
行

う
こ

と
が

望
ま

し
い

案
件

の
相

談
受

付

・
ア

セ
ス

メ
ン

ト
（
包

括
的

相
談

支
援

事
業

で
や

っ
て

お
く

の
が

望
ま

し
い

）

・
支

援
プ

ラ
ン

を
作

成

・
重

層
的

支
援

会
議

に
諮

り
、

支
援

プ
ラ

ン
の

決
定

・
主

た
る

支
援

者
が

プ
ラ

ン
に

沿
っ

て
支

援

同
意

が
な

い
場

合
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
等

を
通

じ
た

継
続

的
支

援

多
機

関
調

整
管

理
者

福
祉

総
合

相
談

課

多
機

関
調

整
推

進
員

高
齢

福
祉

課
子

ど
も

家
庭

課

保
育

課

地
域

保
健

課

保
健

支
援

課

社
協

Ｃ
Ｓ

Ｗ

・
推

進
員

で
は

困
難

な
案

件
の

相
談

・
実

施
報

告
重

層
的

支
援

会
議

へ
の

応
援

参
加

同
意

が
得

ら
れ

た
場

合

な
ど

支
援

会
議

生
活

福
祉

課

障
が

い
福

祉
課

次
世

代
育

成
課

重
層

的
支

援
会

議
定

例
会

○
多

機
関

調
整

管
理

者
○

多
機

関
調

整
推

進
員

○
そ

の
他

必
要

と
認

め
る

者

支
援

に
関

す
る

情
報

共
有

・
分

析

豊
田

市
独

自
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重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
に

お
け

る
「参

加
支

援
事

業
」

7

○
既

存
事

業
で

は
対

応
で

き
な

い
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
た

め
、

本
人

の
ニ

ー
ズ

と
地

域
資

源
と

の
調

整
を

行
い

、
多

様
な

社
会

参
加

を
促

進
○

本
人

に
対

す
る

定
着

支
援

と
受

入
れ

先
へ

の
支

援
（

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
）

基
本

事
項

○
社

会
参

加
に

つ
な

げ
た

い
が

、
既

存
事

業
で

は
対

応
で

き
な

い
支

援
に

お
い

て
、

本
人

の
ニ

ー
ズ

と
地

域
資

源
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

を
図

り
、

参
加

で
き

る
場

所
を

確
保

す
る

と
と

も
に

、
受

け
入

れ
先

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
実

施
す

る
。

○
つ

な
げ

る
地

域
資

源
が

な
い

場
合

、
新

た
に

立
ち

上
が

る
「

と
よ

た
多

世
代

参
加

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
に

支
援

を
依

頼
し

、
個

々
の

ニ
ー

ズ
に

対
応

す
る

支
援

開
発

を
実

施
す

る
。

【
豊

田
市

の
重

層
的

支
援

体
制

推
進

事
業

の
最

重
要

ポ
イ

ン
ト

】

対
応

方
針

社
会

参
加

が
必

要
な

人

子
ど

も
家

庭
課

障
が

い
者

相
談

支
援

委
託

事
業

所

社
会

福
祉

協
議

会
Ｃ

Ｓ
Ｗ

福
祉

総
合

相
談

課

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

地
域

資
源

マ
ッ

チ
ン

グ

・
多

機
関

協
働

事
業

で
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

・
重

層
的

支
援

会
議

で
の

プ
ラ

ン
決

定

と
よ

た
多

世
代

参
加

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

受
入

れ
調

整
受

入
れ

後
の

フ
ォ

ロ
ー

地
域

資
源

も
な

い
場

合
は

個
別

サ
ー

ビ
ス

の
開

発

ア
セ

ス
メ

ン
ト

協
議

会
内

で
作

成
し

た
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

高
齢

分
野

事
業

所
障

が
い

分
野

事
業

所
子

ど
も

分
野

事
業

所
困

窮
分

野
事

業
所

・
重

層
的

支
援

会
議

で
必

要
と

認
め

ら
れ

た
場

合
に

利
用

・
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

た
丁

寧
な

マ
ッ

チ
ン

グ

・
社

会
参

加
に

向
け

た
支

援
の

た
め

の
メ

ニ
ュ

ー
づ

く
り

・
本

人
に

対
す

る
定

着
支

援
と

受
入

れ
先

へ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
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重
層

的
支

援
体

制
推

進
事

業
に

お
け

る
「地

域
づ

くり
事

業
」

8

○
既

存
事

業
に

つ
い

て
は

、
継

続
し

て
事

業
実

施
し

て
い

く
。

○
社

協
Ｃ

Ｓ
Ｗ

を
主

導
に

、
各

事
業

実
施

者
の

困
り

ご
と

解
消

や
事

業
改

善
な

ど
を

図
り

、
各

事
業

の
一

体
化

を
目

指
す

。
○

参
加

支
援

事
業

で
結

び
付

け
る

こ
と

が
で

き
る

地
域

資
源

の
ひ

と
つ

と
な

る
よ

う
地

域
力

の
育

成
を

意
識

す
る

。

○
世

代
や

属
性

を
超

え
て

住
民

同
士

が
交

流
で

き
る

多
様

な
場

や
居

場
所

を
整

備
す

る
。

【
多

様
な

「
場

」
づ

く
り

】
○

「
人

と
人

」
「

人
と

居
場

所
」

な
ど

を
つ

な
ぎ

合
わ

せ
る

。
【

つ
な

ぎ
・

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
機

能
】

○
５

事
業

（
介

護
２

つ
、

障
が

い
、

子
ど

も
、

困
窮

）
を

全
て

実
施

す
る

こ
と

が
規

定
さ

れ
て

い
る

。

基
本

事
項

対
応

方
針

・
地

域
社

会
か

ら
の

孤
立

を
防

ぐ
と

と
も

に
、

地
域

に
お

け
る

多
世

代
の

交
流

や
多

様
な

活
躍

の
場

を
確

保
す

る
地

域
づ

く
り

に
向

け
た

支
援

・
住

民
同

士
が

出
会

い
参

加
す

る
こ

と
の

で
き

る
場

や
居

場
所

づ
く
り

・
支

え
合

う
関

係
性

を
広

げ
、

交
流

や
活

躍
の

で
き

る
場

を
生

み
出

す
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

機
能

個 別 支 援 （ 相 談 支 援 ）

地 域 課 題 の 解 決 を 目 指 し た

地 域 づ く り

興 味 ・ 関 心 か ら 始 ま る 活 動

よ り 豊 か な く ら し を 目 指 し た

ま ち づ く り

新
た

な
出

会
い

・
気

づ
き

か
ら

始
ま

る
「

地
域

づ
く

り
」

の
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム

エ
ポ

レ
・

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
21

い
な

ぶ

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー

子
ど

も
食

堂
運

営
支

援
・

く
ら

し
応

援
資

金
協

議
体

・
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー

民
生

委
員

児
童

委
員

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

企
業

商
店

自
治

区

社
福

法
人

Ｎ
Ｐ

Ｏ

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
機

能
＜

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

＞
・

地
域

課
題

や
問

題
意

識
の

共
有

・
ノ

ウ
ハ

ウ
や

機
能

の
共

有

人
場

元
気

ア
ッ

プ
教

室
・

自
主

グ
ル

ー
プ

支
援

一
般

介
護

予
防

事
業

生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

地
域

活
動

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

共
助

の
基

盤
づ

く
り

事
業

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
事

業
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生活困窮者のための就労訓練事業の実施協力について 

 

豊田市福祉部福祉総合相談課 
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豊田市は、国から SDGｓ未来都市として選定を受けています。 

ＳＤＧｓでは、１７の目標が設定されており、福祉分野では「全ての人に健康

と福祉を ～あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進

する～」という目標も掲げられています。 

誰一人取り残されることなく、誰もが支え合うことのできる地域共生社会の

実現に向けての取組の一つが「生活困窮者のための就労認定訓練事業」です。 

 障がい福祉サービス事業者の皆様におかれましては、地域における公益的な

取組として、事業実施の協力について、ご検討をお願いします。 

 

 

１ 対象者はどんな人？ 

 ●すぐには一般企業で働くことが難しい方です。長期離職者や、ニート、ひき

こもり、心身の課題があったりと、さまざまな状況の方が利用できます。 

 ●障がい者手帳の所持や、疾病や障がい等の診断名の有無は関係ありません。 

 

 

２ 就労訓練事業とは？ 

 ●生活困窮者の自立相談支援機関（豊田市では、社会福祉協議会となります）

からの紹介に応じて、就労に困難を抱える方を受け入れます。 

 ●就労訓練事業者は、就労の機会を提供するとともに、生活面や健康面での支

援を行います。 

 ●利用者に対し、訓練として就労体験の場を提供する「非雇用型」と雇用契約

を締結したうえで支援付きの就労を行う「雇用型」のいずれかで就労訓練を

行います。 

 ●具体的なイメージとしては、障がい福祉サービスの「就労継続支援 A 型・

B 型」と類似しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【厚生労働省「生活困窮者自立支援法に基づく認定就労訓練事業の実施に関

するガイドライン」（抜粋）】 
 

障がい者就労継続支援事業を行う施設等において、定員外（障がい者総合

支援法に基づく給付等の対象外）として対象者を受け入れ、作業施設内での

就労に携わる中で一般就労に向けた支援を行うようなケースも一つの類型

として想定される。 
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３ 事業を開始するまでの流れ 

 ●就労訓練事業を行うためには、事業所ごとに豊田市長の認定を受ける必要

があります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※社会福祉法人等、法人所管のある法人が実施する場合には、定款変更

（公益事業（定員規模によっては社会福祉事業）への位置づけ）が必要

になる場合があります。 

 

 

４ 障がい福祉サービスとの相違点 

 障がい福祉サービス 就労訓練事業 

事業開始 市の事業所指定を受ける 市の事業所認定を受ける 

報酬 サービス報酬あり 報酬なし 

利用方法 市が支給決定 

（サービス等利用計画が必

要） 

社会福祉協議会が支援決定 

（生活困窮者自立支援プラン

が必要） 

 

 

 

 

 

【認定基準の主な内容】 

（１）就労訓練事業者に関する要件 

  ①法人格を有すること 

  ②事業実施に足りる施設、人員及び財政基盤を有すること 

  ③支援機関のあっせんに応じ、利用希望者を受け入れる など 

（２）就労等の支援に関する要件 

  ①事業の責任者を配置すること（特に資格は必要ありません） 

②就労等の支援に関する計画を策定すること 

  ③利用者の状況を把握し、必要な相談、助言等を行うこと など 

（３）安全衛生に関する要件 

  ●非雇用型の利用者の安全衛生その他の作業条件について、労働基

準法及び労働安全衛生法の規定に準ずること 

（４）災害補償に関する要件 

  ●非行型の利用者が就労訓練事業において災害を被った場合の補償

のために、必要な措置を講じること（保険への加入など） 

もっと詳しく知りたいという方は、 

福祉総合相談課までご連絡ください。説明にお伺いします。 

電話 ０５６５－３４－６７９１ 

E メール fukushi-sodan@city.toyota.aichi.jp 
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障がい者虐待の現状について 

 

豊田市福祉部福祉総合相談課 
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１　養護者による障がい者虐待に関する近5年間の件数実績について（Ｈ27-Ｒ１）

（１）障がい者虐待に係る通報・届出受付件数
通報・相談 届出 合計 県

Ｈ27 8 7 15 244

Ｈ28 2 6 8 268

Ｈ29 7 8 15 326

Ｈ30 6 3 9 414

Ｒ1 16 0 16 未集計

（２）障がい種別
身体障がい 知的障がい 精神障がい（発達を除く）発達障がい その他 不明 合計

Ｈ27 0 10 6 0 0 0 16

Ｈ28 4 4 1 2 0 0 11

Ｈ29 2 8 4 1 0 0 15

Ｈ30 3 5 0 1 0 0 9

Ｒ1 3 7 7 0 0 0 17

※ひとりの障がい者で複数の障がいがある場合はそれぞれで計上しているので、（１）の合計値とは合致しない。

（３）虐待類型
身体的虐待 性的虐待  理的虐待 放棄・放任 経済的虐待 合計

Ｈ27 8 0 7 2 3 20

Ｈ28 5 0 3 3 0 11

Ｈ29 5 0 6 3 4 18

Ｈ30 6 0 4 2 2 14

Ｒ1 11 0 4 3 2 20
※受付件数１件当たりで複数の虐待に該当する場合はそれぞれで計上しているので、（１）の合計値とは合致しない。

（４）事実確認後の対応

やむを得な
い事由によ
る措置

市町村独自
事業に
よる一時保
護

他の親族等
が
世話をする

 談等を 
い、
引き続き養
護者が
世話をする

入院
福祉サービ
ス契約利 
による分離

Ｈ27 12 0 0 0 3 0 0 15

Ｈ28 5 0 0 1 2 0 0 8

Ｈ29 11 0 0 1 3 0 0 15

H30 3 0 0 0 1 0 5 9

Ｒ1 11 0 0 0 3 1 1 16

障がい者虐待
として認定し
なかった事案

障がい者虐待として認定した事案

合計
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子ども食堂について 

 

豊田市福祉部福祉総合相談課 
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“子
ど

も
食

堂
”の

実
施

状
況

に
つ

い
て

（
概

要
）

令
和

２
年

１
０

 
現

在

①
梅

坪
台

地
区

「お
か

え
り

食
堂

」

②
末

野
原

地
区

「ゆ
る

っ
と

ほ
っ

と
か

ふ
ぇ

」

③
逢

妻
地

区
「☆

き
ら

り
ん

☆
」

運
営

主
体

う
め

つ
ぼ

フ
ァミ

リー
ク

ラ
ブ

（
 

 
町

2丁
目

３
８

－
１

）

趣
旨

等
●

世
代

間
交

流
を

通
し

て
、
 

ども
を

地
域

で
 

守
り、

地
域

で
育

て
る

活
動

●
高

齢
者

の
外

出
の

機
会

の
創

出
す

る
こ

とで
の

介
護

予
防

の
場

開
始

時
期

平
成

28
年

11
月

毎
月

1回
第

3日
曜

日
午

前
9時

30
分

 
12

時

開
催

場
所

ほ
っと

ほ
ー

む
よ

って
い

で
ん

（
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

）

参
加

者
数

34
名

（
うち

、
子

ども
15

名
）

※
H

30
.4

.1
5日

時
点

実
施

内
容

調
理

実
践

、
 

事
、
ふ

れ
あ

い
、
イ

ベ
ン

ト
的

に
フ
ァミ

リー
コ

ン
サ

ー
ト

の
開

催

運
営

資
 

わ
くわ

く事
業

補
助

 
・参

加
費

（
 

 
30

0円
子

ども
20

0円
）

運
営

主
体

ゆ
る

っと
か

ふ
ぇの

会
（

管
理

栄
養

 
・主

任
児

童
委

員
）

趣
旨

等
●

 
え

に
くい

貧
困

、
ネ

グ
レ

ク
ト

、
孤

 
、
学

校
へ

 
き

づ
ら

い
 

の
居

場
所

づ
くり

と 
の

 
 

 
援

・学
習

 
援

●
あ

た
た

か
な

切
れ

 
な

い
 

守
りで

つ
な

が
る

地
域

づ
くり

、
顔

の
 

え
る

 
援

開
始

時
期

平
成

29
年

１
 

開
催

場
所

末
野

原
交

流
館

毎
月

１
回

不
定

期
日

曜
日

午
後

１
時

 
３

時

参
加

者
数

24
名

（
うち

、
子

ども
18

名
）

※
H

30
.6

.1
5日

時
点

実
施

内
容

ボ
ラ

ン
テ

ィア
との

調
理

実
践

、
 

事
、
ふ

れ
あ

い
、
学

習
、
ス

ポ
ー

ツ
、
遊

び

運
営

資
 

参
加

費
(1

00
円

）
豊

 
市

 
ども

 
堂

安
全

確
保

費
補

助
 

そ
の

他
中

京
大

学
の

学
生

ボ
ラ

ン
テ

ィア
の

参
加

運
営

主
体

☆
き

ら
りん

☆
（

市
 

福
祉

 
学

修
了

 
・ 

 
保

健
推

進
員

・主
任

児
童

委
員

）

趣
旨

等
●

貧
困

世
帯

の
子

ども
を

想
定

し
な

が
ら

、
地

域
の

子
ども

を
対

象
●

世
代

間
交

流
の

中
で

、
健

全
な

 
育

て
を

地
域

で
 

え
合

う

開
始

時
期

平
成

30
年

4月
毎

月
１

回
第

2土
曜

日
午

前
10

時
 

午
後

3時

開
催

場
所

深
田

山
第

二
公

会
堂

参
加

者
数

38
名

（
うち

、
子

ども
30

名
）

※
H

30
.1

0.
13

日
時

点

実
施

内
容

ボ
ラ

ン
テ

ィア
との

調
理

実
践

、
ふ

れ
あ

い
、
 

事
、
遊

び

運
営

資
 

わ
くわ

く事
業

補
助

 
・参

加
費

（
10

0円
）

※
参

加
者

数
に

は
、
子

ども
や

、
地

域
の

高
齢

者
の

ほ
か

、
ボ

ラ
ン

テ
ィア

な
どの

運
営

者
を

含
み

ま
す

。

④
崇

化
館

地
区

「お
ば

あ
ち

ゃ
ん

ち
は

、
ひ

ま
わ

り
邸

食
堂

」

運
営

主
体

社
会

福
祉

法
人

福
寿

園

趣
旨

等

●
貧

困
世

帯
の

 
ども

た
ち

の
孤

 
を

防
ぎ

、
社

会
性

を
育

む
機

会
を

提
供

●
ボ

ラ
ン

テ
ィア

の
地

域
住

 
や

施
設

利
 

 
齢

者
とつ

な
が

りの
場

●
ひ

とり
親

世
帯

の
親

に
対

し
て

の
就

労
支

援
●

職
員

の
地

域
貢

献
に

関
す

る
人

材
育

成

開
始

時
期

平
成

30
年

7月

開
催

場
所

地
域

密
着

型
複

合
福

祉
施

設
「ひ

ま
わ

り邸
」

偶
数

月
１

回
第

４
 

曜
 

午
後

5時
30

分
 

７
時

参
加

者
数

69
名

（
うち

、
子

ども
26

名
）

※
H

30
.1

0.
26

日
時

点

実
施

内
容

食
事

の
提

供
・学

習
支

援
・ふ

れ
あ

い
、
遊

び

運
営

資
 

福
寿

園
の

地
域

貢
献

に
よ

る
出

資
参

加
費

（
幼

児
 

５
０

円
、
 

中
学

 
 

10
0円

、
 

 
 

20
0円

）

そ
の

他
豊

田
地

域
看

護
専

門
学

校
・豊

田
高

専
の

学
生

ボ
ラ

ン
テ

ィア
の

参
加

290



“子
ど

も
食

堂
”の

実
施

状
況

に
つ

い
て

（
概

要
）

⑤
高

岡
地

区
「こ

ど
も

食
堂

さ
ん

ぽ
み

ち
」

運
営

主
体

一
般

社
団

法
人

「天
使

の
か

け
は

し
」

趣
旨

等
●

不
登

校
・ひ

き
こ

も
り・

 
育

て
・ 

 
 

援
・社

会
復

帰
等

を
 

援
す

る
法

 
●

人
と人

が
つ

な
が

る
地

域
の

居
場

所
づ

くり
●

晩
ご

は
ん

を
み

ん
な

で
作

る
。
孤

食
予

防

開
始

時
期

平
成

30
年

9月
よ

り、
月

１
回

実
施

開
催

場
所

カ
フ
ェ癒

し
空

間
A

ng
el

M
ot

he
r

毎
月

１
回

第
４

土
曜

日
午

後
4時

 
７

時

参
加

者
数

15
名

（
うち

、
子

ども
2名

）
※

H
30

.9
.2

2日
時

点

実
施

内
容

ボ
ラ

ン
テ

ィア
との

調
理

実
践

、
 

事
、
ふ

れ
あ

い

運
営

資
 

タ
ック

ス
ト

ヨタ
・カ

フ
ェエ

ン
ジ

ェル
マ

ザ
ー

寄
付

 
参

加
費

（
 

 
 

30
0円

、
 

ども
 

10
0円

）

⑥
崇

化
館

地
区

「作
ろ

う
 

 
べ

よ
う

 
あ

そ
ぼ

ま
い

 
」

運
営

主
体

崇
化

館
地

区
「ぬ

くも
り 

ね
っと

」

趣
旨

等

●
地

域
の

子
ども

た
ち

の
居

場
所

づ
くり

●
核

家
族

や
地

域
の

人
間

関
係

の
希

薄
化

の
予

防
●

地
域

と学
校

との
連

携
●

必
要

な
子

ども
へ

の
学

習
支

援

開
始

時
期

令
和

元
年

5月
毎

月
１

回
第

３
土

曜
日

午
前

11
時

 
午

後
2時

開
催

場
所

崇
化

館
交

流
館

参
加

者
数

挙
 

 
学

校
４

 
６

年
 

チ
ラ

シ
の

配
布

実
施

内
容

ボ
ラ

ン
テ

ィア
との

調
理

・ 
事

・ふ
れ

あ
い

運
営

資
 

参
加

費
（

 
 

・ 
ども

 
10

0円
）

わ
くわ

く事
業

補
助

 

⑦
上

郷
桝

塚
 

町
「多

世
代

サ
ロ

ン
型

子
ど

も
食

堂
」

運
営

主
体

桝
塚

 
町

ボ
ラ

ン
テ

ィア
「さ

さ
え

愛
隊

」

趣
旨

等

●
向

こ
う
三

軒
両

隣
、
 

ども
も

、
 

 
も

、
高

齢
者

も
障

害
者

も
み

ん
な

お
い

で
●

地
域

み
ん

な
の

居
場

所
づ

くり
●

夏
休

み
・冬

休
み

の
宿

題
を

。

開
始

時
期

平
成

30
年

8月
よ

りイ
ベ

ン
ト

的
に

実
施

開
催

場
所

上
郷

桝
塚

 
町

「憩
の

家
・児

童
館

」

参
加

者
数

73
名

（
うち

、
子

ども
12

名
）

※
H

30
.9

.2
4日

時
点

実
施

内
容

ボ
ラ

ン
テ

ィア
との

調
理

・ 
事

・ふ
れ

合
い

・遊
び

・学
習

運
営

資
 

参
加

費
（

 
 

・ 
ども

 
10

0円
）

⑧
末

野
原

地
区

「あ
そ

び
と

くら
し

と
ま

な
び

の
家

ち
ゃ

ぽ
っ

と
」

運
営

主
体

地
域

の
つ

どい
の

家
作

り実
 

委
員

会
（

代
表

 
杉

 
 

）

趣
旨

等
●

「あ
そ

こ
に

 
け

ば
誰

か
に

会
え

る
」家

。
困

った
とき

に
「助

け
て

」が
 

え
る

家
●

子
ども

も
大

人
も

集
い

つ
な

が
る

家
。
心

安
ら

げ
る

地
域

の
家

●
人

に
も

環
境

に
も

優
し

く、
人

も
資

源
も

循
環

す
る

場

開
始

時
期

平
成

30
年

6月

開
催

場
所

空
き

家
活

用
（

豊
栄

町
９

丁
目

９
９

－
５

）
毎

月
2回

第
1・

3月
曜

日
午

前
10

時
 

午
後

3時

参
加

者
数

20
名

（
うち

、
子

ども
11

名
）

※
H

31
.4

.1
日

時
点

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・ふ
れ

あ
い

、
遊

び

運
営

資
 

わ
くわ

く事
業

補
助

 
参

加
費

（
子

ども
 

10
0円

、
 

 
 

50
0円

）

そ
の

他
認

知
症

高
齢

者
・ひ

とり
暮

ら
し

高
齢

者
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“子
ど

も
食

堂
”の

実
施

状
況

に
つ

い
て

（
概

要
）

⑨
常

盤
の

お
抹

茶
サ

ロ
ン

「お
ば

あ
ち

ゃ
ん

と
抹

茶
体

験
の

お
う

ち
」

運
営

主
体

お
抹

茶
サ

ロ
ン

（
光

輝
庵

店
主

北
川

テ
ル

 
）

趣
旨

等
●

困
った

とき
に

相
談

が
で

き
る

、
ひ

とり
ぼ

っち
の

夕
飯

か
ら

に
ぎ

や
か

な
夕

飯
へ

。
●

ひ
とり

ぐら
し

の
お

ば
あ

ち
ゃ

ん
と一

緒
に

作
る

あ
った

か
い

ご
飯

。
●

子
ども

と高
齢

者
が

集
い

つ
な

が
る

家
。
心

安
ら

げ
る

地
域

の
家

開
始

時
期

平
成

31
年

4月

開
催

場
所

抹
茶

サ
ロ

ン
（

常
盤

町
２

－
１

９
）

毎
月

１
回

第
４

水
曜

日
午

後
３

時
半

 
午

後
７

時
半

参
加

者
数

産
業

文
化

セ
ン

タ
ー

学
習

支
援

「温
」で

チ
ラ

シ
配

布

実
施

内
容

抹
茶

体
験

・調
理

実
践

・ 
事

・ふ
れ

あ
い

・学
習

運
営

資
 

 
ども

 
堂

安
全

確
保

費
補

助
 

参
加

費
（

子
ども

 
10

0円
ま

た
は

お
手

伝
い

）

そ
の

他
ひ

とり
暮

ら
し

高
齢

者

⑩
上

郷
地

区
天

道
院

「郷
の

 
」

運
営

主
体

ボ
ラ

ン
テ

ィア
団

体
I`

m
 h

om
e!

（
 

 
児

童
委

員
・主

任
児

童
委

員
・教

員
O

B
・保

育
園

園
 

O
B
・現

保
育

園
園

 
・ 

育
て

 
援

セ
ン

タ
ー

 
）

趣
旨

等
●

不
登

校
・ひ

き
こ

も
り 

援
●

人
と人

が
つ

な
が

る
地

域
の

居
場

所
づ

くり
●

日
中

の
居

場
所

・昼
食

を
み

ん
な

で
作

る
。
孤

食
予

防

開
始

時
期

平
成

30
年

6月
よ

り週
２

回
実

施

開
催

場
所

上
郷

天
道

院

参
加

者
数

生
徒

７
名

、
ボ

ラ
ン

テ
ィア

10
名

実
施

内
容

ボ
ラ

ン
テ

ィア
との

調
理

、
 

事
、
ふ

れ
あ

い

運
営

資
 

東
名

ラ
イ

オ
ン

ズ
資

 
提

供
、
備

品
提

供
社

会
福

祉
協

議
会

 
ども

基
 

豊
 

市
 

ども
 

堂
安

全
確

保
費

補
助

 

⑪
藤

岡
「清

野
カ

フ
ェ

焼
き

 
て

パ
ン

を
作

ろ
う

 
」

運
営

主
体

 
 

 
 

（
不

登
校

・引
き

こ
も

り 
援

）
（

代
表

清
野

裕
美

氏
）

趣
旨

等
●

不
登

校
・ひ

き
こ

も
り 

援
●

人
と人

が
つ

な
が

る
地

域
の

居
場

所
●

不
登

校
 

援
コ

ー
デ

ィネ
ー

タ
ー

と 
緒

に
焼

き
 

て
パ

ン
を

作
る

開
始

時
期

平
成

31
年

4月

開
催

場
所

清
野

サ
ロ

ン
（

御
作

町
日

影
山

１
０

３
７

-５
８

）
毎

月
１

回
第

１
日

曜
日

午
後

1時
 

３
時

参
加

者
数

子
ども

3名
、
ボ

ラ
ン

テ
ィア

２
名

実
施

内
容

パ
ン

焼
き

体
験

・食
事

・ふ
れ

あ
い

運
営

資
 

そ
の

他
参

加
費

無
料

⑫
朝

日
丘

地
区

「
 

の
 

」

運
営

主
体

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィア
グ

ル
ー

プ
ソ

レ
イ

ユ
（

代
表

 
 

 
 

美
）

趣
旨

等

●
不

登
校

・ひ
き

こ
も

り 
援

●
人

と人
が

つ
な

が
る

地
域

の
居

場
所

づ
くり

●
日

中
の

居
場

所
・昼

食
を

み
ん

な
で

作
る

。
●

子
ども

の
自

己
肯

定
感

を
高

め
る

居
場

所

開
始

時
期

令
和

元
年

6月
21

 
（

 
）

午
後

0時
 

2時

開
催

場
所

神
 

寺
茶

室
（

朝
 

ヶ
丘

6丁
目

41
）

参
加

者
数

１
４

名
（

子
ども

２
名

、
大

人
１

２
名

）

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

・学
習

運
営

資
 

市
内

企
業

資
 

提
供

そ
の

他
協

 
 

神
 

寺
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“子
ど

も
食

堂
”の

実
施

状
況

に
つ

い
て

⑬
挙

 
地

区
「 

 
ど

も
カ

フ
ェ

 
ま

ん
ぷ

く」

運
営

主
体

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィア
代

表
 

城
賀

代

趣
旨

等

●
孤

食
の

子
ども

が
他

者
と食

べ
る

こ
との

楽
し

さ
を

知
る

●
多

世
代

の
交

流
を

し
な

が
ら

 
ども

た
ち

（
 

 
を

含
む

）
の

空
腹

を
満

た
し

笑
顔

を
作

り出
す

こ
とで

心
を

豊
か

に
す

る
●

イ
ベ

ン
ト

を
通

し
て

物
を

作
る

楽
し

さ
を

知
る

と共
に

経
験

豊
富

な
子

ども
を

育
て

る
。

開
始

時
期

令
和

元
年

９
 

２
６

 
開

設

開
催

場
所

満
福

支
店

（
小

坂
本

町
５

丁
目

１
３

－
１

０
）

周
知

方
法

各
学

校
や

自
治

区
、
支

援
者

に
よ

る
個

別
配

布

実
施

内
容

軽
 

・調
理

・宿
題

・ふ
れ

あ
い

、
遊

び

運
営

資
 

参
加

費
 

無
料

ま
た

は
安

価

そ
の

他
共

催
 

豊
 

市
 

化
振

興
財

団
・随

時
イ

ベ
ン

ト
開

催

⑭
美

 
地

区
「

東
山

ぐ
う

ぐ
う

食
堂

い
ま

こ
こ

」

運
営

主
体

い
ま

・こ
こ

（
代

表
 

 
 

 
）

趣
旨

等
●

み
ん

な
と一

緒
に

食
事

や
お

し
ゃ

べ
りを

楽
し

め
る

●
子

ども
も

大
人

も
、
お

じ
い

ち
ゃ

ん
も

お
ば

あ
ち

ゃ
ん

も
誰

で
も

参
加

●
 

事
を

 
べ

る
だ

け
で

な
く、

準
備

や
調

理
、
 

づ
け

も
 

緒
に

開
始

時
期

令
和

元
年

10
月

14
日

開
設

参
加

者
数

62
名

開
催

場
所

東
山

市
営

団
地

集
会

場

周
知

方
法

 
治

区
回

覧
・地

域
の

協
 

に
よ

る
周

知
・居

場
所

「い
ま

こ
こ

」に
よ

る
周

知

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

・学
習

運
営

資
 

 
ども

 
堂

安
全

補
助

 
案

内
中

参
加

費
（

子
ども

 
10

0円
ま

た
は

お
 

伝
い

、
 

 
 

30
0円

）

そ
の

他
豊

 
東

ロ
ー

タ
リー

ク
ラ

ブ
に

よ
る

出
資

・ 
治

区
協

 

⑮
逢

妻
県

営
団

地
「茶

の
間

」

運
営

主
体

逢
妻

県
営

 
治

区
 

（
代

表
 

 
中

 
）

趣
旨

等

●
ひ

とり
親

・困
窮

世
帯

に
お

け
る

子
ども

た
ち

の
居

場
所

づ
くり

●
子

ども
が

、
勉

強
の

み
で

な
く社

会
で

活
用

で
き

る
知

恵
や

経
験

を
学

ぶ
場

●
地

域
の

高
齢

者
が

、
特

技
を

持
ち

寄
り、

子
ども

た
ち

に
伝

承
す

る
●

小
学

校
・中

学
校

との
連

携

開
始

時
期

令
和

２
年

2月
21

 
（

 
）

開
設

開
催

場
所

逢
妻

県
営

団
地

集
会

所

周
知

方
法

自
治

区
回

覧
・チ

ラ
シ

配
布

（
逢

妻
県

営
団

地
限

定
）

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

・学
習

運
営

資
 

 
ども

 
堂

安
全

確
保

費
補

助
 

案
内

中
愛

知
県

子
ども

食
堂

推
進

事
業

そ
の

他
参

加
費

無
料

・中
京

学
生

ボ
ラ

ン
テ

ィア

⑯
高

橋
地

区
「く

っ
く

くら
が

い
け

」

運
営

主
体

高
橋

子
ども

食
堂

（
代

表
 

増
 

 
）

趣
旨

等
●

 
ども

た
ち

の
 

き
る

 
を

 
に

つ
け

る
お

 
伝

い
●

 
齢

者
との

交
流

●
健

康
な

 
事

・ 
育

を
テ

ー
マ

に
地

域
との

交
流

開
始

時
期

令
和

２
年

11
月

28
日

（
土

）
開

設
予

定

開
催

場
所

特
別

養
護

 
 

ホ
ー

ム
「く

ら
が

い
け

」

周
知

方
法

チ
ラ

シ
配

布

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

・学
習

運
営

資
 

 
ども

 
堂

安
全

補
助

 
案

内
中

社
協

 
ども

基
 

参
加

費
 

（
子

ども
・大

人
 

10
0円

）

そ
の

他
共

催
 

特
別

養
護

 
 

ホ
ー

ム
「く

ら
が

い
け

」
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“子
ど

も
食

堂
”の

実
施

状
況

に
つ

い
て

⑳
JA

高
橋

テ
ラ

ス
子

ど
も

食
堂

準
備

中

運
営

主
体

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィア
代

表
 

鈴
 

重
嗣

趣
旨

等

●
地

域
に

根
差

し
た

JA
とし

て
、
地

域
組

合
員

が
中

心
とな

って
実

施
す

る
。

●
S
D

G
ｓ

の
取

り組
み

の
 

つ
とし

て
「 

と農
」の

 
切

さ
を

伝
え

地
域

農
業

の
持

続
可

能
性

を
訴

え
る

。
●

多
世

代
の

交
流

を
し

な
が

ら
 

ども
た

ち
（

 
 

を
含

む
）

と 
緒

に
農

産
物

の
旬

を
感

じ
る

よ
う
な

地
産

地
消

料
理

を
料

理
教

室
ス

タ
イ

ル
で

展
開

す
る

。

開
始

時
期

令
和

２
年

未
定

開
催

場
所

JA
高

橋
テ

ラ
ス

（
高

橋
町

２
丁

目
９

４
）

周
知

方
法

各
学

校
や

自
治

区
、
支

援
者

に
よ

る
個

別
配

布

実
施

内
容

地
元

農
産

物
の

調
理

・ 
と農

の
学

習
・宿

題
・ふ

れ
あ

い
、
遊

び

運
営

資
 

参
加

費
 

未
定

 
ども

 
堂

安
全

補
助

 
案

内
中

そ
の

他
共

催
 

JA
高

橋
テ

ラ
ス

⑰
若

園
地

区
お

お
ぞ

ら
若

園
「お

お
ぞ

ら
ラ

ン
チ

」

運
営

主
体

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィア
代

表
 

寺
 

達
 

 

趣
旨

等

●
困

りご
とを

抱
え

た
子

ども
を

地
域

で
支

え
た

い
。
困

りご
とを

抱
え

た
世

帯
の

抽
出

が
難

し
い

た
め

、
地

域
の

子
ども

の
居

場
所

とし
て

実
施

し
、
そ

の
中

で
困

って
い

る
子

の
個

別
支

援
に

つ
な

げ
た

い
。

●
地

域
の

大
人

と子
ども

が
に

ぎ
わ

う
場

を
提

供
す

る
。

開
始

時
期

令
和

２
年

９
 

２
６

 
（

 
）

開
設

開
催

場
所

花
園

児
童

館

周
知

方
法

小
学

校
か

ら
各

世
帯

に
チ

ラ
シ

配
布

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

・学
習

運
営

資
 

花
チ

カ
事

業
補

助
 

（
地

域
の

活
動

助
成

 
）

 
ども

 
堂

安
全

補
助

 
案

内
中

参
加

費
（

子
ども

 
10

0円
 

 
 

30
0円

）

そ
の

他
協

 
 

花
園

町
・中

根
・吉

原
町

の
３

 
治

区

⑲
朝

日
丘

地
区

「山
二

食
堂

」

運
営

主
体

 
 

 
堂

（
代

表
 

藤
瀬

久
実

 
）

趣
旨

等

●
多

世
代

交
流

型
の

 
ども

 
堂

で
地

域
貢

献
●

地
域

の
子

ども
た

ち
や

親
、
高

齢
者

に
とっ

て
安

心
で

き
る

居
場

所
を

作
りた

い
。

●
旬

の
新

鮮
な

 
材

で
作

った
美

味
し

い
料

理
を

み
ん

な
で

 
緒

に
楽

し
く 

べ
よ

う
。

●
子

ども
も

大
人

も
ほ

っと
で

き
る

居
場

所
に

。

開
始

時
期

令
和

２
年

8月
開

設

開
催

場
所

小
坂

本
町

１
丁

目
５

８
番

地

周
知

方
法

チ
ラ

シ
配

布
・自

治
区

回
覧

版

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

運
営

資
 

社
会

福
祉

協
議

会
 

ども
基

 

そ
の

他
協

 
 

 
信

⑱
保

 
地

区
「朝

ご
は

ん
を

み
ん

な
で

 
べ

よ
う

 
」

運
営

主
体

N
PO

ト
ル

シ
ー

ダ
（

代
表

 
や

ま
き

 
）

趣
旨

等

●
い

ろ
い

ろ
な

人
が

い
て

あ
た

りま
え

の
、
人

に
や

さ
し

い
社

会
で

あ
って

ほ
し

い
。

●
国

籍
に

縛
ら

れ
な

い
地

域
の

み
ん

な
で

集
え

る
場

所
づ

くり
。

●
多

様
性

の
あ

る
子

ども
た

ち
が

活
躍

で
き

る
社

会
を

め
ざ

し
て

。
●

み
ん

な
で

朝
ご

は
ん

を
食

べ
よ

う。

開
始

時
期

令
和

２
年

10
月

16
 

（
 

）
毎

週
 

曜
 

開
催

場
所

県
営

保
 

 
治

区
集

会
所

参
加

者
数

チ
ラ

シ
配

布
や

掲
示

実
施

内
容

朝
ご

は
ん

・た
ま

ご
配

布

運
営

資
 

未
定

そ
の

他
参

加
費

無
料

・ペ
ット

ボ
ト

ル
回

収
ボ

ラ
ン

テ
ィア
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地
域

に
お

け
る

子
ど

も
の

居
場

所
“学

習
支

援
”の

実
施

状
況

に
つ

い
て

運
営

主
体

（
代

表
 

 
村

 
）

趣
旨

等

●
共

働
き

家
庭

の
地

域
の

子
ども

た
ち

、
お

じ
い

ち
ゃ

ん
とお

ば
あ

ち
ゃ

ん
が

一
緒

に
ご

飯
が

食
べ

ら
れ

る
場

所
。

●
親

御
さ

ん
も

子
ども

た
ち

も
一

緒
に

あ
た

た
か

い
ご

飯
を

一
緒

に
食

べ
れ

る
場

所
。

●
地

域
の

憩
い

の
場

所
。

開
始

時
期

令
和

２
年

２
 

３
 

（
 

）
中

 
時

期
開

催
時

期
未

定

開
催

場
所

キ
ッチ

ン
＆

バ
ル

豆
禅

m
am

e-
ze

n（
松

平
志

賀
町

丸
山

５
－

４
）

参
加

者
数

 
所

・交
流

館
・カ

フ
ェで

の
チ

ラ
シ

配
布

や
掲

 

実
施

内
容

学
習

・遊
び

・食
事

運
営

資
 

未
定

そ
の

他
参

加
費

無
料

 
松

平
地

区
「豆

膳
」に

こ
に

こ
子

ど
も

食
堂

準
備

中

 
松

平
地

区
「ビ

ス
ト

ロ
ス

マ
イ

リ
ン

グ
」

準
備

中

運
営

主
体

N
PO

法
人

「お
ん

ぶ
に

だ
っこ

」

趣
旨

等
●

 
齢

者
が

家
事

や
育

児
、
プ

ラ
ス

仕
事

で
 

変
な

若
者

の
助

け
る

な
る

地
域

づ
くり

の
一

環
とし

て
実

施
す

る
。

●
多

世
代

の
交

流
の

場
とし

て
、
地

域
の

 
齢

者
、
若

者
、
 

ども
を

 
え

た
い

。

開
始

時
期

平
成

31
年

1月
開

始

開
催

場
所

中
垣

内
町

広
畑

７
－

３

周
知

方
法

S
N

S

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

・ふ
れ

あ
い

運
営

資
 

（
株

）
S
M

IR
IN

G
に

よ
る

地
域

貢
献

そ
の

他
協

 
 

（
株

）
S
M

IR
IN

G

 
益

富
地

区
「

」子
ど

も
食

堂
準

備
中

運
営

主
体

趣
旨

等
●

地
域

の
多

世
帯

型
子

ども
食

●
高

齢
者

も
子

ども
も

元
気

に
な

れ
る

居
場

所

開
始

時
期

未
定

開
催

場
所

益
富

の
楽

園
ま

た
は

交
流

館

参
加

者
数

実
施

内
容

調
理

実
践

・ 
事

・遊
び

運
営

資
 

そ
の

他
特

別
養

護
 

 
ホ

ー
ム

「益
富

の
楽

園
」場

所
提

供
協

 

 
前

林
地

区
「堤

 
堂

」
準

備
中

運
営

主
体

堤
食

堂
（

夢
農

人
鋤

柄
氏

）

趣
旨

等
●

地
域

が
元

気
に

な
れ

る
み

ん
な

の
居

場
所

●
子

ども
食

堂
に

限
ら

ず
様

々
な

楽
し

い
こ

とを
考

え
る

開
始

時
期

開
催

場
所

堤
食

堂
（

堤
町

本
地

５
）

参
加

者
数

実
施

内
容

運
営

資
 

そ
の

他
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災
害
時
に
お
け
る
高
齢
者
や
障
が
い
者
の
災
害
対
策
に
つ
い
て
（
情
報
提
供
）

◆
平

成
２

３
年

３
月

東
日

本
大

震
災

⇒
犠

牲
者

の
う

ち
約

６
割

が
高

齢
者

。
障

が
い

者
の

死
亡

率
は

住
民

全
体

の
２

倍
◆

平
成

２
８

年
４

月
熊

本
地

震
⇒

犠
牲

者
の

う
ち

約
７

割
が

高
齢

者
。

災
害

関
連

死
８

割
が

７
０

歳
以

上
の

高
齢

者
◆

平
成

２
８

年
８

月
台

風
１

０
号

⇒
岩

手
県

岩
泉

町
の

高
齢

者
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

で
は

入
所

者
全

９
名

が
犠

牲
◆

平
成

３
０

年
７

月
豪

雨
⇒

犠
牲

者
の

約
７

割
が

６
０

歳
以

上
◆

令
和

２
年

７
月

豪
雨

⇒
犠

牲
者

の
う

ち
約

８
割

が
高

齢
者

。
熊

本
県

球
磨

村
で

は
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
入

所
者

１
４

名
が

犠
牲
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・
水

害
か

ら
の

高
齢

者
の

避
難

行
動

の
理

解
促

進
に

向
け

た
取

組
に

つ
い

て
（

依
頼

）
（

平
成

３
１

年
３

月
厚

労
省

・
国

交
省

）
・

令
和

元
年

台
風

第
19

 号
等

を
踏

ま
え

た
水

害
・

土
砂

災
害

か
ら

の
避

難
の

あ
り

方
に

つ
い

て
（

報
告

書
）

（
令

和
２

年
３

月
中

央
防

災
会

議
）

・
高

齢
者

や
障

が
い

者
等

の
避

難
の

実
効

性
の

確
保

に
向

け
た

取
組

の
実

施
に

つ
い

て
（

依
頼

）
（

令
和

２
年

５
月

内
閣

府
・

厚
労

省
）

・
令

和
2年

7月
豪

雨
災

害
を

踏
ま

え
た

高
齢

者
福

祉
施

設
の

避
難

確
保

に
関

す
る

検
討

会
（

令
和

２
年

１
０

月
内

閣
府

・
厚

労
省

・
国

交
省

）
・

令
和

元
年

台
風

第
19

 号
等

を
踏

ま
え

た
高

齢
者

等
の

避
難

の
在

り
方

に
つ

い
て

（
最

終
報

告
）

（
令

和
２

年
１

２
月

中
央

防
災

会
議

）
・

令
和

３
年

度
障

が
い

福
祉

サ
ー

ビ
ス

、
介

護
サ

ー
ビ

ス
報

酬
改

定
案

（
厚

生
労

働
省

社
会

保
障

審
議

会
）

福
祉
を
視
点
と
し
た
防
災
に
関
す
る
国
の
動
向
と
豊
田
市
の
今
後
の
取
組
（
案
）

         

★
新

規
事

業
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共生型サービスの概要

◆共生型サービスは、介護保険または障がい福祉のいずれかのサービスの指定を
受けている事業所が、もう  の制度における指定も受けやすくするための「指定の特例」です

◆平成３０年４ の法改正に伴い、障がい福祉サービス事業所において共生型サービスの指定を
受けることにより、同じ部屋・設備・同じスタッフで  齢者の利 を受け れることが可能となりました

◆共生型サービスの指定要件は、障がい福祉サービスの指定を受けて
いることになります

◆共 型サービス利 者数と障がい福祉サービス事業所の利 者数の
合計人数に対して、従業員数及び施設の面積や設備が障がい福祉サービスの
基準を満たしている必要があります

１ 指定要件

◆共 型サービスにおける利 定員は、共 型サービスの
指定を受ける障がい福祉サービス事業所が定める利 
定員です。

◆当該利 定員の範囲内であれば、サービスごとの利 者の
数に変動があっても支障ありません

（例）定員20名の場合、利  によって指定 活介護の利 者が10人、
共 型通所介護の利 者が10 であっても、指定 活介護の利 者が5人、
共 型通所介護の利 者が15人であっても支障ありません

２ 定員の考え方

高齢者＋障がい者で
定員以内であればOK

◆共 型サービスの管理者と、障がい福祉サービスの管理者が兼務であっても 障ありません

３ 管理者

１

◆共 型サービス事業所が 齢者の 援を う上で、それぞれのサービスに対応した指定居宅
サービス事業者等その他の関係施設から必要な技術的支援を受けている必要があります

４ 技術的支援
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出典 厚 労働省障害
保健福祉部H29.12.7第
16回障害福祉サービス等
報酬改定検討チーム「共生
型サービスに係る報酬・基
準について《論点等》」

５ サービスの種類

共生型サービスの指定を受けたいときは

申請手順の確認
（※ 障がい福祉サービスの定員の範囲内でサービスを います）

変更届等の提出（必要に応じて）
※ 共 型サービス開始により、運営規程や定款等に変更の

ある場合障がい福祉課への変更届が必要です

申請書の事前確認を受ける
申請書類に不備・不 がないか、内容が適切であるかなど事前確認を受けます
※ 申請書案を介護保険課へ提出、書類確認をさせていただきます
※ 既存サービスである障がい福祉サービスの指定通知の写しを添付いただきます

指定申請
介護保険課での事前確認が終了後、指定申請を い書類審査を受けます
書類審査が終わると介護保険課から指定通知があります

事業開始

まずは介護保険課へ
ご相談ください

１  続きの流れ【イメージ】

2

◆技術的支援はどこからどのような支援を受ける予定か
技術的支援を受ける相手先にお困りであればご相談ください

◆利 定員は１９ 以上なのか
定員が１８ 以下の場合、 齢者の利 は豊 市 に限られます。

２ 介護保険課への相談時に確認すること 【 例】

豊田市 福祉部
介護保険課 施設担当
TEL 0565-34-6634
FAX 0565-34-6034
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令和３年度障がい者歯科事業のご案内 

（歯科健康診査と訪問予防指導） 

 この事業は、障がい者を対象に、むし歯や歯周病を早期に発見し治療につなげるこ
とを目的に行う「歯科健康診査」と、施設職員を対象に、正しい口腔ケアについて歯
科医師、歯科衛生士から学ぶ「訪問予防指導事業」を行います。 

障がい者は、様々な障がいやそれぞれ特有の口腔内の特徴があることで、口腔ケア
が困難であったり、偏った嗜好やこだわりが原因で、むし歯や歯周病が重症化しやす
い傾向があります。この機会に、ぜひ御利用ください。 

事 業 名  科健康診査 訪問予防指導 

対 象 者 通所施設利 者 入所および通所施設職員 

実施内容 問診、健診、 科保健指導 口腔衛生の講義、演習 

実施希望日 

７月１５日、２９日 

８月 5 日、２６日 

９月３０日 

１０月１４日、２１日 

１１月１１日、１８日 

※曜日は、いずれも木曜日 

１１月２５日 

１２月２日、１６日 

１月１３日、２７日 

２月３日 

 

※曜日は、いずれも木曜日 

実施時間 

開始時刻 施設の希望に応じます。 

以下の時間帯でお願いします。 

・午前９時から１０時までに開始 

・午後１時以降に開始 

※所要時間は施設によって異なります。 

開始時刻 施設の希望に応じます。 

所要時間 １時間 30 分程度 

以下の時間帯でお願いします。 

・午前の場合 午前９時から正午までの間 

・午後の場合 午後１時から６時までの間 

回   数 １事業所あたり １回／年 １事業所あたり １回／年 

  どちらか一方または両方の申込みも可能です。 
 事業を希望される場合は、裏 の申込書にご記 いただき FAX もしくはメールにてお送りく

ださい。 
 申込期限 令和３年４ ９ （ ） ※期限後も相談に応じます 

【問合せ】  
豊田市役所 保健部 総務課 健康づくり担当 （ 野澤 安永 ） 
電話(0565)34-6723  ＦＡＸ(0565)31-6320 
E-mail hoken-soumu@city.toyota.aichi.jp 
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申込期限 令和３年 4 月 9  （ ） 

送付書不要    送付先 豊田市役所 保健部総務課  き 
FAX  ０５６５－３1－６３２０ 

令和 3 年度障がい者 科事業 申込書 
 
 ◆下の＜お願い＞をご確認の上、ご記入お願いします。 
 

 事業所名                           担当者名                    

                                             〒     － 
  実施場所                     （住所                       ） 
 
  電話番号                       FAX                         
 
   科健康診査  □希望する   受診者数         人                   
 
  訪問予防指導  □希望する   参加職員 数      人                   

 第１希望 第 2 希望 第 3 希望 

歯
科
健
康
診
査 

日 時 

月   日（木）   月   日（木）   月   日（木） 

午前 ・ 午後 

      時から 

午前 ・ 午後 

       時から 

午前 ・ 午後 

       時から 

訪
問
予
防
指
導 

日 時 

月   日（木）   月   日（木）   月   日（木） 

午前 ・ 午後 

      時から 

午前 ・ 午後 

      時から 

午前 ・ 午後 

      時から 

◆下欄に希望する日時をご記入ください。（※おもて面をご覧ください。） 

＜お願い＞ 
・新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の中止等をお願いする場合があります。 
・事業によって、開始時刻が異なりますのでご注意ください。 
・メールでのお申込みの場合は、件名を「障がい者 科事業申込」とし、希望事業名等、必要事項
を明記してください。 

・日時が決定後、担当者から連絡いたします。応募が多数の場合、過去の利 状況等を勘案し決
定します。 

・訪問予防指導は、講師用のパソコン・プロジェクター・スクリーンを施設でご準備ください。 

申込     年   月   日 
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Ｎｅｔ１１９緊急通報システムついて 

 

豊田市消防本部指令課 
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Net119 緊急通報システムについて 
 

１ システム概要 

Net119（ネット 119）は、音声による通報が困難な方がスマートフォンや携帯電話を

使用してインターネット回線により 119 番通報をすることができるサービスです。現在

地や今の症状をうまく言葉で伝えられなくても、スマートフォンや携帯電話の操作により

救急車、消防車を呼ぶことができます。豊田市では平成 30 年 10 月から運用を開始して

います。 

 

２ 対象となる方 

（１）聴覚、音声、言語またはそしゃく機能の低下などによって、音声で１１９番通報 

   をすることが困難な方 

（２）その他の理由によって、音声で１１９番通報をすることが困難または困難にな 

  るおそれがある方 

 

３ 利用条件 

（１）事前登録が済んでいる端末（スマートフォン、携帯電話）であること。 

（２）インターネットが接続されている環境であること。 

 

４ 市内の登録状況（令和 3 年 1 月 1 日現在） 

H30 年度 136 人 

H31 年度 106 人 

R２年度 21 人 

合計 263 人 

  

５ その他 

（１）別添の手順に従って事前登録してください。 

（２）対象となる方がいつも使用している端末のみ登録できます。ご家族などの代理登録は

できません。 

（３）システム利用料はかかりませんが、通報時の通信料は利用者負担です。 
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Net119緊急通報システム

どんなシステム 

次ページの手順を参考に事前登録をしてください。

●アンドロイド ●アイフォーン ●ケータイ

しんせい よう に じ げ ん

ご

ご利用対象者
り よ う た い し ょ う し ゃ

豊田市消防本部 指令課
〒471-0879 豊田市⾧興寺 5丁目 17番地 1
メール shoubou-shirei @ city.toyota.aichi.jp
FAX 0565-35-9739 電話番号 0565-35-9724

と よ た し し ょ う ぼ う ほ ん ぶ し れ い か

（１）聴覚、音声、言語またはそしゃく機能の低下などによって、音声で１１９番通報
をすることが困難な方

（２）その他の理由によって、音声で１１９番通報をすることが困難または困難にな
るおそれがある方

で ん わ ば ん ご う

と よ た し ち ょ う こ う じ ち ょ う め ば ん ち 裏 面
あります

こ ー ど

病気・ケガ

火事

出 動通 報通 報

Ｎｅｔで救急車・消防車を呼ぶことができます。

つ ぎ て じ ゅ ん さ ん こ う じ ぜ ん と う ろ く

使用するには 
し よ う

こ ん な ん か た

お問合せ先
と い あ わ さ き

き ん き ゅ う つ う ほ う

び ょ う き

か じ

きゅうきゅうしゃ しょうぼうしゃ よ

つ う ほ う し ゅ つ ど う

う ら め ん

ち ょ う か く お ん せ い げ ん ご き の う て い か お ん せ い ば ん つ う ほ う

ほ か り ゆ う お ん せ い は ん つ う ほ う こ ん な ん こ ん な ん

か た
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にんしょう

り よ う しゃ

じょうほう

③ アイコン追加（ついか）

ほ ぞ ん さくせい

    

【メールアドレス承認へ】
をおす

【送信】をおす

   

   

メールが
届きます

した

下へスライドさせる 【同意する】をおす

名前や住所をいれる
【次へ】をおす

自宅を地図のまん中にする
【次へ】をおす

【申請する】をおす

  

右上の【 】をおす
右上の【 ☆ 】をおす

【ホーム画面に追加】
をおす

【追加】をおす

  

URL をひらく

読み取る
よ と

URL をひらく
ゆーあーるえる

ゆーあーるえる

なまえ じゅうしょ じたく ち ず なか

みぎうえ

メールが
届きます
とど

とど

URL をひらく
ゆーあーるえる

entry_23211@entry07.web119.info

メールが
届きます
とど

空メールをおくる
か ら

みぎうえ

① 申 請（しんせい）

② 登 録（とうろく）

●アンドロイド版
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① 申 請（しんせい）

② 登 録（とうろく）

り よ う しゃ

③ アイコン追加（ついか）

さくせい

した

   

URL をひらく 【メールアドレス承認へ】
をおす

【送信】をおす

   

   

URL をひらく 下へスライドさせる 【同意する】をおす

名前や住所をいれる
【次へ】をおす

自宅を地図のまん中にする
【次へ】をおす

【申請する】をおす

  

下の【 】をおす 【ホーム画面に追加】をおす 【完了】をおす

  

URL をひらく

ゆーあーるえる

ゆーあーるえる

なまえ じゅうしょ じたく ち ず なか

した

メールが
届きます
とど

メールが
届きます
とど

ゆーあーるえる

 
メールが
届きます
とど

entry_23211@entry07.web119.info

読み取る
よ と

空メールをおくる
か ら

●アイフォーン版
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り よ う しゃ

じょうほう

③ アイコン追加（ついか）

ほ ぞ ん さくせい

 
   

【メールアドレス承認へ】
をおす

【送信】をおす

   

   

した

下へスライドさせる 【同意する】をおす

【申請する】をおす

  

【サブメニュー】
をおす

【ブックマークへ登録】
をおす

【保存】をおす

  

URL をひらく
ゆーあーるえる

URL をひらく
ゆーあーるえる

名前や住所をいれる
【次へ】をおす

なまえ じゅうしょ

自宅を地図のまん中にする
【次へ】をおす

じたく ち ず なか

メールが
届きます
とど

entry_23211 @ entry07. web119. info

●ケータイ版

メールアドレス宛に
空メールをおくる
から

あて

URL をひらく
ゆーあーるえる

メールが
届きます
とど

① 申 請（しんせい）

② 登 録（とうろく）

メールが
届きます
とど
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